
様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 市民生活課 市民生活係 匹亡日

ふるさとづくり推進事業

割嘉謀議官告品2235urf更電器|対象|市・校区ふるさ日くり協議会

読|とづくり協議会については、事務的なサポートを行う。 I手段|運営費等の補助金交付及び会議運営の事務的サポート
|また、まち歩きガイドマップを活用した地域振興を推進すE 1 

|る。 1意図|地域コミュニティの振興を図るo

~ 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予事現額(円)

負担金、補助及び父付金 3，013，000 3，013，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 3，013，000 

dE』ヨ 計 3，013，000 3，013，000 ムロ 言十 3，013，000 

人件費概算 (円)1 1交付税| 鑑 11今+古川
| 0.51 開山~ I 算入 | 山 II会計種別| 一般

活動指標または成果指標

市ふるさとの組織数(事業数)
※活動指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H25 日吉宮一一1I H27. 1目標 l

..i(i7")"""......l......・・iU7Y" 達成
度

各校区ふるさとの組織数(事業数)21 
※活動指標

'iZ'(U6)且 r"'iii"(i2O'j…

3 

目的の妥当性 ℃ ず1妥当である l地域コミユニテイ活動の推進を目的とした事業である
妥}ド..山.“..“山…‘“山..川..….. 山..…円.叱1

決算額(円)

3，013，000 

3，013，000 

経常

| 当 |白j治台休関与の妥当性|妥当である|補助金交付要綱に基づき、市全体及び各校区での活動を推進る事業である
性 t.~…F 

|対象C受益者)の妥当性|妥当である|各協議会で白主的な運営、活動を支援するため妥当である

目標達成度
有 }トトいfヤ叩川..山…….. 山…‘“山….. 山....“.“ペ叫叫山.，叫ω十川"ん~川.. 山山.. 川.. ….， 
効 I類似事業の存在シ | 存在する |イベント助成事業は他課にも存在する
性 }?"!Y………q・M・M・-山H・a・:.1.............................1

|主位:施策への貢献度|貢献している|地域の団体が自主的に運営することを支援することで市民が主役の地域づくりにつながる

I .. 1実施主体の適正化 |適正である|各地区で運営する団体を支援するため適正である
:;m .t・・・6・H・H・..・・j~....μ..~.. ・....・H・ .....}.I.... ・ 1 
率|受益者負担の適韮化|適正である|自主的な運営を行っており適正である
性ト..........・"“日…...・H・..“..，・H・，.............................，

|コスト効率 1適正である|運営費の一部を助成しており適正である

.レ
各組織が自主的に運営を行えるように必要な事務的サボ トを行う。

課題

、の今向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

EE 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 市民生活課

官 G~
※上段:目標

事|地域コミュニティの維持発展のため、単位自治会及び市
業|削台会連合会に対して運営費補助金を交付し、自主的な
概|活動を支援する。また単位自治会へは月 2回、広報誌等
要|の配布を行う。

歳 出 :予算現額(円) 決算額(円)ー

自治会事務費補助金 63，429，000 62，761，625 

支 文書配布委託料 2，247，000 2，239，920 
出

自治会連合会補助金 2，310，000 2，310，000 
内
訳 需用費 52，000 51，598 

ぷE』ヨ 言十 1 68，038，000 67，363，143 

l人工数(人役)1人件費(円) 1 

|1 .151 6，633，7691 
人件費概算

活動指標または成果指標

広報誌等配布団数
※活動指標

市民生活係 回ココ
小項目(基本事業)

コミュニティ組織の活性化

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金
財、 県支出金

源内 害合IJ 地方債

訳 その他

一般財j原 68，038，000 67，363，143 

A 日 計 68，038，000 67，363，143 

州一

補助金交付対象自治会数
21 

※活動指標

自治会加入世帯数
31 

※成果指標 :::::11ili:::::1::::::2151:::l I::::託設........1

|目的の妥当性 I 妥当である|自治会活動を支援することで地域コミュニティの維持発展につながる事業である
妥 l… H・H・，.o.，“.......，，'.-.....， ..，~~~・M・.， 1.............................1

| 主|自治体関与の妥当性|妥当である|補助金交付要綱に基づく事業である
1'1' 1"'，・・・・・・・・"叩山山山m ・........・6・H 盲目・ t 

J|対象(受益者)の妥当性|妥当である|単位自治会及び自治会連合会への助成である

有 目標達成度 .....1達成している
ー・・..・・・・ ・a ・ ・・..........1 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性...1--..・旨・........・………山……1..・H ・......・H ・...・H ・.....・I・H ・.....・H ・-

|上位施策への貢献度|貢献している|地域コミュニティの維持振興につながる事業である

! 効 |実施主体の適正化 |適正である|単位自治会及び自治会連合会への助成である

率 1受益者負担0のコi適直i正主化| 適正である|単位自1治台会及び自治会連合会への助成である
性 }トト.“山…….. 山山…….. 山山.“山山.. 川.“.……….“. ……. “川川…….. 山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山適.. ……… .. 川山……'.川山…….. 山山….. 山….. …圃ι…モ

コスト効率 | 適正である|自治会の自主的な活動のために必必、要な支援である... 
近年、アパートやマンションなどの集合住宅において、自治会未加入の世帯が増えてきており、地域コミューアイの維持が困
難になりつつある。転入時に市役所窓口での加入促進のチラシ等の配布や自治会連合会との連携による取組を進める。

課題

今の向後方性( 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局・室・所{係)I 市民生活課

大項目(政策)

市民が主役の地域づくり

一一計画名

市民生活課 回二己

ーl地蔵云ミュ五子手話言語の拠点で&)る自治会館丙建設、用地
裏|取得、増改築等に係る経費についで、補助金交付規則
概|要綱に基づき交付する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

自治会館建設補助金 6，000，000 6，000，000 

支出内

訳

辺E』3 計 6，000，000 6，000;000 

人件費概算
| 瓦工数(人役)I瓦再費(円)I 
| 0.31 1，7札問|

自治会館建設補助事業

自治会館を建設等する自治会

建設費等の一部を補助金として交付する

活動拠点を整備することにより地域コミュニティの振興を図る。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財瀬 6，000，000 6，000，000 

~ト3 計 6，000，000 6，000，000 

宝~I 無 I I会計種別|
一般 臨時

活動指標または成裏肩覆

1 I補助金交付決定数
• • • • • • • • • 
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2 

100.00% I 100.00% 

3 

.目的の妥当性ノ | 妥当である l地域コミュニティの維持のために必要な施設整備のための事業である
妥、ト…ムH・H・-……….~....・H ・+............................，

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|補助金交付要綱に基づき自治会館の建設等に係る経費の一部を補助する事業である
性 f;:::'，.甲山0'0....・-….......……...，1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|自治会へ対する補助であり、補助金申請に当たっては自治会内の同意を求めている

l固標達成度 | 達成している
|有 1.:....・M ・.......圃|

効 I類似事業の存在 |存在しない
司写 J ト.....・..・・.....“....・H ・H ・H ・-・・川町，..1.........・・・・・…H ・M ・......1

| 一 |上位施策人の貢献度|貢献している|施設整備により地域コミュニティの維持につながる事業である

|実施主体の適正化 |適正である|自治会へ対する補助であり玖、補助金申請に当たつては自1治台会内の同意を求めている
効 トト.…….. 山….. 山.. 山.

l率 1受益者負担の適正化| 適正である|建設等にカか当かる経費について補助金の上限を設けており弘、自治会の負担が必要な事業である
性性 fいjムふ川.. 山川.“山川.. 山更..“………H山…..川“……….. 山….. 山.“.…山…….. 山..…….“山..“什.，.............................，

コスト効率 ら I適正である|補助金要綱等に基づき補助対象経費を定めている

--自治体の世帯数の推移等を考慮して自治会館の整備について要望のある自治会と協議を行った上で、計画的な整備計画
を定める必要がある。

課題

、J

今の向後方性イ 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

立l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局・室・所(係)I 市民生活課
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事|宝くじの杜会貢献広報事業として、コミュニティ活動に必
業|要な備品等を整備し、地域コミュニティ活動の充実強化
概|を図り、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上を図

|るn要・ υ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地域コミュニティ事業助成金 2，300，000 2，300，000 

支

出内

~R 

dロ』 計 2，300，000 2，300，000 

目 目 剖民 ，e . 手組担

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.21  1，153，6991 

活覇指標または成裏一指標

1 I年間備品貸出日数

市民生活係 回二日

コミュニティ助成事業

歳 入 予算現額(円) J 決算額(円)

，国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 宝くじ助成金 2，300，000 2，300，000 

一般財源

ムロ 言十 ; 2，300，000 2，300，000 

宝?|無||会開~ 一般 経常

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である l当該事業により備品等を整備することで地域コミュニティ活動の振興をにつながる

自治体関与の妥当性| 妥当である l公募により実施主体を募集する事業である

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民活動等に取り組み団体を対象としている

目標達成度 I J達童成してしい、喝る|市民活動の推進や地域コミユニテイの振輿につながつている

ilド詳桝丙桝詳経粉?待伝5涜夜託5E主:::::::::::::::;:::::::::::::jj::::jj:::jjI::I:|I||[:::::::::::::::::::::伝日1五1ζ.....，出山山己山山zおL誌副両面ぷ街品ぷぷ山J足山三

よ位施策への貢献度|貢献して同|市民活動の推進や地域コミュニティの振興につながる事業である

1実施主体の適正化 |概ね適正である|公募により実施主体を募集しており適正である
効 lトμ“山山‘H山.“山…….. 山山….. 川山….. 山.“山..o“川山….. 山…….. 山.“山....……….. …… .. 山....……….. …… .. 山..~.刊川.. 川….日-

率 |受益者負担の適正化|適正である|全額を宝~lじ:助成金lにこよつて実施する事業である
T 性 ト"“山山.“….“山…….. 山…….“山…….“山…….. 山…….“川山….. 山山….旬M….. 山.. ….一}……………“・，.............................，

lコスト効率 “ |適正である|事業申請に当たっては、見積りを基にして行っている

妥
当
性

.. 
公募の状況によるが、毎年1団体の交付決定となっているため、他の団体が実施している類似の助成金事業を調査し、各国
体に情報提供を行うことで、団体の要望に応える体制を構築する。
また、コミュニティ助成で購入した備品等については広く地域の活動等で使用したり、各団体においてはイベントの実施など

課題 目的に沿った活動を行うよう徹底する。

| 今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要
改善 28年度中に改善に着手
時期

記
項
一

特
事
一
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 市民生活課 市民生活係 回二日
天頂百碩葉7 前頁目( 社、扇百I基本事葉〕

市民が主役の地域づくり

一ー計画名

地域イベント・行事の活性化

官 lふるさを創主事葉lこよ万重荷Eた冠王右肩育設備の維再
芸|管理及び飼育に必要な経費の一部を助成することで、活
概l動を支援するo

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円7
ほたる管理飼育助成金 150，000 150，000 

支出

内
訳

』E』ヨ 計 150，000 150，000 

ホタル飼育管理助成事業

有帆ふるさとづくり協議会

ホタノレ飼育および飼育設備の維持管理に係る経費を助成

歳入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債
内合
訳 その他

一般財調 150，000 150，000 

tロ』 計 150，000 150，000 

は工数(人役)1人件費(円)1 1交付税1:1 rム一一一I _~rL I 
人件費概算 I 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I云計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 1 H26. 1 I -H27 1目標 l

12 1 12 1 I 12 1達成
1 1ほたる飼育関連行事数 r...... iz............l............ii........1 r..........i4.…1 度

21ほたる幼虫放流箇所数

100.00% 1 100.00% 

3000 3000 

31ほたる幼虫放流数 4300 4450 

143.33% 148.33首

3000 

5150 

171.67% 

|目的の妥当性 | 妥当である|地域が主体となってほたるをいかした地域の振興を実施する事業である
妥 1.;..・H・-山H・H・-……………・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|補助金交付要綱に基づき、市民の自主的な活動を支援し、地域コミュニティの振興を図る事業である
性ト…一……....・H ・-山……1.............................1

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ふるさとづくり協議会が主体となって取り組んで・し、る

有 l??望号里......... 陀|黙と11:5|!?ffTTE112!???とご明開三円三万三
効 >1類似事業の存在 |存在しない

i 性|ぷ伝言ぷ副長|福山~~.l品副;ぷ晶子2;22長五日尚三五二記長三;広三Li;L
I ... .1実施主体の適正化 |適正である|地域が主体となってほたるをいかした地域の振興を実施する事業である
効 t，.“・........………....・M ・-・・寸 i 

率 |受益者負担の適正化l概ね適正である|補助金以上の金額を団体が負担している
性 }………“H・H・-“・・・H・H・-川斗 ! 

コスト効率 1概ね適正である|運営費の一部を助成している.. 
課題

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

lE 



、

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課ー局・室・所(係)I 市民生活課 市民生活係 匹Eヨ
中項目(施策) 小項目(基本事業)

地域コミュニティの振興 地域イベント・行事の活性化

支
出
内t

訳

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

諸行事補助金 5，660，000 5，635，900 

ぷE』ヨ 計 5，6('¥0，000 5，635，900 

人件費概算
|人工数(.ÀJ~)I瓦再責I両日

0.51 2，884，2481 

地域振興諸行事支援事業

イベントを通じて地域振興と交流促進を図る。

歳入

国庫支出金

目オ 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財瀬

Aロ. 計

交付税| 相 | 
算入 | 市|

予算現額(円)

」

100 5，660，000 

5，660，000 

活動指標または成果指標
※上段:目標

H25 1 H26 

14 I 15 

1 1補助金を交付する地域振興諸行事の数 15 I 15 

107.14% I 100.00% 

170000 I 200000 

21地域振興諸行事への参加人数

3 

147.24% I 107.78% 

目的の妥当性 1妥当である|地域振興と交流促進を図ることを目的としている
妥 1....・H ・.."・H ・-…H ・H ・....・H ・"…+............................1
当、|自治休関与の妥当性|妥当である|イベントにかかる経費の一部を助成することで地域振興を図る
性}……H ・H ・......“H ・H ・..........・H ・1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|イベント実施主体に対する助成を行づている

有|円特性F.JFJ |???と:.~.:~l烹今聖子.雪片警???.TTff吹--(1.，\三
効 I類似事業の存在 I存在しない

決算額(円)

5，635，900 

5，635，900 

経常

性 J雨量二伝説|説山花|ぷ平副主ぷ守二;議長ぷ三副長iZ尚三ぷぷi:二五五三
効 |実施主体の適正化 l概ね適正である|イベン凶雀団体が事務局業務も含め自立した運営が行えるように支援する。

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|行政としてのイベント支援の方法を統一する必要がある。
性 lト"山………..叫…….“山山……….. 山山……且u山…….. 一….'一，.ρ山川“山山.. 川.

1::1コス卜効率 1 適正である|事業実施後において決算報告を求めており適正な支出を確認している

..... 
イベントへの支援は、補助金だけを交付する場合と補助金の交付と併せて市の職員が人的支援を行う場合があるため、統一
した方法にする必要がある。団体が自立した運営を行うように指導する。

課題

今の向方後性 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

I......=~....."..I 



様式1号(事務事業評価)

市民生活係 匹仁己平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 市民生活課

歳出 予算現額(円) 決算額(円J
需用費(消耗品費) 12，000 11，798 

支
出
内

訳

ぷE』ヨ 言十 12，000 11，798 
I瓦主語I入役)1人件費(円) I 
|0.51 2，884，2481 

活動指標または成果指標

NPO法人の認証数
※成果指標

小項目(基本事業)

ボランティア・NPO等の育成

童
市民活動支援事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳r その他

一般財源 100 12，000 11，798 
i口b、 計 12，000 11，798 

官|無 I I会計種別| 一般 経常

H25 

※上段:目標

H26 

.• •• •• •• 
山

Q
d
山

H

t

，I
H

 

-

-

•• •• •• 
-

E

 

•• •• 
'
B
E
B
E
E
-

-

-

•• •• •• •• •• •• •• •• 
u
n
u
d
"
 

•• •• •• •• •• •• •• •• •• 
・
・

•• 
・
・

2 

3 

|目的の妥当性とも |妥当である|行政主導ではなく、市民の自主的・主体的な活動が必要である
j 妥:トH ・H ・-…ω…山H ・H ・..….1................:............1
当 I自治体関与の妥当性|概ね妥当である寸|市民の白主的.主体的な活動を間接的に支援する
、性性 . ~トい.. 山山.“川…….. 山….. 山….. 山.“.

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民の活動を支援するため適正である

目標達成度 I概ね達成して叫しい、泊るるIいNPO法人の認証数だけでなく活動の活性化を図る
有 }ト"…….叫山…….. 山.. 山....山…….. 山..山……..“山.川川H….. ….. .. 山“山….. 山…….. 山圃H山.. 山….. 川司H山.. 山…且H山.“山.. 山...1圃
効 |類似事業の存在 | 存在する |国や県、財団法人等がNPO法人等に対して行う支援事業が存在する
性ト“……司"叩.....<1 0..1・…-……i~""~…| 十

|止位施策への貢献度|概ね貢献しているINPO法人の立ち上げ、活動は市民活動の底上げにつながる

ー実施主体の適正化 |適正である|市民の活動を支援するため適正である
効 }トトト“山...~川i川"山….. 川.. …正

| 率 |受益者負担の適正化|適正である|団体への運営費助成は行つていない。
性十 ‘円 1.............................1 

ヨスト効率 1 適正である|団体への運営費助成は行っていない。

ーιG NPO法人等の支援及び育成を図る必要があるため、ノ既存のNPO法人の現状把握を行い、改善点を洗い出し、 NPO法人の活
性化、市民活動の拡大につなげる。
「市民活動を行いたいJ、「市民活動に興味があるJ品、った市民に対して、助成制度など幅広い情報提供を行い、市民主導

課題 で社会参画してして体制を構築する必要がある。

今の向後性方J 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課皿局室冒所(係)I 

交付税 I'血 | 
算入 | 日|

※上段:目標

r|三 H25 ， 1 H26 

[・…H ・H ・- …l罪史雪.在者存.[ 
設置・審査・実施

活動指標または成果指標

1 1進捗状況

総務課 回コヨ法制係

|三三:三 J 歳入 J 一 ーー - 予算現額(円) 決算額(円)

ぎ主訳肉主主音ユ
国庫支出金

県支曲金

地方債ご一一;工「

その1也二」 基金繰入金 1，230，000 1，230，000 

一般財源ご二

合三計
ヤ

守 1，230，000 =ι量b230，QOO

臨時

21会議回数

3 

酌の妥当性 ご|妥当である|一体感の醸成、躍動感あふれるまちづくり、知名度アップが主な目的であり、妥当である。
嵯 ι トふす山話i.-...山川......山......山・1 ・4

当当" I自j治色古創主1確t健率関与の妥当性| 妥当である|市誕生1叩O周年を記念して実施する市民主催事業に対する支援であり、妥当である。
性 |卜"山……….“…………盆"……..…….“…...，ネ子....トぎ...一一弓.与?子...竺旦.而日E

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民を対象とした事業であり妥当である。

ミ三主 I目標達成度:三;三|達成している
二三有三f.，;・ー.....，'，;.;..;~ い・二 | 

べ劫三|塑似事業の存在 三|存在しない
阻_-L~-~'戸';-i~i~~-.jぅ、 l

|上負担震(の貢献度|貢献している
l τ三三三 、 E 

実施主体m適正化 |適正である

受益者負担の適正Tι|適正である|市が実行委員会を通して市民主催事業の経費の一部を負担するo

z|翌二国串 可適正である|いずれも総合的・全市的な事業であり、コスト効率は適正である。.. 

一一防止一一富一

事業の終了



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局?室干庁(係)1 総務課 法制係 匹1 17 1 

合 計 三三三三 8c32;OOQI. 三三理的~2

li入工数f人役)I木件費(円LI
人件費概算 1 0.41 2，307，3981 

cc 824，332 

活動指標または成果指標

|宝?f|無|
※上段:目標

臨時

H25 

入場者数

2 

3 

直前 翌 妥重量三妥当である|市をPRする絶好の機会であり、妥当である。
c・・・H ・戸主主・H 皇・・・・.1............・H ・.............，.

自治体関与の妥当性 1妥当である|市誕生10周年を記念し、市主催事業として市が実施する事業である。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|

I目標達成度 |達成している
i有三一日竺・ ..，~.;...............I 

説 ;-1題担墾暁宇 1存在しない
!"tt. -~.'".".孟.百己右.......与 ;.....1 

出 |主註施震孟百貢献度 1貢献している

実施主体の適正化三l適正である

受益者負担の適正化|適正である|市は消耗品費や広告料のみを負担する。全国放送としては安価な負担である。

言文信説書三 1適正である|全国に山陽小野田市を発信でき、費用対効果は大きい。

..... 

可
制
問
二
釦
一

事業の終了



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課z局呈圃所(係>1 企画課 行革推進係 匹Eヨ

歪|月間取現議ZY長官官龍寺Z諸島|対象|市民、市同業所蹴る個人等、市内噺・通学する者

主|募り、その内容を考慮して意思決定を行うとともに、寄せら|手段|市の基本的な計画や条例等を策定する課程で公表する

: 詩吟伊豆円!こーギT0でE巳竺竺竺日ム聞から意克を求め三そむを考慮一日意思決定を 行 ラ ー

歳 "A 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金二

財 県支出金三
源割

地方債 Aι

内合
訳 その他

一般財源

.g. 計 。 。

活動指標または成果指標

一般 経常人件費概算 t

1 1パブ、リックコメント実施件数

21パブ、リックコメントによる意見提出件数

設定しない| 設定しない

9件 I 41件

3 

妥当である|市が策定する計画等に対して市民の意見を聞く取組であり、妥当。

自治体関与の妥当性I妥当である|市政への市民参加を目的とする取組であり、妥当。

対象〈憂益者jーの妥当性| 妥当である|全市民が受益者となる。

目標達成度

'類似事業の存在 |存在しない l
E・・・......・・‘・・・・・.・..・.・・・・・・・z ・・・・..通a・・-・.............................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................・・・・・・・・・・2・・・・・・・・・E・・E・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・・・E・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

主聖極東竺P貢献厚|貢献している|政策の企画段階において、市政への市民参加の体制づくりに貢献している。

実施主再均ご直正化一三|適正である|市が策定する計画等に対する取組であり、適正。
効 iト司J← ;

ヤ率 |受益者負担の適正化| 適正である l受益者負担と凸しい、巾う概念には馴染まないo

L正げ性 .ι…7ト…….，.山，.山.日-ム一…...山"…………..山…..山....………"山….... 山………..山…..山……….. 山….. 山….. 山..品.

4 三三ヨ3スEト効率ニ 三|適正である|ゼロ予算事業である。

三課芸題三〕

パブ‘リックコメントを実施しても、意見の提出件数が少ない。意見募集のPR!こ努めるほか、市民が市政に関心を持つように
様々な工夫が必要である、

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

.い

業

一

事

一
算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

孟
国
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一

行
特
事
一
一

;
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課

中項目(施策)

市民と行政との協働のまちづくり

ーま

まちづくり市民会議運営事務

市民相談係 回二日

哩."，.，.

霊司|のまちづくりを進める必要があるo そのため、市民の中か
担|ら委員を公募してまちづくり市民会議を開催し、市政運営
雲|上の重要な課題について審議し、市に提言する。

/ 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 12，000 。
支
?出

肉

訳

合 y 計、 12，000 。

市民

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

)源内 割合 地方債

訳 その他

J 一般財源 12，000 。
ム同 計 12，000 。

人件費概算 i人工数(入門i 人件費(円~I 想見|無|匝副 一般 経常

H25 

随時

百覇福需主正面戒裏詣事 氾
一
時

出
随

1 I会議開催回数

2 

3 

'目的の妥当性 妥当である|市の抱える重要な課題について審議をするものであり、妥当である。

i:[房付該当該[:221ぉ:lEE-F224五日355:2125;:::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民と協働のまちづくりを進めるため、妥当である。

目標達成度九il副長雨主主".......'1日;;ι

!・上位施策への貢献度|貢献している

-・................‘..・・・....................1.・・a・・・......................1.・・・・・・・a・・a・.......................・・・・・・・.・.......................・・・・・・・・・・・..・...................・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........................................・...

l実施主体の適正化 |適正である
効~.;........:;.......，....，...........;.. ，.....I 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 }トト.. ん….. 川…….. 叫山…….. 山山……..川山…….. 山….. 山….. 山且....山…….. 山山….. 山山.. 山.... 川……….. 山…….. 山….. 山.. 山…….. 山.日山?り..，山……….. 山….“山.“.……...…… .. 川山..山十.“.

bココfスト効率 | 適正でで、ある |会議開{催僅のための委員保険代であり弘、適正でで、あるo... 
各年代、各層の幅広い市民が参加する会議とする必要がある。
まちづくり市民会議に付すべきテーマに漏れはないか、継続的に検討する。

可

|課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
|時期

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室冒所得)I 総務課 広報係

室|広報再議基準立墓二三吾、行面肩曹を適切かろ扇率的に|対象|市民

主|提供する。また、単なるお知らせに終始せず、問題提起l三 1
概|や市政方針の解説を掲載するなど内容の充実に取り組|手段|総務課において編集、業者印刷後、配布

回コロ

lむ。なお、編集は、 DTP(デスクトップパブリッシング)をl l 

重|リースにて導入し、総務課において編集する。 1意図|行政情報の共有による市民との協働のまちづくり基盤の構築

き是j直同主主垂書芋

訳三

歳出 予算現額(円1 決算額(円〕 歳五i士三 幸喜覇覇(円)

旅費 12，000 。 国庫支出金，二: 24，000 

需用費 15，310，380 15，294，125 財 県支出金

役務費 117，000 112，549 

使用料及び賃借料 952，000 951，132 

源割
地方債?

:三閉三合 その他三一 広告料収入 180，000 

ー般財調? 16，187，380 

正壬合計 三一 16i39T;380 16i357，806 合4 計 16，391，;380 

よ{キ費概算
瓦工薮京在:Yr瓦再葺南7I II1豆倒見 I~I rムギすl

ミ 1 1.451 6 ，47仰~ 1"一弘 | 無 1 1会計塑| 一般

活動指標ま畦旦一成裏商標三三=

※上段:目標中段:実績下段:達成率

=H2o 下 二軍τマ] I H27 ミl目標 l

月2回年24回|月2回年24回 II月2四年24回|達成

1 I広報紙発行回数 月2回年24回I月2回年24回 Ir月2回年24回l与度T

2 11回当たりの発行部数

3 

100% I 100% 

26，750部 I26，750部

26，750部 I26，750部

100% 1 100% 

妥当である|市の施策や業務、生活情報を周知する情報媒体
主主一一一 一一一 一

決算額(円)

38，000 

1，164，136 

15，155，670 

16， ~5'l;ß06 

「間臨時|

.-...~....，;・.....・・・・・・・・・・・・・・ ..1_'.......・・ 2 ・・........ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......・..・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・.....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・E・

.レ
市の施策やまちづくりに関する情報等をわかりやすく提供し、市政に対する関心と理解を深め、情報の共有化を図る。紙面の

'三

読みやすさ、親しみゃすさを向上させ、手に取り読んでいただける紙面づくりに努める。

き課と題〉

の今方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

圏



様式1号(事務事業評価)

匝1 20 1 

主|ぎま佐野FP555725f足議官2福島言語|対象|不特定多数の人

歪|える手段として、各報道機関への情報伝達・連絡調整を|手段|テレビ、ラジオ、新聞等の媒体を利用し情報を発信
霊|行う、。また、シティインフォメーションを地方紙に掲載す』

lる。その他情報伝達手段の検討を行う。 I童図

広報係総務課平成27年度事務事業評価シート|課E 局室冒所(係)I 

より多くの人や広域への市政情報の伝達

|三三コ γ 歳 入 予算現額(円)ι 決算額(円)

吉語訳島両三君選主言三r主昔電f 云

国庫支出金、

県支出金

地方債士二

そ0{匝ご 二三

ー般財頼主 312，000 311，040 一一九 一 、、一

合工計三 Z二 312，000 一二311W40 

経常L室見
71三一一 -:-sTZ.OOQI 三二 311，040

l入工数(;&役mc，人件費(円)1 
031 1，257，1171 

二計

三活動指標または成果指標

1 1シティインフォメーション掲載(新聞)

•• •• •• •• 
-

-

E

・

-

-

E

・

-

-

E

・

•• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• 
守
.
.
.
.
.
 ，
 

•• •• •• •• •. •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •. 
2 

3 

宅二j目的の妥当性 f 正三l妥当である
三妥ミ I'; ，，，:，~，_，，，，，，，，，，，，，，，， ó...... -.._ パ|

当三 I自治体関与の妥当性|妥当である
性 --'-'F\':.:: 主~~.，~...， .....:..............I

対象L憂益賓)の妥当性|妥当である

|目標達成度i三三 三|概ね達成している1

有ト・'....・M ・.... ~... .. ... 与 1.............................1
、正二勃て|類似事業の存在て I存在しない

'ItI:':二-1'・-ι“"山山山山“山.........・-・'，;;.1.

三三一一|主位施策への、貢献度|貢献している

効戸畦卸適正化 |適正である
|卜卜トト"山…....刊……牛山-ぷ弘λぷよ誌忌示丙tι弘芯-ι~..-.竜-ヲ示L竺司"….. 川….. 山..，........1

;.:1持者負師聖引適正である

|司君ト効率べ =二一三|適正である

課題

二今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

...... 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局F室E所得)1 総務課 広報係 回三ヨ

ホームページ管理運営事業

658，000 

657，000 

657，720 

656，460 

合 4 計

人件費概算「 |人工数明人i~，!~~~l r~~雪14\J| 無|匡自

120，0001 0 

1，207，0001 1，314，180 

三分，327mo|-JfJ--13凶180

一般 | 経常

21アクセス件数

102.80% I 111.40% 
600，000件 1 800，000件

741，869{'牛 1 751，900件

ミ活動指標または成果指標1 三 2ご主三二 I 

1 1公開ページ数

123.60% I 94.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|現代社会において中心的な情報媒体
-‘・・・・..'....・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.............................・................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・ E・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・ E・・・・・・・・E・・・・・z・・・・E・・・・・・・・・..・.....・・・・・・・・.........・・・・・・・・・・・・・・・E・・・

自治体関与の妥当性| 妥当である

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 三二 1概ね達成している
-・・，........生旦・・・...・旦・・・・・・・・・且ι.o..........・..・・・・・・E・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・......・ ・・・・・ ・・・・・・・E ・・・・・・・・・・・ ・・......・ ・・・・・・・・E ・・・・・・・ ・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・E・E・................・・・・・....................................................

存在しない
...・..........・M ・........・H ・....・M ・...1.............................1

.'t，_"・・・・・ー・・‘n.....‘・-ー・・・・..宵・・・・・・旦“・・・・・・2・・・・・2・・・・・・・・・・・・a・・・・E・.，.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........................................

一 一ニー→一一一一一一一一 一..ー..i・・・・・・.....臥・...ー.....・・..ー..ー..，・・・・・・..............................・・・・...・・............・・・z・・2・......・・・・・...・......・・・・・・・・・・..・・・..._..........・....................................................................................
適正である

-v 
市民のニーズに合った情報の公開、発信を進めるとともにユーザピリティ、アクセシピリティを向上させる必要がある。ガイドラ
インに沿ったコンテンツの作成および迅速な公開に心がける。情報発信の手段として、ホームベ}ジの重要性を認識し、積
極的かっ適切なページの作成、更新に努める。

方
性

寸
の
向

計画どおり事業を進めることが適当

圃



様式1号(事務事業評価)

回三日広報係総務課平成27年度事務事業評価シート|課E骨室圃所(係)1

主市政情報を伝える手段として、コミューアイFM局サンサン 対象 不特定多数の人
=事きららを活用し、主にイベント、募集などをパーソナリ
:業;ティーが読み上げるシティインフォメーションを放送(1回 手段 コミュニティFMを利用し情報を発信
概 10分週7回)及び担当者がスタジオで、ひとつの話題をより
要詳しく伝えるオリジナル番組を放送 (1回30分週l回)すI ~[@; より多くの人や広域への市政情報の伝達

る。

※上段:目標
H25 1 官芝吉一一

年208回|年209回

年208回|年209回

100% I 100% 

目|年51回
オリジナノレ番組(ピックアップ!さんようおのだ)放卜……… 十

21送 1.............................1年51回
100% 

(円)

…町一一旦
4，230;1441.己.4;230;144

コ l人工数(入役)1、大件費(円) 1 

人件三時写じ手;ミ 1 0.31 M附刈
二
一
ア
一
宇
一
」

一一一一一|
 三苦動指標または成果指標ート

シティインフォメーション放送

3 

三三l目的の妥当性 I妥当である

言 I員長両副妥当主二|長当である

|性|証言語読み司副三五五|
旧樺達成度 |概ね達成している

有三lúi~'..;;.;;，.;..i ，;...;....:....:......:，..1

型三|頬{医事業の存在;rj存在しない

Lデ一二二 1上位施策への重量度tl貢献している

に耕 地 唖 正 :化二|適正である
世'JJ .1.. ・....・...恒.-.O:~:õ_~:õ:. !-_!-..りH・H・-・・・・・・・・・.，.............................，.

関適正である|w~"" ，'，.........・ 1 ・寸 十

二三三|云スト効率 v 三主r 三I適正である| .. 
計画どおり事業を進めることが適当目

方
性

寸
の
一
向

L聖



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局宣明(係)1 総務課 広報係 回三日

広報活動記録事業(ハードデ、イスク購入)

事
広報紙、ポスター、チフシなどの製作した物やイベント、行

2対象 市民
事等、市の活動及び市内外で行われる活動を保存し、後

業 世に残すため保存用機材を整備する。機種の選定にあっ 手段 総務課において撮影、編集後、保存
概 ては、ディスク破損による損失を防ぐため、データの保護

意図要 に優れたものとし、パックアップ用として同じものを2台購 行政情報の共有による市民との協働のまちづくり基盤の構築
入するn

臨時

下7 活動指標または戒果指標 三二

1 Iハードディスク購入

2 

3 

;芸~~0l~.~照明;三|常三で I.~今明{r-~~空?と何?士
三当二二|自治体関与の妥当性 1妥当である
三性"1.....…・川H仰ぎーや手・日 .1 

|対象(受益者)の妥当性|妥当である

る有 目占?塁整幸成糠度 ~，，:..I 達猷成しロてい凶
劫ニ=三三王工一一コ正J一]類l誠以事業の存在在乞三三二二| 存在しない

i乙J二f佳三一戸弘ぞ乎註み.. “一.

三三ヲ"1土位施策〆今メo句P貢献度 1貢献している

実施主体負適正化 I適正である
..・H 二言"示ι云iムユ'.:，';，;............1

ZJ空j空i青空慢性|空~.~~~....l
一一三亘スト効率 三三|適正である

課題

今む向有性後三 事業の終了

t里

... 
' 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M 局・室・所(係)I 生活安全課 市民相談係

行政と市民とで協働のまちづくりを推進する。

歳出 予算現額〔円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

会場借上料 10，000 。 国庫支出金

支 員オ 県支出金
出

訳内

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財j原 10，000 

dEbヨ恥 計 10，000 。 tロ益、 言十 10，000 

人件費概算
l人工数(人役)I人件費(円)I 
|01  01 叡見|無||会計種別| 一般

活動指標または成果指標

「対話の日jの開催回数

2 I r対話の日」の参加者数

3 

目的の妥当性 令 I妥当である|市政への市民参画を図るためであり、妥当である。
妥 }トトトH……...….円叩『円……..……..

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市長が市民と対話をするものであり弘、妥当である。
性 |ト..山..山;.山川川川..川川川….，山山4μ山山……..山….，山…且u山且..山……..山..川H山.…‘

| |対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民参函の為であり、妥当である。。

目標達成度
有 I…H ・H ・...・a・H ・H ・-… I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト......山…;....，.............，:，.....;1

L .'， I上位施策への貢献度 1貢献している

実施主体の適正化 |適正である

受益者負担の適正化|適正である

二五I詰這川
...... 

若年層や女性の参加等、より幅広い市民と対話で、きるように、広報誌・チフシ・街宣等により周知啓発に努める。

}課題

1今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

固

匹E口

決算額(円)

。
。

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局且室=所(係)I 生活安全課

中項目(施策)

市民左行政との協働のまちづくり

ーま

要望苦情処理業務

市民相談係 ， I 回コロ

事戸戻肩T扇古本市の行政に関わる要望・苦情等を積極
業|的に受け入れ、業務改善や行政施策に反映させるととも
概|に、回答が可能な相手方に対しては、全て市長名で回答

要|している。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
|ょ訳

合.計 。
|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.41 2，307，3981 

人件費概算

歳入 j 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財j原

ムロ 計 。 。

官|無 | |会計種別 一般 経常

活覇福雇ま正直読栗指標

1 I要望・苦情の件数

H25 

随時

262 187 

2 

3 

.目的の妥当性ぺ 1妥当である|市民の声を取り入れ、行政施策を進めるため、妥当である。
|妥 I，~・B・...“…山山・… I.....:.:".~.:.~.. :.".l. 

当 |自治{休本聞与の妥当性| 妥当である I市政運営上必必、要なものであり弘、妥当である。
性 l卜トH山……….. 山……"川…"山….“山"山……….“山…"山…"山"山山.. ………"山…"山…"山.“"………"山…"山….“山g“".山…d“山.. 川吋.リ叫予リ川F

対象(受益者)の妥当性| 妥当である I市民参画の為であり玖、妥当であるo

i 目標達成度'
有 h...，...;;..;"..:.，....".;...，........，:，1
効 1類似事業の存在 1存在しない
性 1.......，.....;.......，..;.......;:."..;.;.;，1

1上位施策への貢献度|貢献している

効
率
性

実施主体の適正化 γ|適正である|市が主催するものであり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である

コスト効率 | 適正である

.レ
幅広い年齢層からより多くの市民の声を吸い上げるとともに、その後の事務改善策へ繋げたり、市民との相互理解を図ること
が必要である。要望・苦情事務処理マニュアルを基本として、市民の意義について再度周知し、行政側の意義の醸成を図
り、より適切な対応となるよう努める。

課題
l' 

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

itPT.~業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課

中項目(施策)

市民と行政との協働のまちづくり

市民相談係 匹OD

市民相談事業

官 E市民を対象に、職員による市民生活相識を行五両誌丙
霊|容によって、担当課他の機関・弁護士相談等を紹介し、
概|紹介できないものについても、可能な範囲で支援に努め

|るn要， ~U 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
y 出ノ

内
r 訳

、合 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

ー般財j原

ムロ 計 o 。
I À{tj:.~DUi .. I人工数(胤)1 人件費(円UI交付税 I_ I I ム._l_X~' tJll I r.rlt.t I 

| 0叫 丸川吋 | 算入 |鑑 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 1 H2~J I H27 l目標 t

1 I市民相談件数 j 野 f..........~;:..........1 J 野 !? 

2 

3 

| 旧的の妥当性 |妥当である|市民が市民生活において抱える相談の一助となっておリ当である。
妥ト‘ 1.............................1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市民と行政をつなぐ相談体制であり、妥当である。
性..~山H・M・..………………...1.............................1

，対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度
有 f十“山….“一.

J 効 |類似事業の存在 |存在しない
U 性 j↓ |

日|上位施策代の貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
、効ぺ f..・H ・.....・...・a・?・...，;:..............:..1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 ト川....・圃且 H ・・・ ;.，....~"..，j 

I Iコスト効率 I適正である .. 
市民と行政をつなぐため、相談しやすい体制をとるとともに、様々な相談や問い合わせに適切に対応する必要がある。各種
の相談に対して、適切な相談窓口に誘導できるよう、市職員の対応能力の向上に努める。

|課題

計画どおり事業を進めることが適当
r改善

時期

業

一

事

一

算

一

'
予
一

ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
¥J

一一



平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)| 生活安全課

大項目(政策) 中項目(施策)

市民が主役の地域づくり 市民と行政との協働のまちづくり

塁堕宣直室

公聴機能業務

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

委託料 519，000 518，400 国庫支出金

支 目オ 県支出金
出
内

澗内 割合 地方債

j訳 訳 その他

一般財源

ム口 計 519，000 518，400 合 r

人件費概算
|瓦工薮I瓦投)1 ;瓦再責I同)1 
|O.叶 865，2741 宝?|無|

若覇福寝または成果指標

1 1法律相談開催回数

21法律相談者数

3 

H25 H26 

24 I 24 

24 24 

100.00% I 100.00% 

198 189 

様式1号(事務事業評価)

市民相談係寸 匹DD

予算現額(円) 決算額(円)

519，000 518，400 

519，000 518.4DO 

|会計種別| 一般 経常

目的の妥当性 妥当である l安定した市民生活を維持するために妥当である。

51日付税弟子I:22151:伝説F2224FEz-515552:EiESZ351;22252;::
|対象(受益者)の妥当性l妥当である

l目標達成度 I概ね達成している
目・....…・....................................1

| 劫 |類似事業の存在 |存在しない
1性性生生.. ~:卜いい.. 山 …P戸山.. 一.

| l土位施策への貢献度|貢献している

I実施主休の適正化、 I適正である
効 f.ト一…一〉一.. 叩.

率率 1受益者負担の適正化| 適正である
l 性 ト山.“.リ叩山川川yρ川川.. 山山.日山-“….

課題

}今の後方

向性

ヨスト効率 l概ね適正である|弁護士委託料であり、妥当である。.. 
希望する市民は、全員相談が受けられるように体制を維持する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

固

改善〆
時期



様式1号(事務事業評価)

匹LIJ
小項目(基本事業)

市政情報公開の推進

法制係総務課平成27年度事務事業評価シート|課?長室覗(僚主|

0市情報公開条例に基づき、公開する。 対象ミ 市民全般

事概業
0情報公開及び個人情報保護に関する専門的知識を有
する弁護士と委託契約を締結する。 :一手段 情報公開制度の適切な運用

意図
市民の市教に対する信頼と理解を深め、一層公正で関かれ要
た行政運営が推進され、もって市民参加のまちづくりを行う。=一』一ー

|三手荷主|無 | て草2三 | 

※上段:目標

H25 I 一百26

設定しない|設定しない

71件 I 63件

覇市7覇市7
0 。
。

三三社活動指標または成果指標

公開請求件数

2 

•• •• •• 
.
 

a
 

• •• •• •• •• •.• 
.
 

a
 

.

冒

.• •• •• •• •• •• •• •. •. .• +
目
目
目
目
目
-
'干

•• •• •• 
.
 

冒

•• •• •• •• •• •• •• 
.
 

a
 

•• 
.
 

冒

.

'

 

•• 
.
 

且

•• •• •• •. •. •• •• •• • 

'
 

3 

市民の市政への参加を促進するものであり、目的は妥当である。

妥当である|市が保有する公文書の公開に関するものであり、関与は妥当である。

妥当である|市民全般を対象としており、妥当である。

..................................................................................................:.......... 

市が保有する公文書の公開に対するものであり、関与は妥当である。

コピー料の実費を徴収している。

.レ
市民が公文書の公開請求を行おうとするときに、容易に目録を検索することができるよう、当該機能を搭載した文書管理シス
テムに更新を行うことが求められる。

可Z
の方
向性

28年度中に改善に着手事業の進め方等に改善が必要

[事



平成27年度事務事業評価シート|器局豊明暗)一一|

三一三正式項目(政策)三子主主主二五

市民が主役の地域づくり

7 実施計画名仁子空三千三三三三

情報公開・個人情報保護事業

総務課

高
山評業

「

」

事
一
2

一

務

一

L

事
一
尚
一

号式様

法制係

事

市個人情報保護条例に基づき、市民に対して、自己情報 三対象 市民全般
の開示請求権及び訂正請求権を保障し、市においては、
個人情報の収集、利用、管理という一連の過程における 三手段;個人情報保護制度の適切な運用

業
適正な取り扱いについて基本的なルールを定める。

概 個人情報の保護を図るとともに、情報公開制度と併せ、市民の
要 意図 行政情報に対する請求権が体系的に整備されることになり、

開かれた市政が一層推進される。

。

| 二人件重概算. I 木工数(入?:I 木件 w事~:I 無 | 
※上段:目標

活動指標または成果指標 I 'H25 I H26 

設定しない|設定しない

1 I開示請求件数 I 29件 I 25件

2 

3 

三一二三一円I目J的空(J)妥単世:主一て:一三二:三:三三ゴ| 妥当である |市民の市政への参加を促進するものであり弘、目的は妥当である。
三七ご妥 ':h江}一五一五...主弓手弓亨ザ..ヲ子子♂~-;Ii‘一示i
了当ごr自j治台体聞与の妥当性| 妥当である|市が保有する個人情報の開示に関するものであり弘、関与は妥当であるo

性性; ~;一…一、L一一….“…….“…….“.|対象(受益者)の妥当性| 妥当である l市民全般を対象としており、妥当である。

-F 「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に蘭子る語葎丙4蔀を改
正する法律(平成27年法律第65号)J及び「行政機関等の保有する個人情報の適正かっ効果的な活用による新たな産業の創
出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するための関係法律の整備に関する法律案」の施行に伴い、個
人情報保護条例の改正を行う予定である。

計画どおり事業を進めることが適当

笠l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課

大項目(政策)

市民が主役の地域づくり

一←計画名

市政情報公開業務

市民相談係 匹OIJ

""="1市の将来や市民生活に重大な影響のある事項につい
霊|て、市民に情報を提供し、共有するため、事前に各地区
既|に出向き、市の方針を説明する市政説明会を開催する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出J

内 J

ι 訳

合計 。 。
人件費概算

17瓦工言語(人役)1入件費(円ITl
101  01 

市政説明会運営事務

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財j原

」国b阿 計 。 。

宝?|無 I I 会計翻~ 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

随時

H26 

随時

1 1市政説明会開催回数

随時 | 随時

21参加人数

3 

目的の妥当性 ι 妥当である|市の抱える重要な課題について審議をするものであり、妥当である。
妥 f……..……'~I.~ :í .H.…叶 1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市政運営上必要なものであり、妥当である。
性ト“H ・H ・..…....叩……H ・H ・H ・I・H・.........................1

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民と協働のまちづくりを進めるため、妥当である。

目標達成度
有 J 卜.....，.…...….......，..;...../......1
効 |類似事業の存在 |存在しない

J 性 }卜?一.“.……….，o山川..

ノιj、1土位施策への貢献度 1:貢貢献している

I実施主体の適正化 l適正である
効 ど 1ト‘h…..山……….“山…..山…..…....…………..…山..川..‘“…..川山….“山山‘“山川..川.円句"叩川川..川山.“山…‘“.

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 }トト圃H山………..山………..山……….“山…川..山川叩.“川川….刊叩川‘"刊..咽"…… .. 山山..川....山.山……..山山.“山山.“山...山…….. 川山…..山山‘"山..……  .. 山山d“山.. ……  .. 山….. 山山.“山.“十.

|I:Jス卜効率 | 適正である|市政説明会は、市が負担すべきものであり弘、適正である。

• 若年層や女性等、より幅広い市民に参加してもらえるよう、広報誌・チフシ・街宣等により周知啓発に努める。

)課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項

j

一

一特事一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 市民相談広一寸

小項目(基本事葉7
市政情報公開の推進

匹1 15 1 

中項目(施策)

市民と行政との協働のまちづくり

ー重

出前講座運営事務 ヨ
っ
|

交付税|‘血 | 
算入 | 市 | 

※上段:目標

H25 1 H26 

ふj刊

1000 I 1000 

99.00% I 102.90% 

事|雨民が、行政に対する理解と関心を深め、市民参加によ
!!:Iる市民本位の聞かれた市政を目指すため、市民(団体)

毒|からの申し出により、職員を講師として出前講座を実施す
|る。要._u 

歳、出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 1，000 1，000 

支
出
、訳内

t同L 言十 1，000 1;000 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円) 1 

|0.151  865，2741 

若覇指標吉正直読栗福標

出前講座実施回数

21出前講座参加人数

市民(団体)

市政情報を詳しく伝え、行政に対する理解と関心を高める。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債〆
内合
訳 その他

一般財j原 1，000 1，000 

dロ... 計 1;000 
、，

1jOOO 

一般 経常

3 

|目的の妥当性 | 妥当である|市政への市民参画を図るためであり、妥当である。
#岳 晶山H・….....・・・・・・・・・・・・・・・・・・"“…・・・・ .I.............................~目

| 当 I自治体関与の妥当性| 妥当である I市政運営上必要なものであり、妥当である。
性ト“山…….. 山..…M山….山…-“山.. 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である I市民と協働のまち寸づ、くりを進めるため、妥当である。

|目標達成度 1概ね達成している
有 l…..り.......・・ | 
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 い……・・引…山I......~.;...~.1 

J土位施策〆........の貢献度|貢献している

|卜 I実施主体の適正化 |適正である

2 |受半説通員担ぷ適正iぶ刈i計|適正である
性 1:山……….. 山……且H山….. 山.. 山…….“山圃“山.凶山通M…'

コスト効率 1適正である

.... 
市民の一一ズに見合う講座を提供するとともに、市民への周知が必要である。
市民が利用しやすいように毎年度講座メニューの見直しを行う。また、事業の周知に努める。

課題

へ}今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
、時期

同町一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 議会事務局 庶務調査係 回二日

議会だより発行事務

事|議会だよりを年4回発行。 1回の発行部数は26，400部。
業|自治会便で、配布。ホームページにも掲載。
概|原稿は各議員、編集は委員会で行い、印刷を委託してい

lる要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支 J

印刷製本費 1，599，647 1，134，000 

出内

訳、

ぷE〉3• 計 1，599，647 1;134，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

ー般財源! 1，599，647 1，134，000 

合計 1，599，647 1;134，000 

人件費概算 l人工数(人主|入{;2281習見|ム|同町| 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 H26 

28465 I 28459 

1 1市内全世帯に対する発行部数 26400 26400 

92.74% I 92.76% 

21発行回数

A
官

一

aaz

E
E
E
E
4
E
E
B
E
 

A
u
-
"
η

。75.00% I 100.00% 

3 

I m'[目的の妥当性 |妥当である|議会で決定された内容や各議員の議案に対する賛否等、市民にわかりやすく伝える
妥 3 ト，.....'…............………-，|・・ ..............1
当 |旧自治休関与の妥当性|妥当である|議会基本条例に規定
性 卜.日….. 山川.. 

対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|市民

|目標達成度 |概ね達成している

有ド 7 ・l
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~.:..~:.".;:，......，'， ......................I

上位施策への貢献度 1:貢献している

実施主体の適正化 適正である|特別委員会において編集作業等を実施
効 トh・a・..."..・・......l・m ・""'"川・・・山|“M ・M ・ | 
率 |受益者負担の適正化|適正である|他に負担すべき者はいない
性 ト・叩H ・H ・H ・M ・-山・・…....j...・I・....・H ・.....・H ・...........1

¥|コス、ト効率 1適正である|事業費は印刷製本費、入札を実施.. 
課題

J、

f 今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記 J 、

事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課首局面室・所l係)I 議会事務局

大項目(政策)

市民が主役の地域づくり

実施計画名

中項目(施策)

市民と行政左の協働のまちづくり

ま

庶務調査係

議会情報公開に関すと3事務

士 Eインターネットを利用した本会議の中拡張面戻麗の配
主|信、会議録、各種報告書の掲載、交際費、政務活動費の

示|使途公開など、議会情報の公開を進める。今後、情報技
喜|術の発達を踏まえた多様な広報手段段を活用する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額{円)

委託料 1，717，700 1，708，575 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
源割

地方債
内合)

訳 訳 その他

一般財j原

合計 1，717，700 1;708，575 ぷE』ヨ 計 J

i 人件費概算
|人工数(瓦在'1人件費(円) 1 

|0.61  3，461，0971 

活動指標ま正直読栗福事 H25 

官民|無|

H26 

6000 I 6000 

1 1議会中継視聴者延べ人数(公民館等を含む) 6265 I 9786 

104.40% I 163.10% 
3000 1 3000 

21会議録の閲覧者数 7607 7800 

253.57% 260.00% 

3 

"目的の妥当性 妥当である|情報公開のより一層の推進
妥 卜・H ・H ・..・・寸....・H ・-・山H ・H ・...・H ・..十....・H ・...................1

、当 I自治体関与の妥当性|妥当である|議会の決定により事務局が行う
性 I…………M・M・.......……1.............................1

|会計種別|

1対象(受益者〉の妥当性| 妥当である|条例の規定、議会の決定によりさまざまな議会情報を公開

有 i旨円門宇幣空黙界惇聖 ..I.~.~~~:.三三-C~\叶1ど:
| 効 |類似事業の存在 |存在しない
J 性 1....... ，.，..，..，....，..;，...，;....;，;..;..;...1 

上位施策への貢献度|貢献している

効 果施主体の適正化 |適正である|技術的に難しいもの以外峨員で対応
.‘...ー.10.画....................‘...........‘圃・ a 

率.I受受i益者負担の適正{化じ| 適正である|他に負担すベき者がいない
性 |ト.“.川“………司H山….. 山一.. 咽

1，717，700 

、1，717，700

一般

| 17ヨヰスト効率 1適正である|議会中継、録画映像配信、会議録検索システムは民問委託

課題
、

、〆今の向後性方、

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

回二日

決算額(円)

1，708，575 

1;708，575 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年 度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)I 議会事務局 庶務調査係

中項目(施策j

市民と行政との協働のまちづくり

~?J 

委員会中継事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)，

委託料 68，688 68，688 国庫支出金
l 支 財 県支出金

出

内

j原害IJ
地方債

内合 〆

訳 言R その他

一般財j原 68，688 

dロ』 計 68，688 68，688 4ロト 計 68，688 

人件費概算 i人工数(人間人tfLi|叡見|無|国副 一般

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 1委員会中継回数

21視聴回数

3 

|同目的の妥当性 |妥当である↓委員会での議案審査過程等をライブ及び録画で広く市民に公開する
妥1 …空?円円………….“…….. …ι..ぷ.二;以"山…….，叩山……，.山山.. 山….. 山..……… .. 町….. 山....……….. 山川.. 川.“‘"……‘h川山.. …...山...;1
当 |同自治休関与の妥当性|妥当である卜議会基本条例第5条に基づき、議会の決定により事務局が行う
性九 f.......……………………1.............................1，

対象(受益者)の妥当性| 妥当である l委員会

目標達成度 I達成している
有 ~.......;.....'..，;..，.， :....;.i，..... '...，..，.1 

効 I類似事業の存在 |存在しない
"1"+ 、 .........，..，..............，.......... ー判 0 ・

| .~ '， 1上位ー施策(の、貢献度|貢献している

|効|ぞ貯mp!?JlFZT汀.理常然聖史さと:明労竺~)llJヨゴ"(V'0
|、率 |受益者負担の適正化|適正である

性}・..;，....“....・H ・....・H ・....・M ・....・H ・+......・H ・H ・H ・H ・...…1・

課題

:一今の後方

向性

特記
事項

ヨスト効率 、 ， I 適正である|無料のインターネットサイトを利用し動画中継を作っている.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

匹E己

決算額(円)

68，688 

68，688 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|時局.~.所(係)I 議会事務局

士 l老朽化した議場の設備(カメラ、マイク、録音、中継、ンスア
宝|ム等)を一括してリースにより新たな設備を導入する。
~Iカメラ、中継システムは平成14年導入。マイク操作盤、録
霊|音機等は昭和62年に導入しているため、たびたび不具

1合が生じている。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

使用料及び賃借料 3，073，000 。
支

J出

内
訳

ぷE』ヨ 計I 3，073，000 。

歳 入

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源

£E』コ 計

庶務調査係

予算現額(円)

3，073，000 

3，073，000 

人件費概算 !人工数(入信|人件訴。II鷲見|無|也記 当一般

活動指標または成果指標、 I H25 H26 

1 I議場設備の更新

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市政情報公開の充実、議会中継の充実
妥 トH ・H ・..，."..o・.....-..o....，.・H ・..・…1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市所有設備の更新
軍何事 ト...~円印....・H ・H ・-・ H ・H ・....・H ・ ...;..;.1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|議会中継に必要なカメラ、マイク等

I 有 I.~幣持.....，........1切で照|烹T
効 |類似事業の存在 I存在しない
叫 い.........，山・・・・..................'..i..1
l上位施策ぺの貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|民開業者に発注予定
効 t……….......・H ・......・d・-‘"“1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である I~自他也色に負担すベき者がいない
性 I卜.“山………..山山………..山山……….“山山……..川山….“山山…‘“川..

lコス卜効率、パ IrJ適直』正王である |入札を実施予定.. 
27年度に導入予定で、あったが、議会中継、ンスァムのトフブノレにより、機器の更新がで、きなかった。

28年度更新予定。

課題

J 今後
改善

の向方性
計画どおり事業を進めることが適当

時期

笠|

悪い

INol 9 I 

決算額(円)

。
。

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 z局面室置所得)1 企画課 行革推進係 匹I2 I 

歪|調報出品22ZZ思議AE禁|対象|自治基本条例

歪|の規定により、 5年を超えない期間ごとに自治基本条例審|手段|自治基本条例審議会における検討
慨|議会において見直しを検討することが定められており、~， ' 

一一一一---!~I成28年内に一見直じの検討を行うJ一一一一一斗-翻伯雄未条例の姐七一

仁中項目(施策)

市民と行政との協働のまちづくり

。
，人工数(，&役)k人件費(円)， 

人件費概算 1 0.051 288，4251 

(円)

自治基本条例の見直し検討

交付税

算入
臨時

2 

3 

目的の妥当性 、 I妥当である
妥 f..........;....，......，.........;..........;.1
当一|自治体関与の妥当性|妥当である

主|通長雨量証|込お 1

~I時制車シ
，.‘~~.・‘・'‘・......._"...，......._.. -'._..，._._._..'.， 

効 |類似事業の存在一二| 存在しない

??lL証言員二伝説|長山部品戸i説副主房長じそ記長五三日;

;云i五す示言示~I竺|警警烹警性き烹空恒空曾翌竪担E忠!ιι1ιL山臼j旦，:.1空空主史-r<b6三叶吋I.~閉!3冒竺空?子努門芳今さ!王'f;::}')三L..今で史i 1"
率 |受益者負担の適正化;-1適正である
、性 1.;・M ・..一….....….....・H ・.......，

|コスト効率 ， 適正である .. 
平成28年度において自治基本条例審議会の会議を開催し、見直しについての検討を行う。

課題

i 

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

業

一

事

一
算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室岡所得)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 匹DD

事|人雇啓発面扇面方委託事業であ亙T入権の花)雇動を平
1:1成20年から宇部人権啓発活動地域ネットワーク協議会で
ま|実施することとなり、協議会構成員である市が人権擁護委

主|員と連携をとりながら毎年市内の小学校2校において実
1施する。

塑Z 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費(消耗品費) 45，495 45，495 

支出

内
訳

£ロ』 計 45，495 r、45，495

目 - 2 ・噌ー品ιLF ・tn晶、 a I ..L-=担，.噌『、

人件費概算

活覇福寝ま正直目立果指事

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 10/10 45，495 45，495 

j内原 合割 地方債

訳 J その他

一般財調

~ 言十 45，495 45，4951 

一般 経常

1 1事業実施校数

啓発効果があったと担当教諭が評価した事業実21 
施校数

• • • • ;
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3 

100.00% I 100.00% 

目的の妥当性 妥当である|小学生の人権尊重思想を育むという目的で実施しており、妥当である。
妥『竹.ザy戸.円.. ……… .. …… .. 山.....川……...……….. …… .. …....…...司.. … 冒

当 I同自j治台体関与の妥当性! 妥当である I!県果の委託事業であり仇、また市はネツトワ)ク協議会の構成団体である。
| 性 fト"…….. 山山….山山山…‘“川‘“.

対象(受益者)の妥当性| 妥当である lネツトワ一ク協議会で協議した上で毎年2校となつており玖、妥当である。

.目標達成度 ノ |達成している|小学校への聞き取りで、児童の人権尊重思想を育むことにつながっていると報告があり、達成している0

5|副長偏差 J15U;:|ぷ弓ぷ説房副ぷ
|性ト……......・H・-…H・H ・...1.・1.............................1

上位施策への貢献度|貢献してし泊|小学生の七頁から人権に関する教育を行うことで人権尊重のまちづくりにつながる事業であるo

効 1帯主体の.E化 ..:.1概ねむであ~I.県の委託を受け、人権時護委員と連携・協力して実施しており適正である。
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|県から委託を受けて実施している事業であり、受益者負担はない。
性い"“...........，.……川.....1.............................1.

|司スト効率 l適正である|委託事業であり、適正に支出している。.. 
事業実施学校の選定に当たっては、人権擁護委員と調整して、できるだけ早い時期に要請を行う必要がある。事業実施年度
の2月までに行うように調整する。

|課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期 t

日目



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

大項目(叫叶、

6|人権尊重のまちづくり・男女共同参画社会の形成I1 
1"":""'1-計画名

様式1号(事務事業評価)

匹巳ヨ

地域人権啓発活動活性化事業(ヒューマンフェスタさんようおのだ)

事|人権啓発活動地方委託事業の一環として「ヒューマンフエ
業|スタさんようおのだ~人権を考えるつどい~Jを開催し、講
概l演、人権啓発作品(ポスター、標語、詩)の掲示、表彰、啓
要|発物品の配布を通し、人権啓発を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 36，500 36，500 

支 旅費 800 800 
出

需用費(消耗品費) 79，359 79，359 
内
訳 需用費(印刷製本費) 158，880 158，880 

dE〉Z‘J 計 275，539 275，539 

人件費概算
|人工数I入役)I瓦再費(円n

071 4，037，9471 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 100% 275，505 275，505 

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財源 34 34 

dロL 言十 275，539 275，539 

宝?|無||会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標

1 I事業実施回数

事業実施後に行うアンケートにおける評価が「良
21かったjまたは「まあまあよかったjと答えた人の割

ム、
口

l00.0肌 I 100.00% 

100 I 100 

89 I 93 

3 

89.00% I 93.00% 

|妥 l明タ??1;ι|設立三|土庁.開ff!??主計三??ftEYT??ヨ0
0

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|人権啓発活動地方委託事業の一環であり、市が推進する事業である。
性 ~...・H・.......……H ・H・..……..1.............................1

対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|広く市民を対象とした事業である。

有 |目標達成度 |概ね達成問活|事業参加者の評価をよ明いものとする必要がある。
......‘・・・・a・・・........o.......・.............・・1.............................1

| 効、|類似事業の存在 | 存在する |公民館などで人権講座を実施しているo

性パトH ・...……"，.，~...・H・-…....1.............................1

|上位施策ムの貢献度|貢献している|広く住民を対象とした事業であり、人権尊重のまちづくりにつながる事業である

; I実施主体の適正化 I適正である|人権啓発活動地方委託事業の一環であり札、県の委託を受けて行う事業である。
効 lトト“川町川.内ぺ¥汚円叩叩円….“川山….. 叩山…..山…….“…‘u山……'.叩.'山且..……..~.山川川.. 山…….. 山…….“川.. 山....…….. 川..‘“一山ふ..ふん.一4付§
率 |受益者負担の適正化| 適正である I!県果から委託を受lけナて実施してしい、喝る事業であり玖、受益者負担はない。

|性 l;ó;~~刊 十円1....~Æ.~~~....1|コスト効率 午 |適正である|委託事業であり、適正に支出している。

---幅広い年齢層へ啓発したい事業であり、小さな子供を持つ親の世代も参加しやすい事業とするための改善が必要である。
また多くの人が参加したり、多くの人へ啓発するために他のイベントと連携した事業ができなし、かを検討する。

L 課題

/ 今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

記項ー一

特
事
一i
 

J
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)1 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

大項目了'戸、

匹OIJ

事人雇啓発面覇地方蚕託事棄の一長Lて、著老人、亨識
業|経験者、当該問題の関係者等を招き、様々な人権問題を
概|取り上げて、人権啓発にかかわる講座(年4回)を開催す

lるn要・ u

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 52，400 52，400 

支 旅費 1，600 1，600 

|自
l、訳

bロ. 計 54，000 54;000 
， 且且且ー J， ' 由

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 10/10 54，000 54，000 
j原害。

地方債
内合
訳 その他

ー般財源

.g- 計 54，000 54;000 

人件費概算 収工数でい漂白~ rす|ムI[竺竺|一般 経常

活動指標または成果指標

1 1人権講座実施回数

H25， l' H26 

l00.00% I 100.00首
100 I 100 

事後アンケ一トにおける評価が「大いに役立つ」ま卜"…….日山..………....……….. …… .. 山....……….. 山..…….“
2 r;:-I~;/.;'';:: _ ，1 ~~';;':~_Y~~oJIP~:~ /'1( "lL.-[A21- -'J 0-.1 89 I 93 

たは「役立つjと答えた人の割合 I.............~.':...... ・↓
89.00% I 93.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である 人権が尊重された地域社会の実現をめざすための啓発事業である。
妥 P .o.・・・・・・・6・‘..‘・・E・・・o.....，.壇場且・・・司・・・6・.. -・・・・・・・・・・・・・・k・.............

当 自治体関与の妥当性 妥当である 人権啓発活動地方委託事業の一環であり、市が推進する事業である。
性 ......ー..，・・E・・・.......・・‘・・..ー..・・・・・・・....-・・・・・・・・・・・・・・・...・・・・・・・・・・-・....・z・・・・・・・・・・・・・・・..............冒・・且・・・・・・・・・・....且・・・・・・・・・・E・・・・a・・・・・・・・・・・.......・・・・・・・・・・.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................・ー・・・・・・・・E・・.

対象(受益者〉の妥当性 概ね妥当である 広く市民を対象とした事業である。

目標達成度 概ね達成している 事業参加者の評価をより高いものとする必要がある。また若年層の参加者を増やす必要がある
有 ..".・且・t・・Jー、-ーー.....・・ a・・ Ó，・・".・・・・・且~'.I Ò.~ノ・・・・-・・・・・・・・・・・・・・，................・...且・・・・・・・・・・・..・・・・・・・・・・・・・・・................・・・a・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・...............・・・............・..且・............且・・・............且a・・...........・・・・・.
効 類似事業の存在 存在する 公民館などで人権講座を実施している。
1主 ..ー..ー，.・・l・・宅t・・ E・ー・..司・・・・・・・・・・・‘..‘...，..，-・・・a・・・・・・・・・・・.....・・k・・・・・・-・・.............................."・....・・・・・・・・・・・・・・・・z・・・・・・・・・・・...................................・・・・・・・・・・・・・・..・・・・・・・・・・・・・..................................

上位施策への貢献度 貢献している 広く住民を対象とした事業であり、人権尊重のまちづくりにつながる事業である

実施主体の適正化、 概ね適正である 人権啓発活動地方委託事業の一環であり、県の委託を受けて行う事業である。
効

受益者
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・.-且・.............・・・..........・・・・・・...........・・・・・.........・..・・，...................................・・・・・・・・・・・・a・・・..........・..............・a・・・・・.................

性率
負担の適正化 概ね適正である 県から委託を受けて実施している事業であり、受益者負担はない。

....・・4・・ 4・・・・・・..・・〆...........、a・4・・・・・a・...-・・・・・・・・・・・・・・・且・・・・・・・・4・・・...・k・・・・・・・・・・4・E・・・a・・・・・・・・・・・z・・・，.................................・..............・・・・a・・・・・・・・・・・・・.............................................・・・・.................

コスト効率 概ね適正である 委託事業であり、適正に支出している。

.レ
固からの再委託事業で、県からの助成を受けて事業を実施するが、県の予算が決まっており最小の経費で最大の効果が期

一与

持される事業である。しかしながら、市民の自主的な参加が見込めるタイムリーな人権問題に対応する講師の選定に苦慮し
ている。

課題 今後も社会情勢、人権関連の情報収集に努め、さらに人権尊重の街になるよう効果的な内容で啓発することが必要。

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期 。

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 回コロ
大項目(政策) 中項目(施策) 示事百直木事事

6|人権尊重のまちづくり・男女共同参酎土会の形成I'1 人権尊重のまちづくりの推進 人権教育・啓発の推進

実施計画名 宣言

人権啓発指導者養成事業 人権啓発担当者研修事業(同和問題)

士 E日々新たな瓦権問題が発生する中、職員の麗質向上に
主|おいて外部研修は必須であるため、担当者を県主催の人

主|権ふれあいフェスティバル及び人権関係団体主催の研修1:手段
霊|会に派遣し、職員の資質向上を図り、人権啓発活動のレ

lベノレアップを図るo

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

普通旅費 18，600 

支 使用料 18，000 
出
内
訳

ぷE』ヨ 計 36，600 

人件費概算

活動指標または成果指標、

県主催人権ふれあいフェスティパルへの参加回
1 1数

21人権関係団体主催研修会への参加回数

3 

。
。財

j内原 害合IJ 

訳

。

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 36，600 
ぷロ益、 言十 36，600 

目的の妥当性 |妥当である|人権啓発担当職員の資質向上のための事業であり妥当である

決算額(円)

経常

。
。

i除開設当HF521ifiド主務51F2522Z5215HHE155明言5ZE主主55:::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|人権啓発を担当する職員の育成が必要である

宥ザ空男性"、. lrtfJJflEq??二明骨子isヲ!と--Clt¥6 

I ;勃 1類似事業の存在 '1 存在しない

世叫属議二伝言説|員長仁三;:Z幅広言語五日以雨戸伝説i;ヰお
司実施主体の適正化 |概ね適正である|県などの団体が開催する研修への参加により実施している

効ト…M川…......…山H・R・....:1-............................1
率 ρ|受益者負担の適正化|概ね適正である|受益者負担はない
性トH ・H ・-“……....・H ・.........・H ・...1.............................，

|コスト効率 I概ね適正である|研修参加に必要な経費以外の支出はない.. 
人権啓発担当職員の資質向上、市民に対する人権啓発活動のレベノレアップ、県内他市町の動向に関する情報収集等、
様々な人権課題に対応できるよう研修への参加が必要である。

j課題

， 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

中項目(施策)

人権尊重のまちづくりの推進

事事

人権擁護活動推進事業

様式1号(事務事業評価)

回二日

事|基本的人権を擁護し、人権侵害被害者を救済するため、
業|人権擁護委員法により委嘱された人権擁護委員の活動を
概|支援する。人権擁護委員制度の周知、人権擁護委員によ
要|る定期的な相談の場の提供に取り組む。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 225，000 225，000 

支
出 1/ 
内
訳

合 J 計 225，000 225，000 

人件費概算
I^I~誌な在TIス1平葺I円lTl
10.151 865，2741 

活動指標または成果指標

歳入 J 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

Rオ 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源 225，000 225，000 

合 、 計 225，000 225，000 

交付税
算入

経常

21特設人権相談所利用者数

3 .....二.............二二二.....二....二二....二二....二....1工T工r仁................二.... 二:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::]::]:l| I[[[:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::j ] 

目的の妥当性 | 妥当である|宇部人権擁護委員協議会止の連携強化及び相談所の開設は人権擁護活動の推進につながる

自治体関与の妥当性|概ね妥当である|協議会に対する負担を伴う事業である

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|人権相談等を行う協議会に対する支援である

i引ザ|[「円?市閉問さ民門撚翌幣幣守幣庶F十;; ?忙忙?吹怯仕仕f土r史:三三""(~\三1ど~\;;5三T柑町F閉明門幣黙.竺主烹烹存翌?烹:~三T主.叩\ヲ三烈れ?三壬引引れ'0汗ff?イf寸flj貯:Ij
類口一一…事轄耕一業蜘拘の伴存在 l -
L-伝説員二ぷ長-示-房長五貢献している|人権尊重社会友.5i;二五五五五32 . 
|実施主体の適正化 I概ね適正であるl法に基づく人権擁護委員の活動を支援する事業である

(効 l;JJ:T|l
j ら率ヘ 1是益者負担の適正化|概ね適正であるl各関係機関からの負担により運営されている
ご性+川…・~...・- 与 :.:1.............................，. 

|コスト効率 ら |概ね適正である↑負担金は毎年見直しがなされている

妥
当
性

.. 
負担金の7割は、人権尊重のまちづくりに向けた啓発物品作成のための経費として、 3割は人権擁護委員の研修費として充
てられている。人権擁護委員の活動を支援するため教育委員会や宇部人権擁護委員協議会と連携し人権出前教室等の活
動の場の拡大に努める。 f

今後方性 1改善、)の 計画どおり事業を進めることが適当
|時期

J 向

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課"局?室置所得)1 社会教育課 人権教育係 匝亡ヨ
大項目(政策)

ご|年3回程度の開催で主に次のことについて協議
事|①今年度の人権教育推進計画について②人権教育推進講座、
案|ヒューマンフェスタさんようおのだ③次年度への課題について。|一一手段|協議ムを開催し、推進計画策定などについて協議する。
概|委員は、地区自治会・校長会・PTA連合会・保護司会・子どもl一二 | 胃

要|会・人権擁護委員・連合女性会等で構成。 l'意図て|各委員から意見を聴取、学習会の開催等に生かす。

J 歳日出子 予算現額〈同)ぞ決算額(円) 一士一一二 治、-
γ 歳入 予算現額f円1決算額(円〉

報酬 114，000 102，000 

三塁
持

国庫支出金

県支出金

地方債 J

その他二一三「

ー般財瀬 r 100 114，000 102，000 

A 主主一一合 r 計 4 :τ|き U4，000 1Qt，OOO 合 手昔I三三三 ー三 ~114，OOO c1Q2，QPO 
| 二一三二 i厄瓶入役)1人件費伺)1 而付税 1__ 1 IT~~:<"， c" I otu I ぷ{官時 r ，~~， H' o.~1 -." 57~'， ~~01 I算入 |無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 ェ 1 H2Eiニ 1 H26 1 1" H27 |目標

3回 1 3回 1 I 3回 |達成

1 1会議開催回数 I 3回 r 3回 I r" 3回 l 度
100.00% I 100.00弛

2 

3 

i三|目的の妥当性二ーミ|妥当である|人権が尊重された社会づくりに寄与するものであり、妥当である。
て妥三二|三.._.;".1・..……...・H・.~.....:.'.;" .:'.1........ .....................1 
当三|自治体関与の妥当性|妥当である|市条例及び規則により義務付けられている事業である。
性 1:....ぞ円・H ・...ーH ・H ・H ・H ・..1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市全域からの地区・団体代表者による協議会であり、対象は適切に設定されている。

目標達成度ニ 1達成している|人権教育推進のための協議会開催回数は目標を達成している。
こ 有 1.. ・H・....………・山:.~..:.~......I.............................I

効主主|類似事業の存在三三 |存在しない!類似事業はない。
性 C I竺h….....・H ・....・H ・........-....・.1.............................1
三 .'11:.1立施策への貢献度|貢献している|人権尊重の理念普及を行っており、人権が大切にされるまちづくりに貢献している。

効 離主防空正生 |適正である l人権教育の推進は、市が主体で実施すべきであ巴適正である。

三率 1:受益者負担(j)適正也|適正である l人権教育の推進に係る支援は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
市門守宅 t."，........・・....・・・・p・・...・..戸竺両面・・・..1.............................，.
ご主主lコスト効率 ム三三|適正である l経費は有効に活用しており、適正である。

..... 
「人権jという一見わかりにくく、社会生活全般にわたる広義の言葉の捉え方について、委員とともに見識を深めることが必要

乏課"二主三題ー

今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善

‘ 時期



様式1号(事務事業評価)

回二日人権教育係

J 中項目(施策〕

人権尊重のまちづくりの推進

社会教育課平成27年度事 務事業評価シート|課・局官=所得21

(円]三

経常ヨ?J|無|
|人エ数(λ:役)1人件費(円)1 

0251 1，442，1241 

歳三出三一一 ι :、 予算現額(円)L決算額f円)

負担金補助 331，000 330，300 

董

需用費 10，000 9，906 
役務費 9，000 9，000 

三三台=計 三二 350，0001 349，206 
」一一一一 一一一 一一一一一

H25 活動指標または成果指標

…回…

H

円
ノ
u
n

"
n
u
d
"
 

+
'
E
E
E
E
'
 

一回一

日

n
U
H

H
Q
d
…
 

1 1研修会開催回数

…人一
u
q

、u
u

H

A
せ
H

H
-
A

生
日

一円L
一

+
E
E
B
E
E
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・

H

A

A

H

 

Hヴ
t
H

"
n
L
"
 

21研修会参加者数
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4
円

H
H

1

・
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・
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H
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H

H
nべU

"

唱

B
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E
E
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E
E
E
E
E
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z
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一
日
ワ
{
"

H
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日
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V

"'Eム
.
3
口
u

-
vト
n
M
M

H

作
H

口
口
-

u

円

L

"円，

t31人権啓発作品応募数

t吊目的の妥当世三一 I妥当である|人権教育推進は人権が尊重された社会づくりに寄与するものであり仇、妥当である。
主 妥 }トトu山….叫.帥叩.

三当三ι三寸fι1直治休関与の妥当性 1妥当である|市民一人ひとりへ人権尊重の理念を普及すベきであり臥、妥当であるo

三壬fニ桂荘.fトドド三示示ぷ..孟示..市.石汗言
←|室苛I象(受益者)の妥当性| 妥当である|人権教育推進のための研修会は、市全域で行われるものであり、対象範囲は適切である。

目標達成度久
有}二 ...:..............1
効 |類似事業の存在 、|存在しない
性j 斗示モ|

l上位施策への貢献度|貢献している

115|警告~Ò)慢性 JF芳三|竺雪計芳翌.!?.7.T.??され今士ご合空1)，空史??:
率 |受益者負担?の適正化|適正である

| 性 f~.:.;..~ お示一二 | 
|コスト効率1三二三二二 | 適正である

各地域・職場、学校等で実施する人権教育研修会の回数が、例年どおりで実施するところが多く、新しく開催する自治会や
職場等が少ない。各地域で、実施する人権教育研修会参加者の年齢層が隔たっていたり、参加案内をする対象者が限られて

課題

いたり、幅広い参加ができていない。研修会の内容や啓発活動の工夫をしてして。特に、山口県人権推進指針に示されてい
る16の分野別施策(人権課題)について、パラLィスよく研修を実施し、どの人権課題も国民的な課題であるとしち認識と、課題
解決に向けた人権感覚の醸成に努める必要がある。

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

，. 

笠|



様式1号(事務事業評価)

匹亡己人権教育係社会教育課平成27年度事務事業評価シート|課・局宮置所(係)I 

戦争の愚かさと平和の尊さについて学ぶ

三 歳 J キ入 予算現額(円) 決算額f円)守

国庫支出金

室鼠財主主t割ご壬

県支出金

地方債

その他

一般財j原 三 100 90，000 90，000 

合言十: 三90，000 90;OJlO 

官
一
山

予三一一三一面

報償費

支
出
内
訳
一
一
一
三
一
一

経常

n
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-
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、J一
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-
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-
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-
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一-『寸EEAA〆
土
一
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-
ア
十
‘
、
とν午
』

一

一
エ
一
一

一
人
一
一

人件費概算三=
一一一一一一一ニ

ー

活動指標または成果指標

1 I講演会開催回数

::::::Efik:::I::::::125::::::: 21参加者数

3 

λH:r的の妥当性 三|・妥当である|平和教育推進は平和を尊ぶ社会づくりに寄与するものであり、妥当である0

妥与ト・H ・H ・...・H ・-川H ・H ・.......…λ.，.............................，

三差 |同自治体R与f笠芝草空引| 妥?打である |ぞ叩t代を空う.青少年lと巳f三とhつご、干戸吟r守烹一封一空?ヲ有[，曹一乙
|1 . 1対象(是時芋賓)の妥当性| 妥当である 13年おきに市内全中学校で講演を実施o学習内容との関連もあり弘、妥当であるo

I~有存乙 l巨里i雲烹 ;ぷ.............守|守守空黙'px:た予?任.どとL-"(1.-し:ど守Y叶叶.三三対汁'6三オ吋?三~..I.~干fQ門1労雪烹空.の主tc'd)土!閉.n&幣?門門雪三.門巳
f到劫乙三三'1覇覇似事業の存在 1存在しない

±r~雨量二伝説副長示日;ヨ|弘正i;山手記長極言語五五説日三;
| 二 |実施主匿の理主化 |適正である|平和教育の推進は、市が主体で実施すべきであり、適正である。

lJrJ117l| 三l~ïf9lf~lê パ川lE1t I適正である|平和教育の推進に係る支援は、市が主体で実施すべきであり、適正である。

三三三|コスト効率 ι 三宮| 適正である|講師招鴨等、経費活用は適正である。

• 

方
性

づ
の
向

計画どおり事業を進めることが適当

特記

事項



様式1号(事務事業評価〉

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所{係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

天扇面I画素7 中項目(施策)

61人権尊重のまちづくり・男女共同参画社会の形成11 人権尊重のまちづくりの推進

要蕗許面宮 官署

人権相談事業 人権相談体制の充実

ー.1社会の多様化とともに増えゼhる;人権に関する様々な相
芸|談に的確に対応するため、庁内関係課及び関係機関との
山|連携を深める。特に、配偶者等からの暴力に関する相談
室|については「市配偶者等暴力相談支援連絡協議会Jを開
I催し、相談体制の充実を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費(消耗品費) 7，860 7，860 

支
4 出、

内
訳

dE』ヨ 計 7，860 7，860 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 F

ー般財源

AE3 • 言十

人件費概算 「町~人{史認~ f官|無唱到

活動指標または成果指標

llov相談員(職員)の研修受講回数

100.00% も 1 100.00% 

2 lov相談受付数 19 20 

31人権相談受付数
同・・ ・ 3............1......…5.............1 r...........o' 

目的の妥当性 妥当である|人権相談(OV相談)者の救済を目的とした事業である
妥 t..""・H・-…....・H・...・H・.，・・…・・叶 1 

予算現額(円)

7，860 

7，860 

一般

回コロ

決算額(円)

7，860 

7;860 

経常

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|相談内容に応じた専門窓口の紹介や関係機関と連携した被害者の救済など市が関わる事業である
性}…M ・M・..~....，.…M ・H・H・...山，.............................，

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民及び避難のために転入した人が対象であり妥当である

| 右I.~胃静空幣空幣界常里 .…:.....;..1 空幣熱円?於ど日とご三刀刀].，¥日:

効 |類似事業の存在 I存在する |社協や自治連においても相談事業を実施している
性~~...，....，・H・..

上位施策への貢献度|概ね貢献している|人権に関する各種相談に対応する事業で、ある

、.実施主休の適正化 |概ね適正であるl担当職員の人事異動lにこより相談ノウハウの継承が難しい。専門の相談員の配置が望ましuしい
効 lト“…………..………..…山..川山.“山‘...“………….“………..……..…..山…‘...山‘“山山……..山………..………..…山..川..“山..山.“.川-
率 l受益者負担の適正化|概ね適正である叶|受益者の負担はない
性ト，..・H・......:~...““!…H・H ・.....・M ・1 ・ :.........， 

|コスト効率 |概ね適正である|需用費以外の支出のない事業である.. 
近年、配偶者やパートナーからの暴力(ov)は、深刻な社会問題となっており、被害者に対する保護・支援体制の充実が求l

められている。このため、相談員に対して的確な情報提供を行い関係機関との連携のもとで、迅速な救済にっとめる必要があ
る。そのためには、相談員のノウハウの継承とスキルアップが課題となる。また複数の相談員体制が必要となる。

課題

/ 

kの今向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 令改時期善

立l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所(係)1 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

天事百τ政策7 中項目(施策)

人権尊重のまちづくりの推進
一言言

福祉援護資金貸付金償還事業

士 E同和福祉援護資金貸付金を収納、徴収し、前年度の収
芸|納実績に応じて算出された償還額で県費補助金へ償還
概|する。新規貸付は平成13年度をもって終了している。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

償還金 309，000 147，334 

支
出

同和福祉援護資金貸付対象者

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財
j原割

県支出金

12 
地方債

内合
訳 その他

一般財源 401，000 

dE』3 計 309，000 147，334 dロ』 計 401，000 

目 . .£ AE 目 F同国

17瓦工強て苅史)1人件費(円)J I交付税 I'= I 仁王孟斗
人件費概算 1 0.11 576，叫| 算入 | 無 I I会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 .. H25 ..1 H26. 1 I H27 1目標 l

一 I 1日3 I 1口3 I I 1口3 I )達童成
滞納整理活動(電話{催僅促、相談対応、臨戸訪間、，....……..“.“…………..……..….“..6.............t............i日1「."…………..…….………"山...…....，
調査等) 1..レιいM…………..山….“………..….“…..“…….日….... ………….“山…….“山…..…....山………..山……..山…..…....……..t..・H ・..…....・H ・...…...1 l.............~..............l 

46.15% 1 84.62% 

276，000円 I373，000円

21貸付金元利収入額 190，937円 1 116，695円

69.18% 1 31.29% 

3 

目的の妥当性 妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であり妥当である。
| 妥 t.. .~....・H ・.....-・・町H・...… .........".............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であり妥当である。
性ト…H… H ・H ・H ・.........・H ・.....・I・"… | 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|貸付対象者を対象としており、妥当である。

目標達成度 1検討が必必、要
有 lトト.. 川.“山J

! 効 |一?窓存在 |存在ル性 1........... .'~.. ...... ..::~.;.. .:...... .;:.. ...1.................. ...........1 
|上位施策への貢献度 I I新規貸付は行っておらず、収納業務のみである。

効i実施主体の摂化 |適正である|市の貸付事業による貸付金の回収であ聞である。
"・....o..・H ・..“...;....，...................，.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|私的債権であり、完済まで引き続き督促を行う。
性 l…“一..，.・.'...・a・..…一…“1.............................1

コスト効率j 検討が必要|債務者からの貸付金回収を継続して行う。

...... 
収納率の向上に向けた対応が必要である。私的債権回収のために他の部署との連携した取り組みを検討する。

+ 、J 

匹[J[J

決算額(円)

949，909 

949，909 

経常

j 今の向性後方 ! 事業の進め方等に改善が必要
改善

29年度以降、改善する予定
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)1 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

大項目(政策)

回コヨ

業事還償

若
一
惟

2

E

貸
金資築新宅住

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支

出内l 

訳

d口~ 計 。 。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

Rオ 県支出金

j内原 害合Ij 地方債

訳、 その他

一般財j原 331，000 798，916 

合計 331，000 798;916 

人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1Jm: 1 1.6.乱時町 1 ~n. 1 
人件費概算 1 0.11 576，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 I I H27 l目標

1，600，800円 I798，916円 I I 331，200円|達成

1 I貸付金元利収入額 1"'"出正.685円....I....g.66.:oo.o目…Ir"i'9fi:iiu3月…| 度

60.34% I 120.91% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であるので妥当である。
A妥トρ H・M ・......・H・".・H・.....・H・......・.，...・H・...・H・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であるので妥当であるo

性 lト卜.. 山.. … .  

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|貸付対象者を対対.象としており玖、妥当である。

I -七~. 1問固標達成度 、 1達成している
恒 p・......，.・".…山山…・・a… ， 

| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F山 ....1，…..…......…"川1"・M・...................・・..，

|上位施策への貢献度 I I新規貸付は行っておらず、収納業務のみである。

実施主体の適正化 1適正である|市の貸付事業による貸付金の回収であり妥当である0

1 除税制定155:防法5広告三日時日;:
コスト効率 ， 1適正である f責務者からの貸付金回収を継続して行う。

• 
課題;

向今の方後性 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 29年度以降、改善する予定

日目



様式1号(事務事業評価)

匹OD平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

中項目(施策)

男女共同参画社会の形成

男女共同参画プランの推進事業

.国の重要課題である男女共同参画社会づくりのため、国の法律
事liこ基づき条例もあり、宣言都市にもなった。市・市民・事業者・各
業|種団体・各種機関など地域社会が一体となり、プランに基づく施
概|策を推進するため、審議会からの意見を取り入れ、関係各課へ
要l情報提供し取組を進める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

:委員報酬 60，000 20，000 

支出〈、パ

'肉
訳

dEbヨ. 言十 60，000 20，000 

人件費概算
ほ主語な役)1刃平賓(円)I 
|0.51  2，884，2481 

手段|あらゆる分野における男女共同参画の施策の推進

歳 入 予事現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

Fオ 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

F 一般財源 60，000 20，000 

ム同 計 60，000 20，000 

官見|無||会計間~ 一般 経常

※上段:目標

?苦覇干雇寝言7こ!は成果指標 「 H26 H26 
ワ
ム
山

η
L

E
E
-
-
z
'
E
E
E
E
 

円

L
u
n
L審議会実施回数

100.00% 100.00% 

30.4 21各種審議会等における女性委員の登用率

50 50 

28.8 

57.60% I 60.80% 

3 

目的の妥当性 |妥当である l男女共同参画社会の形成に基づき男女共同参画の基本計画とするものである
妥ト…………H ・H・......“H ・H・-・↓ ! 
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|基本計画であるプランの着実な推進に向けて審議会からの意見を取り入れて進めている。
性 1........………H ・H ・-一…....・..1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民及び各団体等が共に進める事業である

目標達成度 |概ね達成してしも|広く市内の各分野・各方面からの意見が反映されるように努めている。
有 1.'......'.....山...........・H・...・...…1.....・H ・.....

効 |類似事業の存在 |存在υよい
| 性 |ト司 "…....….“山川.川'

|上位施策への貢献度!貢献してしい、喝る|審議会の意見を踏まえ、市の施策の推進を図つてしい、喝る

| 効羽 1空空幣空?仔.空空腎円E担黙11::与l司 |ほ空FEr三於 I.~雪史主訪芝切里胃空$:llIiî貯?静空腎全矧何合梨.!:::~;:生併常吹士註史行士f託2 
率，1畳益者負担の適正化|適正である|行政だけでなく市民がともに取り組む事業である
性 f卜ト“山….“…….“山.“山...山…….. 山….. 山..……里.. ……… .. …… .. ….. 咽….. 山….. 山.... 円山円.“山….. 山….. 山.. 山.. 山…….“山.“山.. 山…….叫山.. 山.. 山….叫叩..山.. 叶.

1::1コス卜効率 1概ね適正であるるI審議会の報酬のみを支出している... 
男女共同参画社会の実現は、市、事業者、各種団体、そして市民一人ひとりがその必要性を理解し、それぞれが主体的に
取り組むことが肝要であるが、そのための先導策として「さんようおのだ男女共同参画プラン」の着実な推進が重要となる。
幅広い分野から選出された委員による審議会からの意見をもとにプランの着実な推進に生かしていく。

課題 平成28年度にプランの見直しを検討する。

今の後方d、
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期r

特言"i:!• 
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所{係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 匹OD

成形の
ヨ一会
E田
市
一

L
L

刀
円

H
-
4
T

面
一
画

一駅一陽

一
E
語、-=ロ

有
一
共

z
s
園女男

天事百(

到人権尊重のまちづくり・男女共同参画社会の形成I2 
一日計画名

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 57，000 53，0001 

支 需用費(消耗品費) 19，000 18，690 

出内 需用費(印刷製本費) 338，000 317，216 

訳

イ 合、 言十 414，000 388，906 

男女共同参画推進事業(r女と男の一行詩J事業)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
訳内合

その他 図書等売払金 20，000 5，800 

一般財j原 394，000 383，106 

，ロ4. 計 414，000 388，906 

「一一 I'JJ.l- a.f.AIl~ I疋頼人役)1瓦再費用)I I~主付税 I _-1 1 ..6.~J.~u~ r _~Jù I | 人件費概算 1 0.21 印刷~ I算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段.実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 I I H27 l目標 l

1 1200 I 1200 1 I 1200 I達成
1 1募集ポスター・チラシ配布部数 r'"・H・--Ii??"…T… 1568H・H・-一Ir…H・H・1300・H・'''1度

21作品応募数

98.00% I 108.33% 
3000 1 3000 

3563 3266 

118.77% I 108.87% 

500 31冊子作成部数 500 500 

|目的の妥当性 . I妥当である|男女共同参画社会の啓発のために毎年行ってし喝事業である
妥トP・M・"……H・H・-山H・H・-…H・H・1.............................1
当 |自治{休本聞与の妥当性 1 妥当である|本市独自の事業である

i 性 ト………".……….“山….. 山….. 山...山……….. 山….句山….. 山...山…….. 山…….. 山….. 山....…….. 山….. 山'"…"山……….. 山………"川山……"山山，.山山.. 山"山…….. 山….. 山…"山.....1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|全国から作品を募集している。

有 R幣守男 I.~.~.~~~~.~.:~I.さFrrj.2T烹trrz三里主主rRJw:円iO)~~と2Triff-
効 J類似事業の存在 |存在しない

性|斗極量二記長示瓦|正証仁三~.~6.l半言語五ぷ-ぷお量五五五年h託尋JiZ伝:局面2広三;ミ言語32
I....~.. f実施主体の適正化 |概ね適正である|本市独開業である
効 h.......;.............:....;....;......:.'..~..I.............................1

d 率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|受益者負担はない。

1 性 r''''・・・“ 一…・....…| | 
.. Iコスト効率 、 |概ね適正である|作品募集や作品集の発刊などコスト削減に努めている.. 
17年続く本市の誇れる優良事業である。
市民からの作品応募が増えるよう募集方法やPR方法等の見直し・工夫が必要である。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 回コヨ
束事百I

6|人権尊重のまちづくり・男女共同参商社会の形成12 
由時計画名 目

中項!:3(面詰7
男女共同参画社会の形成

小項目(基本事業3
11男女共同参画社会システムの充実

男女共同参画推進事業u女性の日J事業)

~I平成22年度手E示市独自に10月 1 日を「女性の日」と定
宝lめて男女共同参画社会づくりを推進するため、毎年、効

毒|果的な啓発事業を実施している。 I手段|女性の社会進出策としてキャリア形成支援の企画など

要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 128，000 25，000 

|、支 需用費(消耗品費) 9，000 20，390 
1出

通信運搬費 60，000 。
肉

言R

~コh 計 197，000 、45;390

歳入 予算現額(円) {決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合

訳 その他

一般財j原 45，390 45，3901 

44ロ』 計 45，390 45，390 

|人工数(人役)1人件費〈円)1 1交付税 1_ 1 1ム乱揖回I1 .~fL 1 
| O必I 2みs刈 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 1 I H27 l目標 t

1 1行事の開催数 I..............i............+..........-}............I ，............+...........~管
100.00% 1 300.00% 

106.67% 430.30% w百

止
A
u
a
H
U

A
1

…QU
 

2
一8
山

A
吐

100 1 100 
「女性の日」記念行事参加者アンケートの満足度 I.............;;-;，............t

2 l :r~~~ .H~1'~~~'1;:~~JH~ ~ .~.:Jr .~~_V~ lI~~~ I 90 I ー
で「良いJまたは「まあまあ良いjと答えた人の割合I.............:::-:............t

90.00% 1 押VALUE!

750 1 33 1 I 500 

31記念行事参加者数 800 142 

| 一 |目的の妥当性 |妥当である|男女が共に担う社会づくりに必要な事業である
喧 r ，・・・・6・・，.…山..~.. ~.・・-…川・・・・・4・・・・ ・

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|本市が独自に10月1日を「女性の日JIこ定めている。
性 h......，..:..・H ・.'………“...・H ・+............................1

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民一人ひとりの意識醸成が必要な事業である

有 |目標達成度 |概ね達成山る|幅広い年代への啓発事業を実施するととで、社会全体での意識の醸成が図られる。
"・H・.;• ~ ... .・................・.....“・υ..・1............................'1.

効 |類似事業の存在 1存在しυJな旨い I本市独自の事業である
1性性生生 Iトトてザ山円…川，.……….. イ…..，，，戸.，

上位施策への貢献度|貢献してしい、泊る闘念行事の開催など多くの人が安加しやすい行事により啓発を行つている

効|持対何百~.......I....~~.~空三I.~.~~刊行黙とfE!??ヨT
J率 |受益賓負担の適正化|適正である

| 性 |コスト蹄，..................1概ね適正である

..... 
「女性の日Jの記念事業については、男女共同参画社会づくりの中心イベントではあるが、関係団体や関係者を中心としたも
のではなく広く市民の人が参加しやすく、興味を持ちやすい内容として実施する必要がある。
他のイベントでのPRや合同での開催などを検討する。

課題

、今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

一
記
項
一

一一特事
r

一

:
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

天項百(政東7 中項目(施策)

6|人権尊重のまちづくり・男女共同参画社会の形成 男女共同参画社会の形成

実施計囲内

女性団体連絡協議会等支援事業 女性団体連絡協議会等支援事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

補助金

支
出
内

1訳

.4E』3 計

人件費概算

176，000 176，000 

176，000 176，000 

出 ， 目 申

は工菰I瓦夜司一人件費(円) I 
|0.451 2，595，823 

活動指標または成果指標

1 I協議会が主催する講演会数

2 I主催講演会の参加者数

3 

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債肉、合

訳 その他サ

一般財j原

ムロ 計

目的の妥当性 。; I 妥当である l男女共同参画社会づくりにつながる事業であり妥当である
妥}……H・H・...…H・H・H・...・M ・l ↓
当 |自治体関与の妥当性|妥当である l補助金交付要綱に基づき助成する事業であるo

q牢，..・H・I"~..・a・.......・d・-・.............・H ・.，.............................，.

176，000 

176，000 

回コヨ

決算額(円)

176，000 

176，000 

経常

| ，- I対象(受益者)の妥当性| 妥当であるド性団体連絡協議会(女性リーダー)の支援は、男女共同参画社会の形成につながるため妥当である

| 有 l.~開閉 T IT.rriff|さ吹きさ.TP.T.ザゴ;<fJ日合♂♂吹犯iJ~三♂t三三烹6~~烹烹警ぞ幣空?幣幣雪努烹摂訣空空任史吹lL-とl L-'"(1.-¥ととピ.ゴ:

| 効 |類似事業の存在 |存在ル

:位|エ-半面員二ぷ員証-長|三証している|女性の社会副主ヰみ長32
|実施主体の適正化， I適正である|市内の女性団体が連携して取り組んでし喝事業である

効 J ト………山山……H・M・.，.卜…...・H ・ ト
率 |受益者負担の適正化|適正である|関係団体が協力して会の運営や行事の開催を行っている
性トH・M ・..……hHU---H・H・-……| 十

十 |コスト効率 |適正である|関係団体等の共催など限られた予算の範囲内で実施している

i課題

今の後方

向性

..... 
構成団体の各リ ダーの育成と協議会の円滑な運営が今後の諜題となる。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

女団連の会員は地域の女性リーダーであり、地域が高齢化する中、弱者支援にも携われる重要な人的資産品、える。女
団連と共に行う社会問題等の啓発事業や事業支援は、間接的な市民の活動・生活支援につながる。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課品開室=所得)I 企画課 企画係 匹CD

厚狭地区複合施設整備事業

事|厚狭地区にある山一瞬合事務所、厚狭公民館、厚狭図|対象同化した公共施設(山陽総合事務所、厚狭公民館、厚狭図書館)
~I書館はいずれも老朽化しているため、再編し複合施設とし! ! 
ま|て整備する。平成25年度は実施設計を完了、事業に着手|手段 l再編成による施設整備及び特定財源の確保
慨|し、平成26年度は体育館棟が完成した。平成27年度に主I I 

墓|棟即時整備を完7七、 2期間慨を開始じたo'-~I 意-図|施設の複合化による行一政改革の推進及び公共施設の安全性確保

歳出

修繕料

支 手数料
、出

工事請負費
内

庁用器具費

その他

|三ミ三合言十

人件費概算

予算現額(同)

2，571，480 

3，029，360 

460，192，760 

16，777，505 

7，904，895 

490，476，000 

l人工数(人投)1

|2.51 

活動指標または成果指標

決算額L円)

2，571，480 

2，601，570 

449，249，180 

13，856，710 

7，636，505 

475，915，445 

人件費(円) 1 

己421，2371

歳 ; 入

国庫支出金

源財 割
県支出金

地方債

内~一t三z会芸a 三その他

ー般財源

|三士て合計

合意形成に向けた市民への説明会等の開催

体育館棟着手|体育館棟完成

21工程の進捗状況 着手済 |体育館棟完成

100.00% I 100.00% 

3 

予算現額(円)

95与も 429，700，000 

まちづ〈り魅力基金 15，000，000 

45，776，000 

490，476，000 

目的め妥当性、一一二三 I妥当である|複合施設整備は行政改革の推進に寄与するものであり、妥当である。
妥 I・M ・-山……円・t・Et"，...I.............................1
当 |自治体関与の妥当性二|妥当である|公共施設は市が整備すべきであり、妥当である。
性'， 1.'.......'.....・H ・....山H ・M ・-ι ・..ー+.......……|

i主主
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|老朽化した公共施設の再編整備であり、妥当である。

主1li?空黙さ，...;..........1 幣.己点|ヲl~rd0たで計三空;1:')，守男日v'壬
効 |類似事業の存在 1存在しない

l 性 I...... ，.;， .i;.....;，;~至三'，，1

l上位施策ベの貢献度=二|貢献している

三|実施主体の適正化 |適正である|公共施設整備は市が主体で実施すべきであり、適正であるo

E 効一…・い………"山1.............................1
一率よ|受受j益者負担の適正化| 適正である|施設整備は市の負担で行うものであり玖、適正であるo

J パf 世性， Iトト"山…….. 山.. 一.

コス卜効率ノ |概ね適正である|工事経費が高騰しているが全国的な傾向であり、概ね適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

4易

計画どおり事業を進めることが適当
J改時善期

決算額(円)

427，660，000 

。
48，255，445 

475，915，445 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課h 局・室新(係)1 企画課 企画係 匹[TI

事戸画区丙老朽化比政施設で、ある埴生支所、埴生
:!:J公民館、青年の家について、市民の利便性の向上と安全
霊|性の確保、管理運営経費の適正化などを目的として、施
主l設の再編整備を行う。地元での意見交換会を経て、整備
委|場所及。f整備内容を定めたo 十意図ーl施設の複合化による行政改革の推進及び公共施設の安全性確保 ι

一
J歳 出 予算現額{円〉 決算額(円) 歳入 予算現額〈円J

普通旅費 10，400 10，400 

支 消耗品費 2，034 2，034 
出

通行料 9，160 9，160 
内

| 訳

合計 21，594 21，594 

I人工数(入役)1人件費(円)

t 8f時期算;三三二1 0.21 1，153，699 

t:. ~ 百言語指覆または成果指標

埴生地区公共施設再編に係る地元との協議(説
1 1 

明会・意見交換会)

21新施設の整備場所・整備規模等の計画策定

31施設整備の進捗状況

国庫支出金

調訳財向手=割合

県支出金

地方債

その他

ー般財源

dロ~ 

交付税
算入

計」

21，594 

21;594 

目的ゆ妥当桂三日 I妥当である|複合施設整備は行政改革の推進に寄与するものであり、妥当である。
妥 Iド.叫山丙.石μι山i戸ぷ.

当 |自j治台体関与t百D妥当r珪性| 妥当である|公共施設は市が整備すベきであり臥、妥当である。
性 |トトトト"川山.，“.………"山…..山…..一………..…山..山山.“山‘“.………...よぷ"………..…………..山….“……..山..、，-....…..ι.ι丘~ふι..一….ι…4….示k孟ι…4ι..斗 | 

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|老朽化した公共施設の再編整備であり、妥当である。

目標達成度 、|概ね達成している

類似望業の存在 I存在しない l

f上位施策A.(j)貢献度|貢献している

二効 iき???幣:.!.~.....J 里芳三|然丹空開.!fJf!?計三子rftf1.:モヨ60

て率壬|受益者負担の適正化!適正である
r 

性佐c ~Iド瓦 --入--そ4一二j主

コス卜効率 一-三

.レ

句決算額(円)

21，594 

|三ご 2q)~4 

臨時

・埴生地区公共施設再編に係る意見交換会を、平成25年10月から平成26年3月まで、平成26年12月から平成27年11月まで
の合計14回開催した。意見交換会での意見も参考にしながら市として検討した結果、公共施設の整備場所は埴生中学校下
の民有地とし、整備内容は埴生支所、埴生公民館のほか児童クラブ室も含めた平屋建ての建物とする。整備財源として合併

課題|特例債を予定しているため、平成31年度末までの事業完了を見据えた確実な計画と工程管理を必要とする。

計画どおり事業を進めることが適当

本事業について平成28年度当初予算に計上したが減額修正となっており、平成31年度までの事業完了が見込めなくな
れば、事業実施時期を再検討することとなる。



様式1号(事務事業評価)

匹I5 I 行革推進係企画課平成27年度事務事業評価シート|課冒局冨室・所得)I 

中項目(施策)

効率的な行政運営の推進

公共施設再編推進事業

再編による施設整備、市有財産の有効活用

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源割 地方債t

訳内合 その他三

般財源三三;一一一ーも -一 .c.____ 

I三三含計 。 。
経常

活覇指標または成果描覆=

1 1施設台帳の一元管理

21公共施設白書の策定

と乙三Lも

討
一
討
子

検
…
検
一

ω

成
成
一
∞

作
一
作
一

l

公共施設等総合管理計画の策定及び個別施設
31 

の方向性についての検討

三A，I目拍Uめ2妥当1住主 三三:工..<1 妥当である|公共施設整備は市が行うベきであり玖、妥当である。国からも総合管理計函策定の要請がある。
三妥….戸…ιL一.三J示ι元Eリ'叩.. ふ'

主Eご当毒二Eヨl園j治台剖{体本関与の妥当性| 妥当である|人口j減成少を迎える中で、公共施設の再編は持続的な行政サ」ピス提供のために必要。
三惟桂iド..・...・M ・-…-…....・H ・.+.................・H ・.......1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|全市民に関連する事業である。

有 .目標手成度 |概ね達成している|施設台帳の整理と公共施設等総合管理計画作成作業を進めた。
ー・・・・・・・・・.~......・4・0・・・・.~.・ F ・・・.-........・ 1.....・・・ .....................1....

粧品|割以轄の存在i一一主|存在凶い

ー三'~r主雨量三伝言語副長証CE;:五|三五嵐長詰i正当副主主弘五雨量昼夜ji;五ぶ量五五;
効 l実施主体の適正化 |適正である|公共施設再編は市が取り組むべき課題である。

率 1:受益者負担の適正化|適正である|公共施設の再編について、受益者負担という概念は馴染まない0

4牢 三ド・而山・・!_-~.~.咋一山"“ .-.-.-ii...i...... ・ 1 ・・・ l 

三三三I~.烹ド効率三三三 |適正である|ゼロ予算事業である。

公共施設の再編は全国的に大きな課題となっており、本市でも施設の老朽化とそれに伴う修繕・建て替え費用の増大が懸
念されている。そこで、本市の施設の現状について示した公共施設白書を作成し、既存の施設を保った場合の将来の施設
の整備・更新費用が膨大なものとなることを示した。
このようなことから、中長期的視点で、市の公共施設の再編に取り組む必要があり、固からも平成28年度までの公共施設等

総合管理計画の策定が求められている。

今の向方後性一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.. 

圏内事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート陳情・室町所(係)1 企画課 行革推進係 匹1 6 1 

事|住民に身近な行政匝で吾る限り住民に身近な市町で処理|対象|国・県が行っている事務
芸|することを基本に、権限移譲により住民サービスの向上が
概|見込まれる事務については、積極的に事務の移譲を受け

lるー
ーー ・ー要1":'0一

二歳、出 予算現額(円) 決算額(円)

支出由

内

一訳

合 計ご 。 。
|入工数(人役)1人件費(円)1 

4人件量抑算i三三 1 0.11 576，850・

，官覇干嗣票または成果指標
ー守守ーーーー

1 1権限移譲引き受け事務数

2 

3 
-・・・・・・・・・・・・・・.............

・...........・・..............

目的の妥当位三 妥当であるI{，住主民サ一ピスの向上を目的とするものであり弘、妥当。
妥 |卜プρ{戸.…ふμ-戸山L瓦λJ入ι.ι....山元ι壬.. 山…….“…-一….. “…‘ιムふ.. ふ….“山.. 川.

(円)

。 。
経常

三当L三1白j治台休聞与の妥当性| 妥当でで、ある |市が行うことにより住民サ-ピス向上に繋がる事務を市が引き受けようとするものであり玖、妥当
ミ 性ご三 fトドL孟ゐλι.山二.....・M ・........…………・1.............................1

I対象(受益者)の妥当性l妥当である|市民全般が受益者となる可能性がある。

有 I.~竺翌房長 ......:::.;....1 望努PX;とピ叩ご士f汀.雪烹~，三f♂J::~竺性男~-lj-二tう閉ι.1: 1.::::烹f空?!?!三0~J任主?翌予iluJVどとηピ\'ざ三ゴ三-c壬翌貯空.雪衿翌常?常~与5合.土主
効 |類似事業ニの存一在:二三rよ二二三:一: 存在しない
2性;+~…ラーリ.....・".・を旦九ム..:1.............................1.

t 三二上位施策九百貢献度l貢献している.

|十)寸ι;一えよ:三2防空門翌肝里:，~;......I 空円主さ?空明?汀引叶I.~吹miM'Tη生行:三5::è三N:::J::.叩!どr史日I'::::J::.日f三三.::::J::.1J 1ì♂渋:IJ竺照!竺存
，率、 1;受受益者負担の適正化| 適正である
性 f.・.......“川占・・・・・子..1......................・H ・'''1

19スト効率三ミヲ I適正である|事務の移譲による住民サービスの向上移譲交付金の兼ね合いを考慮する必要がある。.. 
権限移譲については、移譲により住民サービスの向上につながる事務について積極的な受入を行ってきた。今後も前向き

に検討していく。

ニ課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 時期

特記γ|ゼ、ロ予算事業
ー 事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 企画課 行革推進係 匹1 7 1 

手段|取組状況について行政改革推進審議会を開催して検証する

一一一ト意図|市民'サーピスの向-上と効率的・効果的な行政運営の実現

歳出 予算現額f円) 決算額f円)

委員報酬 40，000 16，000 

40，000 16，0001 
ヱ二合計 40，000 ド 16，000 40，000 16，000 

I人工数(人役)Iι入件費(円)I I受付税1:1 rムー告白;;-T
メ件費概算 :三 1 0.21 印刷~ I主算人 |無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 、ご I H25 む I H26 I tdιH27 1目擢 l

4回 I 0回 I I 2回 |達成

1 I行政改革推進審議会の開催回数 I 6回 I 1回 I I 1回 l 度
150.00% 

80% 

ヱ|アクションプランの達成状況 70% 73% 

91.00% 

3 

目的@妥当性 J妥当である |不断の行革に取り組み、効果的・効率的な行政サービスを持続的に提供していくことを目的としており、妥当。
|、、妥~......一.-.... _;.・.....山………;..'e+............................1

当l自治体関与の妥当性|妥当である|市が策定した計画であり、市が検証を行うことは妥当 O

L 性~.........…ム………|・|

対象(受益者)の妥当性|妥当である|効果的・効率的な行政サービスの提供は、全ての市民が受益者となり、妥当。

三1目標達成度二三i三 | 達成している|審議会を開催し、取組状況について検証を行った。
有+;'.';・H ・-…山山...・.....・・I・....・H ・......…...・H ・..1
効 |類似事業の存在:イ|存在しない

|. ~ií tエ雨量二説説|説仁三;:三|雨量ぷ話iL:ぷ:広言語芸品以弱房副22ぷぷ2扇面32;

瓦1聖子ぞ貯空~~:~.....，.I....~主主計 lt!?EETFtfhf?.!?竺hf!?.日
:率三|受益者負担の適正化|適正である
性 |ト卜T勺..て一円円川.. 山…….叫山.. 山.叫.…….. ……… .. 山….. …...山…….. 山…….. ……… .. … .. 山.. “山…-“.山..

コスト劫率 主|適正である!委員報酬のみであり適正。... 
審議会での審議が当初の想定を越えて充実し、平成25年度内の策定。公表ができなかったが、平成26年度の早い時期(5

月)に公表することができた。
改訂後の行政改革大綱及びアクションプランについては、毎年度終了後に審議会を開催し、取組状況について検証を行

課題 う。また、計画期聞が28年度までであるが、第二次総合計画が平成30年度から始まることを考慮し、 2年間計画期間を延長す
る予定である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 企画課 行革推進係 回二日
大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり

由時計画名

指定管理者等民間委託推進事業

.....，市の直営による管理よりも、指定管理者による施設管理に
芸|より住民サービスの向上や施設管理経費の節減が望める
概|施設について、指定管理者による管理・運営を行う。

対象|指定管理者による管理によりメリットが期待できる施設

一 I~~要e

歳出 至草里璽(円) 決算額(円) | 二歳， 入

国庫支出金

財覇r 割 県支出金

内合
地方債

」 支向出

訳 訳 その他

ー般財瀬入
合計 γ 。 。 合計二

|人工数(よ役)1人件費(円) 1 

-N堵理主一三 1 0.21 1，153，6叫
交付税| ι | 
算λl 市|

シー活動指標または成果指標

1 1担当課とのヒアリング実施回数

21指定管理者更新件数

指定管理者の施設管理により効果が認められる
31 

施設数

※上段:目標
j H25三 1三H26 ぃ

8回 1 8回

8回 1 8回

l00.00% I 100.00% 

4件 1 5件

4件 1 5件

l00.00首 I 100.00% 

36施設 1 36施設

36施設 1 36施設

100.00% I 100.00% 

e 予算現額(円) 決算額(円)

。
経常

。

.目的の妥当性 | 妥当である |公共施設の管理に民間活力を導入することにより市民サービス向上等を実現するものであり妥当。
妥斗川…一....川子………1.............................1

主当二|自治体関与の妥当性|妥当である|指定管理者制度の事務は市が行うべきである妥当0

2性 I'，~'..:".........…...............:.，....1.............................1

E対象(受益者)の妥当性| 妥当である l公共施設のサービス向上や施設の維持管理経費節減は全市民が受益者となるものであり妥当。

目標達成度 三 l達成している|指定管理者制度の導入によりメリットがあると判断した施設について、適切な制度の導入をしている。
有 ~.......…一円・ 1.............................1 
，効 |類似事業の存在了ぺ|存在しない

:三百:一院議芯説.~tl 品目;;ぷ|当選両五五治通三;il晶子ζ
1'. 1実施主体の適正化 |適正である|指定管理者制度の適正・円滑な運用のための事務であり、市が実施すべきものである。

効 ト:'，0山……-…....…・・トH ・H ・ | 
率 |受益者負担の適正i~1 適正である|施設によっては使用料及び利用料金を徴収している。
性 h'γタ・".......・・|・ ..............1 
三ヘコ[スト効率 |適正である|必要最低限の人員体制により取り組んでいるo.. 

指定管理者制度導入による効果を両めてし、くため、更なるモータリングの充実に努めたい。
平成26年度に指定管理者評価表の様式を改正したため、平成27年度以降に実施する評価(平成26年度分以降実績の評

価)1こついては、新様式による評価を行っている。

課題 また、平成26年度に、利用者アンケートの有効活用と実施の徹底について、各施設所管課に対する意識啓発を行った。平
成28年度以降も、利用者アンケートの有効活用に努めたい。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

lゼロ予算事業



様式1号(事務事業評価)

匹I9 I 行革推進係企画課平成27年度事 務事業評価シート|課M局・室・所得)I 

大項目(政策)

効率的てや健全な行財政基盤づくり

一ー計画名

職員提案制度推進事業

事|行政運営全般について、所轄事務にとらわれない柔軟な
業|視点からの職員提案を募集し、内容のすぐれたものにつ
概|いては採用・実施する。

ー 一一.要』・一

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

そわ値一一;三

一:般財源 3，000 3，000 

合 F 計 3，000 3，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

賞賜金 3，000 3，000 
〉支

出 J

内
訳

|γ 三、三 合;言十 ~，- 3，000 "3，000 

経常

ー

l
l
標

一

同

口

一

一

無
一
一
:
一

一
北
一
目
一
件
…
牛
一
明

米
一
出
一
叩
…
例
…
山

…件…

交付税
算入

l人工数(人役)I入件費(円)I 
4I  0.11 576，8501 

H25 活動指標または成果描覆

1 I職員提案件数

2 

3 

1目的の妥当性 |妥当である|住民サービスの向上や効率的な行政運営の推進を目的とするものであり、妥当。
妥 ';1...;........'.・M・...・H ・..…........…・1.............................1

2 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|行政改革の推進のための取組の一つであり、行政が行うことは妥当。
性1'-......….....................・H・...・H・1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|行政改革の推進による適切かっ持続的な行政サーピ、スの提供は全市民が受益者となるo

三一有有-1一13ザ?警空空史ιニ二λ:二二二λi一瓦….. …一一.. 

ξ劫土，類似事業白存在 =τ ，存在しない

桂三エ雨量二ぷ言語|長示仁三日|当選泌if晶画ぷ説i;長子三

;効 i誓サ?子生 ;.J...~.~.~ぞ21.???!?f照子士三.??設
=率...-，受益者負担の適正f~ ，適正である
性 |…..…H ・M ・-…円…"・H ・H ・;..1........一一一 …1 

コスト効率 |適正である|費用は提案採用者への賞賜金のみである。... 
職員提案制度については、より意見を出しやすい環境整備のため、パソコンから意見の提出ができるよう、フォーフム機能を

使った仕組みを整備した。この制度を周知・活用し、職員からの意見提出の促進につなげたい。
また、 27年度は若手職員を対象にした提案募集をしたところ、多数の提案があった。今後も提案しやすい環境をつくってい

課題 きたい。

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

}特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 地域活性化室

天項目I政葉) 中項百T極東7
71 効率的で健全な行財政基盤づくり 効率的な行政運営の推進

山陽総合事務所維持管理業務

仮設山陽総合事務所事|平成26年3月より山陽総合事務所及び保健センターは
~I仮設事務所へ移転し、公民館及び図書館と一体となった
霊|厚狭地区複合施設が完成する平成28年2月まで仮設で
霊|業務を行う。との問、仮設事務所の施設運営、維持管理

手段|施設の適切な運営及び維持管理

|を行う。

歳 出 予算現額(円)

委託料警備委託料 6，606，171 

支 需用費光熱水費 1，950，000 
出

通信運搬費電話料 715，0.00 
内〈

訳 委託料清掃委託料 726，000 

その他 964，000 
j dE』Z 計 10，961，171 

人件費概算

、活動指標または成裏商事

1 1修繕件数

2 

3 

決算額(円) 歳 入

5，078，160 国庫支出金

1，866，780 財 県支出金

665，280 源割
地方債

内合
551，016 訳 その他

839，717 一般財源

9，000，953 ム1=1 

H25 1 H26 

設定しない|設定しない

20件 1 5件

計

雑入金他

1 ，...， 1目的の妥当性 |妥当である|安定した行政サービスのために、妥当である。
妥トH・H・-………..~・"戸H・M・ ...1:............................1

予算現額{円)

125，000 

10，836，171 

10，961，l71 

一般

回二ヨ

決算額(円)

103，304 

8，897，649 

9，000，953 

経常

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|県と賃貸借契約を締結しており、仮設事務所として市が管理するのは妥当である。
性1:.....・H・....・H・H・.....・H・-ι.....・H ・..1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽地区住民の行政サービス推進のため、妥当である。

目標達成度
有 1....，.，'.................:..，.，....:，.，.....:.:1
効 |類似事業の存在主 |存在しない
性ト…H・ ó~.ó..... i ‘ | 

上位施策への貢献度|貢献している

-実施主体の適正4化じ |適正である|市庁舎仮設事務所の施設管理は市で行うベきであり臥、適正であるo

効 トトトいρん"ぷ一…=山……….. 山……….. 山….. 山….. 山..…….. 山…….. 川….. 山山.. 川盆叫川-

率 |受益者負担の適正化 l適正である|市庁舎仮設事務所の施設管理は市が負担すベきであり弘、適正である。
性 }トト.叫山Rυ….

コスト効率 |適正である

.レ
-厚狭地区複合施設の完成により、平成28年2月8日から新施設での業務を開始した。これにより、本事務事業は平成27年度
をもって終了。

課題

r 

今の向性後方

特記
事項}

事業の終了
改善
時期



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 地域活性化室

様式1号(事務事業評価)

回二日
中項目(施策)

効率的な行政運営の推進

厚狭地区複合施設維持管理業務

i|山一務所保健セ一一 一
図書館の機能をもっ厚狭地区複合施設の管理を一元的

百に行い、安定した施設運営、維持管理を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費光熱水費 2，475，000 2，019，978 

支 委託料警備委託料 1，505，160 1，200，960 
出

委託料清掃委託料 724，808 724，808 
内

訳 需用費消耗品費 434，000 398，464 

τ その他 954，861 715，704 

ぷ同』 計 6，093，829 5，059，914 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ

地方債
内合
訳 その他

一般財源

合 計 、. &U Ja . 由
人件費概算

|人工数(人役)1人件費I円下|

0.71 3，446，140 官免|無|

活動指標または成栗福標

2 

3 

H25 

設定しない

予算現額(円)

行政財産使用料等 20，000 

6，073，829 

6，093，829 

|会計種別| 一般

|目的の妥当性 I 妥当である|安定した総合窓口としての行政サービスのために、妥当である。
妥 1......，山・}……"……....・I・H ・.........................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|複合施設として市が管理するのは妥当である。
性 f:……?……・....・H ・...・H・...1.............................1

| |対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽地区住民の行政サービス推進のため、妥当である。

|目標達成度
認ヨ ・・....・H ・... ・・心 ，.............................， 

効 I類似事業の存在 I存在しない
:性ト..~・.....…...........，.................1

|上位施策への貢献度|貢献している

1実施主体の適正化 |適正である|複合施設の管理は市で行うべきであり、適正である。
効 }トト.. 山….“山.. 川山川帥刷山‘“..川….. 山….“山.“川.“‘"…. 

I率 |受益者負担の適正化|適正である|複合施設の管理は市が負担すべきであり仇、適正である。
暗主1: L...o...・.....・H ・...'，・・・・叫H ・H ・....，.......1.............................1
一 |コスト効率 I 適正である .. 

決算額(円)

33，444 

5，026，470 

5，059，914 

経常

庁舎適正管理において警備や清掃業務などの委託契約については、最も効率的な手法で行えるよう仕様書等適宜見直
し、質的向上・コスト低減を図lる。また、維持管理費の中で割合が高い光熱水費に対し、徹底的に節約に努める。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 }改時期善

向性

lzz 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|器局室・所(係)I 人事課 人事係 匹仁ヨ

772，849 

三子72，849

I="~叩|無|j算.;........ 

※上段:目標
活動指標または成果指揮 |ネ H25 1 主H26

2回 1 2回

1 1職員採用計画に基づく採用試験の実施回数 I 3回 I 3回

150.00% 1 150.00% 
15人 1 9人

21採用予定者数に対する採用者数 r.........ï烈:::::::::[:::::::~~E:::::::::
100.00% 1 155.55% 

経常

3 

l同目的の妥当性 f弓三三三τ了了| 妥当である|地方公務員法第1η7条、 1団8条に規定する職員の採用事務であり妥当である
-妥 lトト..山………..山………..山………..山….凶山山..山 ξ坦川…….山川..  い..

〉謹差註.81~旧自治体関雪予存当怯制| 妥到当で功ある汀|市職醐員の峨採用鵬事空吟七あり妥当であ腎f 
J 三』討象(受益者更の妥当性| 妥当である l受験申込者及び採用予定者に対して実施するものであり妥当である

3標達成度主主 |概ね達成している|職員採用に至っていない職種がある
有 I恒.. ぷ壱~兵ぷF占ぷ=示)註三!_!'主f宍主，-..，巧，-....竺..………..山………司"………..山……..山………..……….一一…?一…..….叫山負ω 引iム山u叩…一..….一一…プ一一..

、拘下三勃二勃勃 |類馴{似以轄轄全の存柿在在:三三三孟司ニ三ξ1主三I存枯在す怜る |水道局、病院局にお和しい、て吋も職員採用試験を按実施
斗 t空E トト..叫・・・・.:~ ~!:. -~}j.--~.: ~~-~.. ;.. .. ，_... ~・"，.，;.'''1.........・H ・ ................1

モー |上位施高うの貢献度 I貢献している|組織体制の維持に貢献している

l実施主体ゐ重正也 j適正である|市職員の採用事務であり適正である
f""::i'.:";……川吋ヲ"，..;......，...1.............................1

苧戸I受董者負担の適正化 i適正である|市職員の採用事務であり受益者負担を求めることは適当でない
~ 1;;.;戸戸山……・....・M・.....五山日付 t 

一一 |ヨ天ト動率 べZ司適正である|筆記試験の見直しにより経費削減につながっているが、機会経費は増加している

-F 三三|・技術職員の採用が困難となっており、追加募集を行っているが採用できていない。
ト早期退職者の募集期間を早めるなどして、職員採用計画に反映させているが、普通退職者の欠員補充ができていない。
卜多様な人材を確保する観点から、採用試験の実施方法等について随時検討が必要である。

三罫題

議
一
直

計画どおり事業を進めることが適当 同制



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|詩局E室・所(係)I 人事課 人事係 回二日

立一

i
-
確一

茎
mw
一

吉
宮
』
止
巾
-

一平一淋一

室
醐
一

同
ロ

-hι
↑

項
一
正
一

小
一
適
-

二一l人物重視の謀肩詰顧を実施するため、面接官の面接技|対象|職員採用試験の面接官、職員採用試験受験希望者
~I術を向上させる必要があることから、定期的に面接官研修!J ι! 
孟|を実施し、組織の活性化に資する職員採用を行う。また、|二ヒ杢段|面接官研修、職員採用説明会、就活セミナーへの出展
怖|職員採用説明会の開催や、就活セミナーへ出展するなlr主王'

要|ど、受験者の確保を図る。 I~霊園 1面接官の面接技術向上、組織の活性化に資する職員採用

=γ 歳入二 予算現額(円)、決算額f円)

一一r主乍zー一一-一国庫支出金

財 県支出金:

源割dロh 地方債ミ内 l

訳 その他三三

一般財21'~: 主;
ヤ「 」ι 合乙.!i'十三二三 。 。

r面 予 l円)。

ミ|入工数(人役)1刈牛車同士|

1一三三件費概算三-1 0.41 口49，6001
臨時

こ4三活動指標または成果指標三

1 1面接官研修の実施回数

21職員採用説明会の開催(説明会参加人数)

31就活セミナーへの参加(市ブースへの来場人数)I l 

... 
職員採用にあたり、人物としての魅力を見極めるため面接を中心とした採用試験を実施しており、面接官の技術向上が求め

課題

られる。

今百向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善「
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

回二日人事課平成27年度事務事業評価シート|課唱冒室冒所(船|

歳、人 ζ 予算現額(円) 決算額{円〉

頑祖肉:之、主:割食三主
国庫支出金ニ

県支出金

地方債

訳 その他マ

般財源

三金三計 ~li.U. 3三 O 。

間一
j木工数(人役)1木件費(円)1 
1 0.51 2，8ω001 

て=ι 7歳出 予算現額(円) 決算額(円J。 。

内
r 訳

J合三百十 。 o 
量二一 ぜ、

' 
且 L .tn;， I ， 官事由

人件費概算

自己申告の実施(指標設定できない)

勤務評定の実施(指標設定できない)
31※平成27年度は人事評価を試行実施するため、

勤務評定は行わない

7 一

21人事ヒアリングの実施(指標設定できない)

活動指標または成果指標

|固的の妥当佐一三モ三よ主三:、I妥当である|市民ニ一ズと業務量に見あつた職員配置のため必必、要な事務であり妥当である
妥 lドυ一ぷι一L一一.叫川.吋~'-"弓ふ写与.. .. 正F円.而向......

-主fil同自治伝閉与の妥当輯判草酎| 妥当である|市職員の人事異動であり妥当である

|対象(受益者)の妥当性l妥当である|市職員の人事異動であり妥当である

|目標達成度三主 |達成している|人事異動に反映されている
有:九戸...・H・H・..…'"!!~'''日…...・H・ 1.............................1

勢二親似事業の存在 |存在しない|存在しない
押 I .• ~'''".;~.・M・...・h・H凶吋.-.......“・・ 1.............................1

|: 〆 |主泣施策への貢献度|貢献している|適正な組織体制の確立に寄与している

主主|実施主悼の適正化三|適正である|市職員の人事異動であり適正である
窃1主 ト..，..・・..・ i ・F事'H_.".. ，~....・H・-…"・ち1.............................1

率三|受益者質担面適正化|適正である|該当しない
柱7二円...・H・ ……1.............................1

I 恒三ト効率、三~、

平成28年度から人事評価が義務化されたことに伴い、人事評価を着実に実施することにより、採用、人材育成、人事異動、
昇任・昇格を総合的に運用するトータル人事システムの構築を目指す必要がある。

課題

今の方後、
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.レ



平成27年度事務事業評価シート|課・局室育所(係)1

ーl社会経済情勢の変化に伴う行政需要や市民ニーズ、の複
霊|雑化、多様化に迅速に対応できる行政運営の実現に向
歪|け、財政計画とも連動させ定員適正化計画を見直し、公

室|表を行う。定員適正化計画は5年ごとに策定し、第三次定
l員適正化計画は平成27年度から向こう5年間の計画とす|意図

l人工数(A役:)1長人件費(円)1 
10.051 281，2001 

活動指標または成果指標

第二次定員適正化計画の見直し
1 1 

(指標設定できない)

第三次定員適正化計画の策定・公表
21 

(指標設定できない)

第三次定員適正化計画の見直し・公表
31 

(指標設定できない。)

1、 H25

人事課

|目的の妥当性 二く<.1妥当である|市の定員適正化であり妥当である
三妥斗ω'..~' i'_I_'~!_'~""" 山........・H ・ :ii;;.::: ，;I.............................1

ι 童三n善治体関与の妥当性|妥当である|市の定員適正化であり妥当である
J 性 H..二・言ぷ日H ・H ・-…六・"“1.............................1

|封:象{受益者)の妥当性| 妥当である|市の定員適正化であり妥当である

l旧目標達成度7 コ 1 i達童成してしい、喝る|第三次定員適正化計画策定、公表済み
有 fトトト"山…….. 川.叫山….. 山…….. 山…….. 山…….. 山…….. 山.. 山..山…....叩..……i一.. ….ιム…L一一.. 包山山.山…..，↓ | 

王劫 !類似事業の存在三主斗:1三1存在しない |存在しない
三F三性てτごJ竺……."一"ム守，;

γ三:三土上位揖策への貢献度 1貢献してしい、喝る|適正な組織体制の確立に寄与している

ト |裏極主体;_(J)適正化 |適正である|市の定員適正化ずあり適正である
湖 キV;，.:， .;~i;lr，~議会…'.....・・・・…・1.............................1

率 |受益者負雇白適正化|適正である|市の定員適正化であり適正である
咽宅J: ....ó..... ， .........;.ó;i~.-j. 品 ;;.-;;i.;....・..・・ .， 

千二三lコスト効率 三

..... 

様式1号(事務事業評価)

回二日

(円〕

効率的な組織体制を確立するため、組織の見直し、施設の統廃合や管理運営体制、事務事業の状況、民間委託の検討な
ど、常に定員適正化計画の見直しが必要。

課題

、一

、今の向方性後: 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

翠卜司事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱宮田所(係)I 

l普通旅費

γ支 |消耗品費

目:陥与費負担金

三三三訳二|宿泊負担金

活動指標または成果指標

庁内研修実施回数

21庁内研修受講人数

山口県ひとづくり財団(セミナーパーク)への職員
31 

派遣人数

人事課 人事係 匹Eヨ

同T

963，320 

三 963i320

経常

妥一二目黒白-許ぞ '1計三あ三時員の資質向上を図り市民サ-(:";7.の向上に資するものであり妥当である

主宰竺貯の妥当性|妥当である f方公務員制こ規定する義務事業と日実施するものであり妥当でぞ

l対象C受華者)の妥当性| 妥当である I対象は職員であり妥当である

目標達成度云-三 I検討が必要|研修受講後の効果、成果について検証、評価が必必、要
有 lトトトい.. 山……….. 山……….. 山…..山….. 山...山……….. 山…….. 山….. 川....…….. 山….. 山..‘… .. 山…….. 山….. 山..ぷふ.... 山"山…切山山….. …… .. …oo.... 
効 |類似事業の存在三三二三ヨ| 存在しない

=主員長量二ぷ官房長必~~6.l幅広員長日当主
主主 I実施主量の適正化 l適正である|地方公務員法に規定する義務事業として実施するものであり適正である

窃1'p，..i..:i;;;W;会弓引F円~~.. ~.・ H ・..・…(.............................(

害 |受益者負軍高適正f叶適正である|地方公務員法に規定する義務事業として実施するものであり適正である
f(I: ト H ・M ・...リ"・.....・日高石凶......・，-，.;..;.1.............................1

|コスト効率三竺三YI検討が必要|より高度で専門的な研修を実施するには、さらにコスト増が見込まれる.. 
研修受講後の効果について検証、評価が必要。

課題

二〈今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[里



様式1号(事務事業評価)

INol 6 I 

金一一一「一一五

同
一
金
二
一
一
一
一
三
一
源

支
一
出
一
債
一
他
一
財

庫
ι

一
支
一
方
一
の
-
一
般

国
一
県
一
地
-
そ
一

ι

一一一

割
合

財
源
内
訳

人事係l 人事課平成27年度事務事業評価シート|課E 局首室圃所(係)I 

X1'年費概算 臨時

活動指標または成果指標

2 

3 

" 1目的の華当住 ， 1妥当である I職員の資質向上を図り市民サービスの向上に資するものであり妥当である
普壬 ト山叩り;'_;_.~:_;'-!':~:-';'!:'・・H ・H ・....."t...・....・ 1 ・ト

当.1同自;溢責体闘与の妥当性| 妥当である l地方公務員法に規定する義務事業として実施するものであり妥当である
性 lιド-必詰...示.. 不ふ主〉千千千.イチ千...ち..  山一………….目一….目一.目E日………….目…….. …....………… .. …… .. ….日.…….:.jd........，....................1ト卜

:|対;象(受益者)の妥当性| 妥当である I対象は職員であり妥当である

1"三三三|目標達成度 J三三 l概ね達成している|研修受講後の効果、成果について検証、評価が必要
二 J有有f一竺斗↓↓}トト.川山…….. 山….. 山….. 山..………… .. 山'O!，"山…山….日山…い、U山-....山司.. …刊.刊-円F央ふh恒子.一一i一.ι一t主.. ι.丙E山 γ?円川!一……….. 山….川山.. 

主劫 |類似事業匂主在.. I存在しない

世語通二伝説|語以;判長己記長雨エ;;五
戸|事施主体の適正1~ ミ|適正である|地方公務員法に規定する義務事業として実施するものであり適正である
刃三 t~..…川h……山川村吋叫何一..1......… 1 

:三:三三Jミ=率そ|要受i益者負担dの=逓E花 | 適I孟tである|地方公務員法に規定する義務事業として実施するものであり適正である
三一聾世三三'1.，山….. 

bコスト勃率:三三三 ヰ |検討が必要|より高度で専門的な研修を実施するには、さらにコスト増が見込まれる

.い
研雇受講後の効果、成果について議証二評価が必要。

方
性

寸
の
向

計画どおり事業を進めることが適当

里j



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課町局室・既得)I 人事課 人事係 匹I7 I 

~， ; I予

研修委託料

、活動指標または成墨蹟標

管理職対象の人事評価制度見直し、課長補佐級

二7らと歳;入三

国庫支出金二三

(円)

0 

722，440 

事内割合
県支出金三三

地方債三三

訳 そのf面三一

一般財源

ー三:合計

H25 H26 

制度構築 制度構築
-・・・・・・・・・B・・・・・・・・E・・・・・・・・a

...........................・.

予算現額〔円) 決算額〈円)

1，211，000 722，440 

一 " 1，211，000 722，440 

臨時

1以下の職員の人事評価制度構築、 H27年度試行 未構築 制度構築

2 

3 

実施、 H28年度実施(指標設定できない。)
-・・・・・・・・・・・・・・........且・....-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・歯且..冒....

0.00% 100.00% 

実施 実施

評価者訓練の実施(指標設定できない。) 未実施 未実施
-・・・・・・・・・・..................

0.00% 

1回 1回
...・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................. 

職員説明会の実施(指標設定できない。) 1回 1回
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....且且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・...

100.00% 100.00弛|

一 r亘巨的的3の妥当性三一 I妥当である l地方公務員法第6条、第2幻3条第1項、第2項に規定された事務であり妥当である
雪=詮t:_-ι1'''，.υ...川噌山.. 川.. μ川.. 

当了亮自治体関与与主のdY妥当性| 妥当である l地方公務員法第6条、第2幻3条第1項、第2項に規定された事務であり妥当である
住=ヨl正ドドドい正ιゐ山川.“山………….“山…….. 山…….. 一….. …司..一………H川.i，'-"主
一ミ二三手書ニ I対象(受益者)の妥当性l妥当である l地方公務員法第6条、第2幻3条第1項、第2項に規定された事務であり妥当である

有 l，~.目時号達諒成度 ?....I検討が必要|公平性、公正性、透明性及び納得性を確保するため、評価者訓練を継続実施する必要がある
'‘ ................・・・ ・・.....・.....正.'....1.............................1

型γI塑-問事業の在在 I存在しない

¥::[1伝説弓言説|議員長込|説li説Ii私議;j;五正副長長去五反主;議長;記Ci;ぷ

今の向方後性

実施主誌の適正化三|適正である|地方公務員法第6条、第23条第1項、第2項に規定された事務であり適正である

畏益者負担の適正信|適正である|市職員の人事評価であり受益者負担を求めることは適当でない

云;スト効率主手f 二キ|適正である|公平性、公正性、透明性及び納得性を確保するためにも必要最低限の経費負担である.. 
人事評価を継続実施する中で、職員の制度理解を深める必要があり、さらに人事評価の公平性、公正性、透明性及び納得
性を確保するためにも評価者訓練が必要である

計画どおり事業を進めることが適当 +改時善期

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局宮・所(係)1 生活安全課 防犯交通係 匹[J[]
中項目(施策)

効率的な行政運営の推進

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額〈円)

国庫支出金

支 r

出内

財 県支出金
源内 、割合 地方債

訳 訳 その他

一般財j原

辺E〉ヨ. 言十 。 。 合計 。 。
入件費概算

|瓦工薮I人役)1瓦再費(円)1 
|o刈 1，442，1241 官見|無 II会計種別| 一般 経常

活動指標または成裏詣謀 H25 1 、H26，

1回 1 1回

1 1研修会の開催回数 1回 2回

100.00% 1 200.00% 

21研修会の参加者数
..........子冗lA丈"………….日山……..山……..山….，山"'T'"・H ・-52丈一

3 

目的の妥当性 妥当である|職員の意識啓発を図るもので、妥当である。

ilH35HS指定[:25151::|房長去三五日;2215::
|対象f受益者)の妥当性|概ね妥当である

1χ;一有有有有，'，'[目???特秀円守幣男史広:.;，;;.:...，........1空照育ZJ~主照翌 l.医空芝f翌雪冒士竺±存点需!ピ:烹芝?雪~Ii)史T
2語>[翌切?空烹警?勿空主 I....!:.，門翌ど合合Jど~...I

|土位施策ベの貢献度|貢献している|暴カ団員による不当な行為の防止等に閑する法律.山陽小野田市不当要求マニユア/ルレ

効 l警警F性聖門空惇伊空引1.~:...;..1 翌需空士f校~...l男幣明主，ffiî_1，ヨ~芝計吠土万交T三詮犯Ito)モto)三.三1三
率 I受益者負担の適正化|概ね適正である
性、ト・・H ・a・...:;..，'.，.::.，;;...;....".;，....，.，.:1

l Iコスト効率 | 適正である

• r 不当要求行為等に関する問題は、相手の圧力に屈して暖昧な対応となりやすく、かえって問題を大きくする危険が増大する
ことから、上司に相談し組織全体情報を共有し、「公正、公平jを踏まえて適切に対応することが重要である。現在は不当要
求行為等防止対策に対する認識を高めるとともに、対応要領を習得するため、 2年に1度警察から講師を招請し、定期的に

課題:職員研修会を開催している。不当要求マニュアノレの周知徹底のため、責任者講習 (3年lこ1度の定期講習)だけでなく選任

時講習、臨時講習!、市の研修等の開催を行う。

; 今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
|改善
時期

22|ゼ哨事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課'局面室園所{係)I 情報管理課 |情報政策係、情報管理係|

システムの安定稼動

人件費概算

(同)<

844，000 842，874 

28，864，864 28，565，863 

80，775，000 80，773，593 

357，000 335，162 

46，000 45，9601 

110， 8$6~864 110， 563 ，49~ 

l人工数I入役)1人停要I再m
| 1 . 41 7，267，2371 

ー:歳ヰ入

国庫支出金

F金財2同SEih事ど重貰J三量J 

県支出金

地方債 J

その他

一般財源テ三

合〉三計二

交付税.1 士 | 
算入三| 円 |

※上段:目標

三活覇福諌言正lま成果指標 ベ三 H25 I二三子R26-

I......:...~.?~.~ …1...一子日 .. 
1 I情報システムの日常点検を実施する。 365日 I 365日

3 

l00.00% I 100.00% 

I 6件以内 I 6件以内
システム障害の発生件数(復旧が30分を越えたも卜… 十

1 1件 1 4件の) I............~.'.::::..........~ 

S・M ・......・ムi 凶......・ .1.............................1 

予算現額(同)

辛ちづ<0盤カ蓋金植入金 40，000，000 

70，886，864 

1l0;886，864 

回二日

決算額(円7

40，000，000 

70，563，452 

110，563;452 

経常

|ネl-I-|報 処理を効率的規制こ…システムである

三当 l自治体関与の妥当性I妥当である|行政サービスにおける事務処理の効率化、安定化を図るための事業である。
性 }ーI.............................j

二|討象f受益者)φ妥当性1妥当である|住民票などの発行は手数料を徴収している。

|目標達成度主ェ三 |達成している|目的を達成している。
?有i. ~…………て… F............................j
三効 |類似事業の存在 | 存在しない l

性 1... ，....~'，~，é~:.;::..:......... ， .....;...1

上位施策への貢献度|貢献している

三l実!施主体の適正花 I適正である|干行T政サ一ビスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムであり市主体事業である。
効一rヤF守;トト司"山.. 山〕司.. 

iι三率γ|受益者賃担の適正化化化↑| 適正である|市主体事業であるため。
山 酔....・・両日，…・・・・・・0・・……・ ・4 ・

lコスト効率 ;1適正である|法制度対応で経費が増大しているが全国的な傾向である。.. 
法制度改正によるシスァム改修経費が増大している。また、サーバ機器等を設置しているサーバ室について、適切な場所へ

の移設等を検討する必要がある。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

生i



様式1号(事務事業評価)

匹1 4 1 |情報政策係、情報管理係|

古|平成25年5月に、行政手続におす石特定の個人を識別|対象l住民情報系システム
劃するための番号の利用等に関する法律等の社会保障・税I..~ ，，_. I 

柵|番号制度関連法案が公布された。この制度に対応するた|手段|システム改修
室|め、平成29年7月の情報連携開始までに、段階的に住民

l情報系システムの法制度対応を行うo

情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課・局室戸所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金 2/3， 10/10 31，518，000 31，518，000 

尉前事額主主1γち割葺ーご

県支出金

地方慣~

そのA他一二 二

ー般財源三三 24，010;000 23，919，601 

合ラ計ぞ 55，528，000 〉 ι55，437，601

臨時
交付税
算入

r ミ収工薮I瓦夜JTλ待費(同)j 
人件費概算 三三1 0.71 4，037，9471 

歳 出 予算現額t円)|決算額(円.)I 

委託料 49，942，000 49，851，601 

訳寛出向

負担金、補助及び交付金 5，586，000 5，586，000 

合三 計4 二J 5!;i，528，OOO .55，437，601 

1・ . 皿 ， . ..， ヨ量薗

H25 活動指標または里墓璽璽三二三三三主

システム改修の実施

2 

3 

l由目的の霊妥Z当性 =三斗| 妥当である|行政手続における法制度に対応するための事業である。
妥 }トトト"山………..……..…………..山………..山………..山山……..叫叩川….吋巾山山…-い川山…….. 山山…….. 山山..山山..山..……...一..ふ.ム，...….吋叫叫憎刷山..一i…"叫山…..山.

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|千行子政手続における法制度に対応するための事業である。
性ぅ|……....・H ・.................，...・p・斗H ・M ・ l 

I対象(受益者)の妥当性| 妥当である

去三I.~;~.望号空;..;.，............1 達子と:.~..~~..l.~.竺円ど-C(，\壬
効 l類似事業の存在 I存在しない
性ト....…- 品言|

| |上位施策への貢献度|貢献している

三一三|実施主体の適正化 |適正である|行政手続における法制度に対応するための事業であり市主体事業である。
劫¥トH ・M ・，!!.，...._._!_..….......・H ・....j ・|

率 |受益者負担の適正化|適正である|市主体事業であるため。
性トH ・H ・ -…・………"川…ーj.............................j

|コスト効率 |概ね適正である|法制度対応で経費が増大しているが全国的な傾向である。.. 
法制度対応によるシスァム改修経費が増大している。

|課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室・所得)I 市民生活課 市民生活係

大項目(政策) I 中項目(ム日、

7| 効率的で健全な行財政基盤づくり 1 21電子自治体の推進と行政サービスの向上

~~計画名 | 、 事F雫

庁舎総合案内事務

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予事事額(円)

国庫支出金

支 目オ 県支出金

内出 源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財顕

ぷE』3 計 。 。l 合計

人件費概算 戸諏I引人 I鷲見|無|恒竺|一般

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 I案内・誘導件数 19020 I 21159 

2 

3 

ー.............................・H・...........................

目的の妥当性 妥当である l来庁者へのサービス向上を目的としている
妥 t……"・・・・"…川H ・H ・-…・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|来庁者へのサ一ピス向上を目的としている
性 ト…明刊川川.. 一…….. 山.. 山....….. 

対象(受益者)の妥当性l妥当である|来庁者へのサ一ピス向上を目的としている

目標達成度

i|持者五位;:::!::京21;::::
上位施策への貢献度|貢献している|市民へのサービス向上につながる事業である

I I実施主体の適正化 |適正である|専属の職員による対応を行っている
効 一}ι…・向山山"・H・H・..・・・・，;.1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|ゼロ予算事業

n 性ト…......，. ...~..・H・-…ー...・H・-“ 1.............................1

へ|コスト効率..1適正である|来庁者の立場に立った窓口案内に努める

司ι

課題、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

zUゼロ予時

改善
時期

。

回二日

決算額(円)

。
経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室且所(係)I 住民係市民課 匹c:o
中項目(施策)

21電子自治体の推進と行政サービスの向上
士す『

11 ワンストップ。サービス事ー業(有帆・本山郵便局特定の証明発行サービス事業)

歪|品認誠治持説22宗主需主開!対象|開所及び支…臨時間、る方

読|住民票等の証明書発行取次ぎ業務が指定郵便局で開始|手段|指定郵便局において住民票等の証明発行取次ぎ業務を行う
|された。本市では、平成15年6月に本山、平成21年11月l l 

要Itこ有帆郵便局で開始し、 2年毎に期間延長を行っている。|意図|市民の利便'性の向上

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 31，832 27，432 

支 役務費 135，765 135，765 
4出

使用料及び賃借料 368，000 367，920 
内
訳

』E』コ 計 535，597 531，117 

‘ ~L "・"司、 • ，.1 ，、

人件費概算

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他

一般財j原 535，597 531，117 

合計 535;597 531，117 

一般 経常

活動指標または成果指標

1 I証明発行取扱件数
• • • • • :

・
:

1
・1

6
τ
γ
τ
千

吋
〆
二
円
U
m
E
U

山
市

7
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1
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:
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:
 
:
 
:
 
:
 

:
 
:
 
:
 
:
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一
件
…
件

2
一0
…5

」，一

F
D
u
q
u

t
・

4
…3

-
冒
• • • 

，
 

・

2 

74.44% 1 74.44% 

3 

l市目的の妥当性 | 妥当である|市役所及び支所等カかミもら遠距離離-に住んでいる方の利便，性の向上が図れる

妥 1 ‘………iしん一.“….“….“山山..
当 I同自治休関与の妥当性|妥当である|住民票等の発行は市の事務であり妥当である
性 |ト卜.“..…..山…..…….“-

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有 f;~.~!，警.守男. 一|許可主主雪I.~~!尽さぞiJ~{$主任--rt-三主任明r.5門主主(， \flj照??Ef?fT2
効 l類似事業の存在， 1存在しない

位以掃員二伝説'1言語仁三;ミ|伝子三百二五日五三;ヨ

効|許可?照~~.......I 型主主け常生門T竺.27???.竺21???なけと空三百ffttfT
率 1受益者負担の適正化|適正である

J 性性古 }ト“…..山..山...一圃H山川..川..…P

| 1::1コス卜効率ι |適正である|証明発行件数を増やすととにより、発行単価を下げることは可能である.. 
近くの郵便局で住民票等の証明書の発行ができるという認知度が低いため、近年、利用者数が減少している。広報活動の

強化を行い、利用者の増加を図ってして。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

向性

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 市民課

大項目(政策)

71 効率的で健全な行財政基盤づくり 1 21電子自治体の推進と行政サービスの向上

士 l 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法
事|律に基づき、申請を受付けて申請人の厳格な本人確認を
概|行い、電子署名に必要な鍵と県知事による電子証明を住
聾|民基本台帳カードに格納する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 9，120 5，720 

支出

内
訳

ぷE』Z 言十 9，120 5，720 

ーすー

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

ムロ 計

住民係

予算現額(円)

定額 5，000 

4，120 

9，120 

|人工数(人間人{慨は|官|無|恒画 一般

活動指標または成果指標

1 1電子証明書発行件数

2 

3 

H25 1 H26 

200件 1 200件

137件 1 77件

68.50% I 38.50% 

INol 2 I 

決算額(円)

1，000 

4，720 

5，720 

経常

.目的の妥当性 | 妥当である|行政手続きをインターネットで行う電子政府・電子自治体の実現を目的としている
妥 f トH・H・.........…・~"・...…山山..1.............................1
当 1自治体関与の妥当性|妥当である|電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律に基づき行う事務である
性~十一........・H・~."・H・.~ ...川......，......1 、 | 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|当市で住民登録をし、住民基本台帳カードの交付を受けている人

有 l吊目標達成度 | 検嗣討が悩必要 |悼住民臨基本柏台帳脚カ一イドの峨発行伽が終桁了噛人崎番号助カ一イドMに峨移行仇した枕ため朗目標髄達成配と胤な制カ仇り
，.旬.......日........“...“.. “...叫j.....“...............1.“....・・・・・・....・H ・...・H ・...1

効 |類似事業の存在 1存在しない
性ト……;山山山・ | 

|上位施策への貢献度|貢献している

効 l~.~.:~~.竺幣.KJPヨ三I.~:.:!.~.~~~却さ全fF????i円台?竺さ万1'f51jl:計百
i 率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f“H・H・...山H・H ・....・...…........…1....・H・....................・l'

bスト効率 1 適正である |総務省が指定した機器を利用し、 LGWAN回線を利用しているためシステム利用料は無料である.. 
電子証明書を格納するための住民基本台帳カードの発行は平成27年12月で終了し、平成28年1月からは地方公共団体

t 

情報システム機構が希望申込した方に個人番号カードの発行を行い、そのカードの中に電子証明書が標準的に搭載され
る。

課題

今の向後方性 事業の終了
〈改善
時期J

県支出金の額は、電子証明書発行件数等により算出し、県から通知される



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室ー所(係)I 

2 

3 

歳出

i 備品購入費

支
出
内イ

訳

dE』3 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

256，OOO 254，880 

256，000 254，880 

且 . 由

|人工数(人役)I人拝葺I再n
|0.051  288，4251 

活動指標または成果指標 H25 

タッチパネル機器購入

市民課

t歳 入

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源

ムロ 計

交付税 1血 | 
算入 | ホ | 

※上段:目標

様式1号(事務事業評価)

住民係 回二日

予算現額(円) 決算額(円)

256，000 254，880 

256，000 254，880 

臨時

目的の妥当性 l妥当である|行政手続きをインターネットで行う電子政府・電子自治体の実現を目的としている，
|妥J ト…川H ・H ・...むH ・H ・-…...，・-・1.............................1

当 |同自治体関与の妥当性 l妥当である|番号制導入に基づき行う事務である
性|卜iιふ….“.

|対象(受益者)の妥当性l妥当である l個人番号カ一ドの交付を受lけナ、各種電子申請の利用者であり妥当である

|回目標達成度 l達成している
有 I・M ・-・・ :.;;.，.....，.，....，..，1 
効 1類似事業の存在 |存在しない

|性|斗説得議|説日ミ

効}き;fiin号令? 子 黙......1空EtfflF.f?.fT二史認史烹!.!?E士主主主守子?た今，fJmulEご計
)率 1受益者負担の適正化 1適正である
性性，.fト.fト卜トい}ト卜いい.“山……….. 山….. 山….“山....山……….. 山….. 山..山山…‘円?…… .. 山……咽H山…….. 山….. 山.れ….

、1::1コスト効率 〆二、 ， 1適正である|総務省が指定した機器であり、全国の市町村に推奨している機器である

4易

課題

今の後方 改善
事業の終了

時期
向性

面



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)1 市民課 公園通出張所 匹I4 I 
大項目(政策) 中事百(

'71 効率的で健全な行財政基盤づくり

実施計画名

支所等運営事業 公園通出張所事務事業

須恵・小野田地区の住民等事|市民課関雇葉語ーや市の公金収納業務、その他市の申
:::::1請受付など、多岐にわたる業務を取り扱っている出張所で
ま|ある。人口密度の高し、小野田地区の中央に位置し、須
塑|恵・小野田地区の方の利用が多く、総合窓口的な業務を
女 l行っている。

手段|異動届の受付や交付申請書を審査し、各種証明を発行する

歳出 予算現額(円)

l 旅費 1，000 

支 需用費 55，000 
出

役務費 45，107 
内
訳， 委託料 64，000 

{備品購入費 27，000 

ぷE』3 計 192;107 

‘"-L I I ~r官、

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1市民課関係証明書発行取扱件数

2 

3 

決算額(円)

960 

40，065 財

札 107
1

源割
内合
訳

176，6361 

. ... ，、

H25 

|目的の妥当性 !妥当である|地域住民の利便性の向上

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 J 

一般財j原 192，107 176，636 

ムロ 計! 192，107 176，636 

一般 経常

|言|長雨ぷ込凶ぷ'~;;~""I;lli，j;'g;雨量:説日雨量ぷ五副長高弘通左足;みEZぷi322i;る
性 |ト卜.，川.. 山 川.. 川'.川，

対象(受益者)の妥妥h当性|妥当である|地域住民、特に車の運転ができない移動困難者に対応している

-目標達成度

il当将棋王::l:主任'1'"
上位施策への貢献度|貢献している

I実施主体の適正化弓 |適正である|身近な地域の行政サービスの拠点として市の窓口業務を担っている

|室伝説説沿岸'1d 孟'~;;~""I
性トー………….....・-…..トH ・H ・...・H ・H ・.........1

|コスト効率 I適正である|行政の多岐にわたる業務の受付窓口として少ない職員数で行っている.. 
多様な一一ズに応え市役所の各課の業務を行うため、幅広い知識と、市民の来庁目的を正確に判断し処理することが求め

られるため、職員のスキルアップが必要で、あるo

課題

与 今の向後方性 、 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

国



平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 市民課

天頂百T政葉) 中項目(

71 効率的で健全な行財政基盤づくり

様式1号(事務事業評価)

厚陽出張所 回ココ
示項百I基本事葉r-:

1|市民サービス・窓口サービスの向土
砂名

厚陽出張所事務事業

歳 出 予算現額(円)

使用料及び賃借料 184，000 

支
出
内
~R 

ぷE』耳 計 184，000 

‘" ，・"司、

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1証明書発行取扱件数

2 

3 

決算額(円) 歳入

183，960 国庫支出金

財 県支出金

j原割，ロ6. 地方債
訳内

その他

一般財j原

183，960 dEE3 h 計
. ..1 

H25 .1 H26 

設定しない|設定しない

591件 1 567件

旧的の妥当性 |妥当である|地域住民の利便性の向上
妥 f.;・H・..………円…...・o・.:.1 ・|

予算現額(円) 決算額(円)

184，000 183，960 

184，000 183，960 

一般 l 経常

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|地方自治法、条例により設置された出張所で地域住民と行政との窓口になっている
晴牢 ト............………川・..1'-・-…・・・，.............................，

.対象(受益者)の妥当性|妥当である|地域住民、特に車の運転ができない移動困難者に対応している

l目標達成度
有 |ト凧リ円円円川.一…………1引山叩.“山….. 山….. 
効 |類似事業の存在、 |存在しない

| 性 f・H・H・，.・・山. .・H・-山…1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している|

効 |快号F性¥主き常今門?仔空肝明空史!ιtヒ."...1翌史芝史士芝古f♂三 |佐雪主摂主吹聖貯吹合ft :l:l!.l:ll!:X;円今:Il!:x;O)台伐?史二E三1::'7.0)允0)JY1!，翌円照，~点忠忠~4性住~L.-C
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 |卜..山….. 山山….. 山………圃“山……….. 山山….. 川山….. 山.. 山.日.… 山…….. 山….. 山.“...“山山H山.山…….. 山…….. 山.. 山..一…...….，山.. 川.

|bコスト効率 1適正である|行政の多岐にわたる業務の受付窓口として少ない職員数で行っている

--取り扱いのできる業務が公金収納業務と市民課関係の限られた種類の証明書の発行となっている。業務端末がないため、
厚陽出張所では証明書等を請求する権利のある方かどうかの判断ができず、本庁で確認した結果、証明書が発行できない
場合がある。証明書の発行手続きが行政証明発行システム(FAX)を経由することから、来所者をお待たせするこどになるた

課題 r め、待ち時間の対応、説明の仕方など、より丁寧な窓口対応を必要とする。

今の向後方性t 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

:i，i'i)1 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室・所(係)I 

大項目(政策) ~百

71 効率的で健全な行財政基盤づくり j

""'="，厚陽出張所で収納した公金は市金庫まで公用車で運
宝|搬しているが、公用車が購入後20年以上が経過してお
示|り、故障や不具合による重大事故を起こす可能性があっ
喜|たため、安全面を考慮し公用車(マック)を廃止し、長期賃

l貸借リースでの公用車に切り替えこ。

歳 出

需用費

支 役務費
出

使用料及び賃借料
内
訳

主E』コ E十

人件費概算

予算現額(円) 色決算額(円)

71，000 55，846 

40，410 40，410 

195，000 130，248 

306，410 226，504 

|瓦工薮(.A投)1瓦再責τ向)! 
|0.051  288，4251 

活動指標またほ蔵裏福覆 H25 

1 1公用車のリース開始

2 

3 

市民課 厚陽出張所 匹仁己

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ

地方債、
内合
訳 その他

一般財j原 304，610 226，504 

s- 計 304，610 226，504 

引見|無||会計種別| 一般 臨時

H26 

l目的の妥当性 J に l妥当である l事故を起こす危険性のある古い車の更新を行い、安全性の確保に努めるため妥当である
妥。トH・H・...・H・...・H・，.....……ーH・!.............................!
当|自治体関与の妥当性|妥当である|出張所の公用車の更新であり妥当である
性 1....…'"・H・..……………|・|

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|出張所で収納した公金を納めるために必要であり妥当である

目標達成度 達成している

li[:::二:|今効入 I~f~冷~(トH 在 |存在しない

土位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|公金収納等の出張所業務は、市が主体となって行う業務であり適正である
効 p.....・...・H ・H ・..………川....・!.............................!
率〆|受益者負担の適正化|適正である|公金収納は市が実施すべき事業であり適正である
性 f..…山川"…山…..・M・...;!.............................!

|コスト効率 ! 適正である|故障や部品交換で多額の経費がかかると見込まれるが、リースにすれば賃借料のみとなる

'レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善 j

時期

団ー



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 

一l番号法の施行により、平成27年10月から個人番号が通知カード
争 lにより付番・通知され、平成28年1月から希望者には、個人番号
業|カードが交付される。市町村の事務負担の軽減や費用の抑制の
概|観点から、地方公共団体情報システム機構がカード発行等関連
要l事務を一括して行い、その費用に相当する金額を支払う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び父付金 山 33，213，000 18，149，000 

支
!出

内
訳

dEb3 • 計、 33，213，000 18;149，000 
， - ・'" 宅金虫ョ ， l人工数(人役)1

|2.71 

、，

人件費概算

活動福標または成裏指標

通知カード発送件数

21個人番号カード交付件数

3 

.目的の妥当性、 I妥当である

H25 

様式1号(事務事業評価)

市民課 住民係 匹仁ヨ

歳入 J 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 100~も 33，213，000 18，149，000 

財 県支出金
源割

地方債
内合

訳 その他

一般財j原

ムロ 言十 33，213，000 18，149，0001 

一般 臨時

I ! I片付税制:2515Z:阪計三日当J225522日2252522設五日....
1対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 I;;.~;. ， ..H ，，， .H. ，，.，，，， .;H • .'，..:，."，.，，，，.I 

| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.......，......".."，.，;.，..，...，..........，1

上位施策伐の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 t."..・H・B・M ・....・H ・......・H ・.，.・，1..山 I

率 l受益者負担の適正化|適正である
性、 H・ a・-“2・H・H・...~..".・H・"，・山山川+....".・H・....・H・....・M・'1・“

|コスト効率、 一|適正である|全国の市区町村が機構に一括して業務を委託するととで単価を抑えることができる.. 
平成28年1月中旬以降に発生したカード管理、ンスァムの不具合及び通信集中によるカード管理、ンスァムへの接続不良等

下一
のため、個人番号カードの交付事務に大きな支障が生じた。 個人番号カードの早期交付に向けて効率的な取組に努める。

課題

今の向後方性 、 計画どおり事業を進めるととが適当
改善
時期

繰越明許費 (H27年度→H28年度) 15， 064， 000円



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室岡所得)I 市民課

大項目(政策) 1 中項目(施策)

7| 効率的で健全な行財政基盤づくり 121電子自治体の推進と行政サービスの向上

実施計画名 I 事r宅

社会保障・税番号制度対応事業

..".，平成27年10月5日のマイナンバー制度開始により、現
主l状、流動的ながらも通知カード等の裏書き事務及び個人
毒|番号カードの交付対応事務が新たに生じたため、個人番

住民係 匹CD

|号カード交付事務を行う2ヶ所(市民課、市民窓口課)にプ
要lリンタを設置し、円滑な市民サービスに努めた。 カード、への変更事項の記載を正確に迅速かっ丁寧に行う

歳 出 予算現額(円)|決算額{円) 歳 入

備品購入費 1，946，000 1，901，880 国庫支出金

支 財 県支出金
，出

内
源割

地方債
内合

訳 訳 その他

一般財澗

ぷE』3 計 1，946，000 1，901，880 Aロh 計

z 血 4a . 由

人件費概算 工(淵人件12Ll|官|叶匝当

2 

3 

逼覇福需または成裏霜標ぺ 1 H25 

券面記載事項カード印字アロリンク設置(市民課:本体 1.............................1
1台、インクシ寺町トプりンタ2台市民窓口課:本体1台)1...・H ・-

予算現額(円) 決算額(円)

1，946，000 1，901，880 

1，946，000 1，901，880 

一般 臨時

目的の妥当性一 妥当である|本人確認書類左して利用するために変更事項の記載が必要であり妥当である
I妥 t. .::.:，:.;・ H・."……"・H・H・.，.“・;'I ....::.:.::..::~..:::....1

当 |自治{体本関与の妥妥l当当性| 妥当である|住民基本台帳法上の住所異動等の手続きに伴う処理であり妥当である
性性二 卜………….. 山.. 山……….. 山….. …… .. 山.. 山且H….

|対象(受益者)の妥当性| 妥当であるる， I転入、転居等により券面記載事項に変更があつたすベての方であり妥当である -

|同目標達成度 • I達成している
有 l・H ・H ・..…H ・H ・“"・川.........↓
効 I類似事業の存在九 |存在しない
性 f，..'………ー，..，....，.:，..:.，.，...1

上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 | 適正である|本人確認書類とするため変更事項の記載後公印を押印し証明する必要があり適性である

l 率|長半言語通話通正1~'1 益五三五 I{~j雨量五五ぷ三長五五品:三言語百五五ぷ五五長3L品五三五
性 ト……….. 山……….. 山….. 山山..山.“.“山…….. 山山….. 山山.“山.. …. 

コス卜効率 1 適正である|手書き記載では正確性.迅速性に欠けるため、プリン夕での記載は適正である.. 
課題

今の後方
事業の終了

、改善

向性
、時期

L望



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 

大項目(政策)

71 効率的で健全な行財政基盤づくり

士

芸司I~伊音部日ω) 地区の身近な市行政の窓口として、市民の利便性の
概|向上を図るため、各種の収納・申請・届出等の窓口業務
要|を行っている。

歳 出

需用費

支 役務費
出

警備委託料
内
訳 設備保守委託料

dロ~ {~.十

予算現額(円) 決算額(円)

292，000 252，303 

95，000 94，403 

382，000 381，024 

64，000 63，504 

833，000 7，91，234 

|人工数(人役)1人件費~向rn

151  20，755，9191 

南支所

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割

地方債
内合
訳 その他 手数料 1，697，000 

一般財踊

合¥計 1，697;000 

官見|無 II会計種別| 一般

※上段;目標中段:実績下段:達成率

活動指標または誠栗指標

1 1各種証明発行件数(市民課、税務課関係)

南支所における各種税(料)等収納金額
21 

(水道料金を含む)

3 

L ~ 1目的の妥当性 I妥当である
妥トH ・H ・.....・H ・.....・H・.........."'.…+… t 

H25 I 官「寸 I H27 1目標

1 1 I 1達成
…rsG訂平 "'r"'(3:'327{平 I r"'"6:s"iiif平 '1 度

186，755，523円1166，907，125円

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方自治法、市支所及び出張所設置条例
性 |一一一…...・.，.・……H ・M・.:1.............................1

回ココ

決算額(円)

1，708，884 

， 1，708，884 

経常

¥|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市支所及び出張所設置条例により対象とする地域が適切に設定されている。

有 J目標達成度 I 
...・圃・E・・.o!....・・・....・........1............1

効 |類似事業の存在 .1存在しない

|性|説副長判長ぶぷ2
E実施主体の適正化 |樹立適正である|地方自治法、市支所及び出張所設置条例

ilH4許税制民主15155主訪日明日日11日日目;主213fizz125;:
コスト効率 概ね適正である|必要最低限の人員体制、経費により取り組んでいる。.. 
支所業務は本庁での特定事務【証明発行・市税等収納・各種届出受付]を広く浅く取り扱っているが、近年では制度改正も
多く、支所職員の努力のみでは業務に対する知識も不十分なまま利用者に対応せざるを得なし、ことも多い。
高齢者にとっては身近な行政窓口として支所を頼りにされている方も少なくない。利用者のニーズに応えられるよう、本庁各

課題， 部署と緊密な連携を図り維持できるかが課題であり、常に努めているところである。

F の今向後方性 、 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所得)1 

大項目(政策〕 雨項目I
7| 効率的で健全な行財政基盤づくり

実施計画名

支所等運営事業

告 l埴生支所は市の西部lこ位置し、特に埴生・津布田地区の
裏|身近な市行政の窓口として、市民の利便性の向上を図る
概|ため、各種の収納・申請・届出等の窓口業務を行ってい

lる
要'

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 257，600 233，033 

支 役務費 127，000 111，258 
出

委託料 383，000 382，320 
内
~R ' 使用料及び賃借料 76，000 75，816 

公課費 32，400 32，400 

ぷE益ヨ、 計 876;000 834，827 

目オ
j原害IJ

内合
訳

埴生支所

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

r 県支出金

地方債

その他 手数料 1，309，000 

一般財源

ぷ同h 計 J 1，309，000 

人件費概算 l厄数以役H 人Z主~-~91 ~弘門主|長竺当 一般

活動指標言正直読裏面房 H25 H26 

1 1各種証明書発行件数(市民課、税務課関係) I … ~Ü3"ï7{'平1

21各種税(料)等収納金額 87，196，448円174，233，539円

3 

匹OJ

決算額(円}

1，287，480 

1，287，480 

経常

l目的の妥当性 J 九 |妥当である|市民への行政サービスについて、自治体が関与するものであり、妥当であるo

l妥 1 241、当、|自治体関与の妥当性|妥当である|市民に対する利便性の向上、福祉の増進につながり、妥当である。
性ト.，.......“M 且 貝 1.............................1 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|本庁から遠い埴生地区の市民を主な対象としており、妥当である。

目標達成度
有トi・........… l 

で効 d類似事業の存在〆 I存在しない

|性|副長二伝説|説CE~'~~'l
実施主体の適正化 '適正である|市民への行政サービスは、市が運営すべきであり、適正である。

効 t.円叩…'引.

率、<1受受i益者負担の適正化|適正である|市民への行政サ一ピスは、市が負担すベきものであり玖、適正である。
f性生 Iトて.…….. 山山.. 山.... ……… .. 山山且H山圃..…......・H ・-・......・H ・.，....1....・H ・............・H ・.....1......・H・-

，コスト効率 適正である|正規職員3名、常勤の臨時職員2名の5名で運営しており、適正である。
、、 r 。」

所掌する窓口業務は多岐にわたり、加えて制度改正等により業務内容が複雑化する中で、本庁関係課と連携し、引き続き親
切・丁寧な対応で、正確かっ迅速に事務処理を行ってして。
また、現金収納管理については、 2人体制で受領現金及びつり銭の確認を含めた収納確認を行い、納付書に受領した職

|課題 員を特定できるよう登録済み領収印を押印するなど、収納手続について職員全員で、常にチェックし、安全かっ確実に現金の
収受から入金までの処理手続を行っていく。

A、今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

歳入が歳出を上回っている理由は、各種証明発行手数料を特定財源として計上してし、るため。



平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 障害福祉課

ーl福祉総合システムSWANは、住民情報系端末で運用して
霊|いるが、職員数に比べ端末が不足しており、事務処理が
概l非効率であるため、住民情報系端末を増設する。 (SWAN
要|のライセンス費は高齢福祉課と按分して要求)

歳 出 J 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

備品購入費 1，188，000 1，188，000 国庫支出金

支
1 出

内

財 県支出金
源割

地方債
内合

1訳 訳 その他

一般財j原

ぷE』Z 1，188，0001 1，188;000 ムロ

人件費概算
日工数(人役)I人件費用)I I交付税

| 算入

活動指標または成果指標 、 I H25 

1 I福祉総合システムSWAN増設(ADII端末)

2 

3 

1目的の妥当性 み |概ね妥当である

妥 ~ ト-……“ ・・ 4 
当 |自治休関与の妥当性|概ね妥当である
性 |トい“山山，“山.叫….

，|対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である

ー目標達成度 三 I概ね達成している
有ドH ・H ・-…リ ・|
効、|類似事業の存在 |存在しない
性.f~;;..'....' ..，.. ，. ~.. ....... i....;， ..."~...:I 

|上位施策への貢献度|概ね貢献してし、る

効・実施主体の適回じ |概ね適正である1L. ..ô.~.i. ， ...;~..i.... ・u ‘・ 1.............................1

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|
( 性 卜………・・川，.......;.・・1.............................1

I Iコスト効率 九 I概ね適正である

ノ

課題

| 今の後方
事業の終了

向性

笠l

.. 

i計

様式1号(事務事業評価)

障害福祉係 匹I21 I 

予算現額(円) 決算額(円)

1，188，000 1，188，000 

1，188;000 1，188，000 

臨時

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

管理係 匹Eヨ

i|描糊一料地悩金欽と一ま拐叩即…B別脚山…リμω々初の
課、徴収を行っていたが、 23年度から水道局に下水道使
用料の賦課・徴収を委託した。ただし、水道は2年、下水
は5年で時効のため、 3年分については行なう必要があ
る。

下水道課平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 

歳入 予事事麗(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
澗割

地方債
内合
訳 その他 使用料 19，440，000 19，440，000 

一般財源

合計 19，440，000 19，440，000 

歳 l 出 予算現額(円) 決算額{円)

負担金 19，440，000 19，440，000 

支
出

訳内

合計 19，440，000 19，440，000 

経常l-三引企|

日

w裕
一

-
n
U

山

日口口…Du
…
 

・
n『
d

"
+・a-a--

一
位

m

…

"po 

日ワ
t
n

H
n
o
n
 

一Qu
…

瓦砕互関

H25 ..1 

|入工事立は在'1
|0.71 

活覇指標または成果指標

現年度収納率

入件費概算

叫
一
山
百
川

山

，

A
二

日

n
J

山
口

U

…

H
nノ
“
"

+
E
E
B
E
E
-守

.
w苅
…

且
口
白

"
n
u

…
 

日
唱

'
i

一ワム“…
21過年度収納率

3 

目的の妥当性 、 |妥当である|徴収一元化により、顧客サービスの向上と経費削減が図れ、妥当である。
|妥 1.0.: 0•.••••.•••.•••.………… 1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|汚水を下水道施設で処理するための費用で市が徴収すべきであり、妥当である。
性 I……...・H ・，....・H ・........・H ・-……1.............................1

三|対象〔受益者)の妥当性|妥当である|徴収一元化により、顧客サービスの向上が図れ、妥当である。

I ;e- 1目標達成度
有 1.....................，...::，:.:".:.....';.;.1
効 |類似事業の存在 l存在しない
叫い.. ・…… ・

| 一|上位施定(の貢献度|貢献している

ヲ|実施主体ゐ遁正化 | 適正である |下水道使用料は上水の使用水量によって決定し、賦課、徴収も同様の作業であり委託先として、適正である。
効 }…・・….......・…-ー1..... ・・ ・・a ・・|
率 |受益者負担の適正化|適正である|日本水道協会の算出方法により委託費用を決定しており、適正である。
性 1......……H ・H ・.......・H ・...……j.............................1

、|コスト効率 、|適正である|人件費の削減が図れ、適正である。.. 
課題

z 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局室・所得)I 

中項目I

古 l水道料金と農業集落排水使用料は別々の部署、システム

=1で賦謀、徴収を行っていたが、 23年度から水道局に農業

下水道課 管理係 匝LlJ

事|集落排水使用料の賦課・徴収を委託した。ただし、水道 |手段|農業集落排水使用料を水道局に徴収委託し、過年度分については一部徴収を行なう。

要|は2年、下水は5年で時効のため、 3年分については行な

'う必要がある。

歳 出 予算現額{円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 1，080，000 1，080，000 国庫支出金

支出内 財調内 割合

県支出金

地方債

訳 訳、 その他 使用料 1，080，000 1，080，000 

一般財源

合計、 1，080，000 1;080，000 4EbZE • 計 1，080，000 1，080，000 

人件費概算
牛費(円)I I 交付税 1_1 Iム I II"'-.L>. ( s'lAE  ¥ I 

1 0.251 835，叫 | 算入 | 無 II冨計種別|特会(農集)I 経常

活動指標または成果指標

1 1現年度収納率

21過年度収納率

3 

|妥 [.1門(J)雪??竺“

H25 H26 

99.17% 99.27% 

31.98% 34.34% 

当 l自治体関与の妥当性| 妥当である↓汚水を農業集落排水施設で処理するための費用で市が徴収すぐ吠ミきであり弘、妥当である。
性 }卜トトトn一…….目…..…一.日.ア....……….ι戸二...…………..……..山….，山.日...……….日…寸プ.... ・H ・;........1.............................1. 

対象(受益者Jの妥当性|妥当である I徴収一元化により、顧客サービスの向上が図れ、妥当である。

目標達成度
有 f."..'.}.;........，...;;.....................1
効 |類似事業の存在 | 存在する

l' 1i Iエ雨量二伝言語|説山花・
実施主体の適正化 適正である l農業集落排水使用料は上水の使用水量によって決定し、賦課、徴収も同様の作業であり委託先として、適正である。

、効 t.山…"“……H ・H ・......・・H ・H・'j… 1 

| 率 |受益者負担の適正化|適正である|日本水道協会の算出方法により委託費用を決定問り適正である。
性 f:...........................;....:....:..J.............................j

コスト効率 三壬 1適正である|人件費の削減が図れ、適正である。.. 
課題

計画どおり事業を進めることが適当 1::1 
E 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課=局・室ー所(係)I 地域活性化室

大項目(政策) 中事百I
7| 効率的で健全な行財政基盤づくり

由時計画名

-d=-I 山陽地区住民の利便性を確保するため、総合窓口Eし
芸|ての行政サービスを提供する。また、災害等の被災時に
概|は情報収集にあたり、被災状況の把握を行う。

山陽総合事務所窓口事務

主として山陽地区の住民

山陽地区住民への行政サービスの提供

匹Eヨ

要 総合窓口における質の高い行政サービスの提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費消耗品費 569，000 546，040 国庫支出金

支 需用費印刷製本費 7，000 6，480 
出

需用費修繕料 20，000 19，360 内!

財 県支出金
源ィ割

地方債
内合

訳 役務費通信運搬費 20，000 11，026 訳 その他 雑入 45，000 

使用料及び賃借料機械器具借上料 26，000 25，920 一般財源 597，000 

ぷE匙ヨ 計 642，000 608，826 ムロ 言十 642，000 

.... 1. ，1.司、 . ..1 ，、

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 H25 

1 I総合窓口事務の取扱種類

100.00% 

2 

3 

-目的の妥当性J 、 |妥当である|総合窓口として行政サ一ピスの提供のため妥当である。
妥 I卜..山…..山山…..川川.，川.刊m山貝削W円小司Hで.ケ小7戸『引山川.“川山.吋山….，

当 |自治休関与の妥当性|妥当である I市での一般的な行政サ一ピスであり妥当であるo

性 |ト卜.. 山.. 山川，.川山山川.. 山……….. 山………掴H山…圃H山….. 山...戸司… … H ・H ・H ・H ・.. 一..... ‘| 十
|対象(受益者〉の妥当性| 妥当である|山陽地区住民の行政サ一ピスの提供のため妥当である。

右 i足円持宅特空幣?幣然F民臼 : 咽 吐..1.............................1.雪計T 警雪?史雪~fヒi三ゴ三ど口vど.\ご三三.;f:f空f;:烹;:1芳F，，9門白門門.空?雪
効 |類似事業の存在 |存在しない
q牢 ト“....山・ーH・H ・...・ a ・…・・・.......~，， ~HI

|上位施策伐の貢献度|貢献している

実施主休の適正化 I適正である|市で行うべき行政サ一ピスであり弘、適正である。

効ト"…川!一.. 山….. 
率 |受益者負担の適正化|適正である|市で行う行政サ一ピスの負担であり適正である。
f性生 卜H山卯….“山..，刊山川.. 川.. 川-

1コス卜効率 } I適正である .. 

決算額(円)

55，546 

553，280 

608，826 

経常

-厚狭地区複合施設完成まで仮設事務所で、業務を行っていたが、新庁舎では更に質の向い安定した行政サービスの提供が

課題

今の向後方性r

必要である。

計画どおり事業を進めることが適当 /改時期善

平成26年3月から仮設事務所で業務を行っていたが、厚狭地区複合施設完成に{料、平成28年2月から新庁舎で業務を
行う。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室且所(係)I 地域悟性化室

大項目(政策) 1 中項目(施策)

効率的で健全な行財政基盤づくり 1 21電子自治体の推進と行政サービスの向上

実施計画名

旅券の発給に関する事務

警|鼎語融暗号25曜荷 | 対 象 | 主 同 … ー の 問 給 申 請 者

~I一般旅券の交付、記載事項の変更、査証欄の増補、一般
慨|旅券の紛失及び焼失の届出の受理、返納旅券の還付等
要lである。 1意図 l市民サービスの向上

歳 出

役務費通信運搬費

支 委託料システム保守委託料

出
需用費消耗品費

内
訳

iE』コ 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円) 1 

288，056 288，0561 

33，000 32，400 

21，944 21，335 

343，000 341，791 

|瓦工薮I瓦誕)1瓦再葺I円Tl
|2.251  5，299，5511 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
l源割

地方債
内合
訳 その他

一般財源

ムロ 言十

T7舌動指標またlま成菓子首謀

申請件数

21交付件数

3 

設定しない|設定しない

840件 1 849件

予算現額(円)

821，000 

478，000 

343sOO 

回二日

決算額(円)

936，000 

-594，209 

341，791 

経常

|目的の妥当性 三|妥当である|市内にパスポートセンターを開設することで、行政サービスの向上が図れ妥当である。
妥ト..........・H ・...…....・H・...，..・H ・.1.............................1
当、|自治体関与の妥当性|妥当である|旅券の発給に関する事務は県からの移譲事務であり、妥当である。

| 性 H....~..………日山…..，・1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である

I .1目標達成度
"司 ヘド・H ・・4・H ・H ・..・・・・......................"1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト'.O;"，"'，'"……・…ー...・H ・"'"・I・H ・....・H ・....・H ・...・H ・..1.....・M ・..…H ・H ・.. 

|上位施策への貢献度 1貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 fトい日山山.. 川山.. … .. 山且

率 |受益者負担の適正化|適正である|市で行う業務であり玖、適当である。
性、ト . 叫山……d日山.. ….山川煙り刊.叫川.. ‘… 

ヨスト効率 | 適正である |県よりの移該事務交付金は、申請件数により増減があるが、例年安定して申請件数の実績が有るo

E・E・-ー ... 
旅券の発給に関する事務については、国の事務であり、旅券法に則った適正な事務の運用が重要で、あるo旅券法はたび

たび改正があり、法の理解と正しい事務運用が不可欠である。職務への深い理解と職員の資質の向上が課題である。
パスポートセンターの専任職員は現在(平成27年度)臨時職員1名であり、他の正規職員4名と臨時職員1名は全て他業務

課題 を主務としている兼務の職員である。今後、本業務を維持していくためには、これを主務とする正規職員の配置が必要。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善 j

時期

笠l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 市民窓口課 |市民サービス係・国保福祉係|

大項目(政策)、

71 効率的で健全な行財政基盤づくり

一|山陽地区の行政ニーズ等に対応するため、市民課、国保
主|年金課、税務課、福祉事務所に関する業務を2係で、行つ

ま|ている。
主|山陽地区全域の地籍図分間図を保有しており、申請によ

lり閲覧や写し(コピー)の交付を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

消耗品費 859，000 847，990 国庫支出金

支 印刷製本費・修繕費 60，000 ， 48，600 財 県支出金
出

通信運搬費 121，000 92，579 
内

j原害IJ
地方債

内合
訳 機械器具借上料 174，000 173，664 訳 その他 ι

備品購入費 930，000 888，300 一般財源

dEbコ. 計 2，144，000 2，051;133 合 p 計

人件費概算
は工誠子人役)1人件費{円)1 

|11.61  51，825，6751 宝~R I無|

活動指標または成果指標

1 1事務取扱総件数

21手数料・使用料総額

3 

H25 1 H26 

設定しない|設定しない

25，063件 1 20，492件

設定しない|設定しない

5，141，270円 14，080，510円

予算現額(円)

手数料 5，278，000 

5，278，000 

|会計種別| 一般

回二日

決算額(円)

3，504，490 

3，504，490 

経常

目的の妥当性 妥当である|地域の身近な行政窓口として行政サービスを提供するものであり、妥当である。
妥 f……“・....・H ・...・H ・.......・H ・山1.............................1
当 |自治{休本関与の妥当性 l妥当である |山陽小野田市総合事務所設置条例、山陽小野回市組織規則等によるものであり弘、妥当であるo

性 Jト卜.. ………一.. 山……….. …… .. 山….. 山....叫山叩…Hい...
対象〈受益者)の妥当性| 妥当である|本庁に出向くことが困難な地域住民の利便性向上に寄与するものであり札、妥当である。

目標達成度 I
有 v ト…:~......'.......，'. ..~". ..;.....，'..::...1 
効 I類似事業の存在 I存在υまい

性|半面員二ぷ説|副主ヨ!日日二:ぷにお日三示日;石

川村全~!.~.~~~~.......1翌三校I.~!府民子関?坊主:L.-cil史今た
率 j畏益者負担の適正化|適正である
性 1・h・4・・…・1…山H ・H ・-““| 
1コスト効率 |適正である

課題

今の向後方性 J 

特記
事項

.レ
-窓口業務に関しては、法制度の新設・改正やマイナンバーカード父付業務など年々複雑化し、加えて窓口での本人確認の
確実性が求められるなど、処理時間は増加傾向にある。平成23年10月の市組織規則の改正により、市民窓口課に出納業
務が新たな業務として加わったが、現金収納に関して厳密な管理体制が求められている。またパスポートセンターの設置によ
り、平成27年度も市民窓口課の職員2名が旅券発給事務を兼務している。
-少人数での窓口対応のため、事務の効率化と職員の資質向上が課題である。職務を効率的かっ円滑に遂行するため、課
内及び本庁との連携を密にし、職員相互の共通理解を深めるよう努める。

計画どおり事業を進めることが適当 | 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課匝局室・所得21

手|平面7牟直に更新した人事・給与システムの一昔雇(;ij:型
主|的保守)・運用を行う債務負担行為事業。(平成27年10月
詰1;日~平成32年1即日)管理の中で非定型的保守は、
要|情報管理課が行う。

人事課 給与係

ム 戚 f壬i三三f三;面三三三一二主:二圭
デデ?一タ抽出手数料

予 市 T 歳rラ二三友三τ 子三rて' 予事裏面I円)

システム利用料

合

三三三三云件費概算

2，777，382 

7，7&bOOOI . 2，777，382 

1Aエ数一(大役)J人件費(円)I 
てよ 1 0.91 5，061，6001 

J 乙二活動指標または成果幅覆三三三壬--

人事・給与システムの更新・管理(定型的保守)・
1 I運用

H25 

(指標設定できない)

2 

3 

国庫支出金三亡

主R一一霊司i諌白叩ι紅耳昔‘トい主主，量台ニ鞠守心-ま一

県支出金三三

地方債

その他

一般財源

I三三、合計

目的の妥当直三二二 | 妥当である|市内部情報系システムの管理運用業務であり妥当である

自治体関与の妥事性| 妥当である|市内部情報系システムの管理運用業務であり妥当である

対象t受益者)の妥当性| 妥当である|市内部情報系システムの管理運用業務であり妥当である

目標達成度 |達成している
有 r.ぷF…お辺坦・・ .1 
効 |類似事業;の存在 1存在しない
."" .…....・H ・H山山品"......ιõ..-~...;..1・・......・H ・...

|上位施策へ百貢献度|貢献している

ーた|主主主体の適正ι:lF22lT部情報系システムの管明用予務であり適正である

率三|憂益賓責担の適正化|適正である|市内部情報系システムの管理運用業務であり適正である
性十品百りをきー竺γ ……H ・H ・1.............................1

7，781，000 

7;781，000 

'コスト効率三三日、 1適正である|市内部情報系システムの管理運用業務であり必要な経費負担である.. 
て

E主デ課主三題菱主

の今方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

~里

匹仁日

=決算額(円)

2，777，382 

2，777，382 

臨時



様式1号(事務事業評価)

L円)

1，286，000 1，177，200 

1;286，000 1，177，200 

匹LIJ

臨時

給与係人事課平成27年度事務事業評価シート|課，局・室冒所(係)1 

4 ~ 1干1卜卜卜:三マ三三一J三主主主主全工主J

|，人kヱ数(木役)社一1.人件費t同)1
|0.31  1，687，2001 

A 二τ 二倉r百十

算一一蹴一一一

て土器具一一
&七一一一

J

一太+

活動指標または成果指標予三 J

個人番号制度プログラムの人事・給与システムへ L

1 1 
の導入・管理・運用(指標設定できない)

2 

3 

1ミ三ξで三三f全空三三三主三三三;1主1掴!同H的の妥当性牛一γ一三三三ミ'1妥当である |市内部情報系システムを個人番号制度に対応させるものであり妥当である
ん妥二一二んp，卜=忌子…リ刷印山"山盆.山……..山……….. 山….. 山…盆“山....…….叫山山….. 山….. 山...……'り山山.. 山山..山....山‘h山.

当ム三寸'1画清1掠本関与の妥当性 1妥当である|市内部情報系システムを個人番号制度に対応させるものであり妥当である
性 L島"…….“….日...……..一.

.対象象，(受豆賓)の妥当性| 妥当である|市内部情報系システムを個人番号制度に対応させるものであり妥当である

l同目標達成度度:弓主 |達成している
f一一有二|山H ・H ・.....….己戸.主............1
:効言|類似事業の存，~..:>_;.}.I 存在しない

t|五長二記長伝説五三|
ー実施主体の適正化. ，適正である|市内部情報系システムの管理運用業務であり適正である

J 効 I;..........;~子高石二1…H・H・山1.............................1

;三事|受益者負j亜の適正化|適正である|市内部情報系システムの管理運用業務であり適正である

三;:l亘2ト効率子三三|適正である|市内部情報系システムの管理運用業務であり必要な経費負担である

e 
i 今後、さらに事務の効率化を図るためには、庶務管理システムの導入が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当
:'7 
の方
向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所{係)I 財政課 財政係 匹Eヨ
大項目(政策) 小項目(基本事葉)

効率的で健全な行財政基盤づくり 庁内行政情報化の推進
町時計画 N

内部情報系システム管理運用事業 財務会計システム改修事業

事|忍崎市時二宇野231;752協調対象|財務会計シれいー及び財務会計システム

詰|なっている。また、現行システムを新たなサーバ環境に適応させ|手段|サーバーの更新
lるには、システム改修が同時に必要となることから、サーバ更新l l 

一 一一一票に併せて、現行Yステムの改修を行うものである。 ι意図柄務会計システムの安定的措用の継続

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円7

ff 
機械器具借上料 539，000 538，909 

田盟手手主三割三

国庫支出金

県支出金

内合
地方債…

訳一 訳 その他ニ

一般財源ご

AEb3 • 計 539，000 538;909 合計

f-~ _un~{tf.~. m_ I人工数晴)1人件費(円ITJ.r:-3H-f~R I 鉦
人件費概算 二 I 0叫 ;-S~'， 4;51 F算入|

※上段:目標

活動指標または成果指標 1 H25 1 三 H26

1 1新サーバー上でのシステムの安定的な稼動

2 

3 

|ー三 j目的の妥当性 『三三| 妥当である
妥 4 トrγ:.......;.1
当三|自清体関与の妥当性|妥当である，
怯|民主 1.............................1 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有 I.~ 警守男;二......<..，:I..!:~.と:.~.~~..I.:.:二三ヨ哲然主fTIffff史<，烹開.ffrE
ミ効 l類似事業の存在 1存在し~ない
=桂三f.......;;.:.."......'.........;.........::..1

¥二1上位施策への貢献度|貢献している

一実施主体の適正化 '1適正である
効 l・ H ・ H ・....・......….;~:;L..~..;.. ， ....I

v 率 I受益者負担の適正化|適正である

t右足21平...................':::'1適正である

---

539，000 538，909 

539，000 538，909 

臨時

現行シスァムは、平成14年度に導入されたものであり、パッケージの保守については、 5年後には終了することも考えられ、
近い将来、システム自体の更新が必要となる可能性が高い。全庁舎的なシステムであり、更新となれば多額の経費と時間を
要する。

F課題

=今の向性方後 事業の終了 改善期
|時

直1予 算一子崎報管理課



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課a局室・所得)I 管財課 財産管理係 匹I9 I 

E豆旦i
21電子自治体の推進と行政サービスの向上12 

固定資産台帳等整備事業

"""'"'財務規則に規定する市有財産め総括として、全庁的に
芸|利用可能な財産管理システムを構築し、公会計への対応

概|や市有財産の適正管理による行政事務の効率化、市民|手段|財産の現況把握、所管の確定、管理システム構築、更新作業
Iサービスの向上、市有財産の有効活用による自主財源の
確保を図る。 同図|有政事務の効率化、-市民十一ぞスの向土、白主財源の確保

歳出 予算現額(円) 決算額(円) て歳入 予算現額(円) 決算額(円)

台帳整備委託料 3，900，000 3，898，800 国庫支出金

支出向 R財調L さ割音.， 
県支出金J

地方債

ご訳 訳 その他

一般財源 r 3，900，000 3，898，800 

d匡bヨ‘ 計 3，90Q，000 ~.. 3，898，800 AEbヨ.. 計 3，900，000 3，898，8001 
一般 | 臨時

r 活覇指標孟たほ戒裏詣覆 1 H25. 1 三 H26

1 7500筆 I 7500筆
財産分類・所管区分等の調査済み市有地のデ~ 1........~.~;.:-;".i;;.......1 

11-;:~~:~.~/I ~~IJ -.--r ..../W"J ...E3... 1J-1..， rll .l ï.~...~... _.，/ I 6950筆 I 7150筆
タ入力筆数 I........'::.~':'.~.~・M ・ .....1

92.67% I 95.33% 

21財産分類・所管区分等の担当課への確認作業

3 

『目的の妥当性 I妥当である|市有地の管理であり、妥当である。
妥'.1……山.........'……H・H ・;.1.............................1

二二当 |自治体関与の妥当性|妥当である|行政事務の効率化や市民サービスの向上等であり、妥当である。
I 性 1.............: ・・ I.....~.~.::~:..;....I 

'対象(受益者)の妥当性|妥当である|市有地であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成しーている|データ入力は、大多数済んでいる。今後は、確認作業である。
有 1..................."...."，..，...;.........1
効|類似事業の存在 と|存在しない

ラ性ド l 
I.B位施策への貢献度|概ね貢献している

実施主体の適正化 l 適正である

il房長持持者521:む145:伝子57訪日E355::
|コスト効率 | 適正である .. 
l.国から、平成28年度末までに台帳整備を行うよう指F されている。
2.膨大なデータ処理業務や定期的なデータ更新に対応する体制構築、及び最終段階の財産管理システム構築にかかるコ
ストが必要。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

台帳整備事業支援委託により、 27年度・28年度の2ヵ年で、固定資産台帳の整備を行っているところである。



様式1号(事務事業評価)

情報管理課 |情報政策係、情報管理係|

事|地域イジトラネット基盤整備により;市浦爾両ットワークを|対象|内部情報系システム
l構築し、情報システムが稼働を始めた。財務会計やグループウェ十 | 

業|アなどにより事務処理の効率化・共有化を図っており、また、インt手段|管理・運営事業
概|タ」ネットによる情報収集や電子メーノレによる相互連絡等が重要| ーl
要|度を増してきでいるため、安定稼動は必要不可欠である。 一|ι霊園flシステムの安定稼動

三 歳三三出よーーヘ 予算現額(円J|決算額(円)

守竺:ニ出七Eて三ι 

需用費 6，704，000 6，702，598 

委託料 6，202，884 5，338，345 

使用料及び賃借料 15，114，000 15，111，390 
内
訳 負担金、補助及び交付金 357，000 335，162 554，130 

その他 740，000 489，340 28，563，754 

合計 29，117，1384 ， 27;nEi;83(i 一 29，117;813，4

1>て一三間願主主主|人工数以役)f，.J...傾向う1 1交付税|無
Lj二三 1 1.41 7，267，2371 1三算禾三|

※上段:目標

活動指標または成果指標 1 ム H25 1 H26 

1 365日 1 365日

1 1情報システムの日常点検を実施する。 1 365日 1 365日

l00.00% I 100.00% 

1 6件以内 1 6件以内
システム障害の発生件数(復旧が30分を越えたも卜…… 十

21の)l・… 2仕1...吹…・"

3 

主主 l.t.~，n幸子生... 三1妥当である|市役所全体で使用する内部事務処理システムである。
1. ・，i.;~;;..;"...;;;;，';.;;......"..I.............................1

デ当三I自治体関与ぬ妥き性|妥当である|行政サービスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
司ロE ‘・・・・・・..・・・・・・・・・・・・り・・・・・・・・・ヂ・・・・・・・・・....・ a 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有 1.F?男子.....:...:........1望号.ピ.1JT.|????と-Clt¥壬
ヱ三効 |類似事業の存在 | 存在しない
主弓 二三五".....1

Ii主位施策(の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|行政サービスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
効 1....り.....・-…・.....・-…H・H・..…1.............................1

匝QJ

C円)

554，130 

27，422，705 

三 21:'916，83(i

経常

事三 I畏益者者r負担の適正化| 適正である|市民全体に対する行政サ一ピスであり弘、特定の受益者に負担を求める事業ではない。
性:こ二 |卜主百討耐"…….“.亙両耐山川川.. 山円円.. 円竺坦旦り.. 竺ι….日...♂i戸.山Pム一.…;λι“.川.. 

bコス卜効率 V三巳 適正である|仮想化サーバの導入などでサーバを統合しコスト削減に努めている。

.レ
随時導入してきた更新サイクルの異なる情報システムを効率的に、仮想化サーバ(サーバ統合)に移行してコスト削減を図ら
なければならない。また、サーバ機器等を設置してし、るサーバ室について、適切な場所への移設等を検討する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

EE 



様式1号(事務事業評価)

匹I3 I 情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課骨・室面所(係)1 

一歳二二一入 予算現額(円) 決算額〈円)

財調訳向 割合

国庫支出金」

県支出金 h

地方債

その他 総務費雑入 1，187，000 1，104，840 

一般財源 24，888，252 23，995，476 

合 γ 計1 ~6 ，075 ， 252 ...2;i，100，316 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

?支

需用費 4，807，000 4，141，426 

委託料 1，831，252 1，830，852 
ム出 t

使用料及び賃借料 18，706，000 18，665，971 
内
訳 負担金、補助及び交付金 501，000 393，000 

その他 230，000 69，067 

合 計 ご 26，075，252 25，190，316 

吋一|官21-l
※上段:目標

俳以内 f......~'件F

7
-
5
-

Y
J
-
Q
d
-

同
一
川
-

L
E
u
-
o
o
-

r
p
t
-
ρ
o
-

面
畠
E

マa
-

;
 

再
T
=
b

一

て

z''-
噌

E
A
』

工
一
一

一二¥了一一一
L

E

J
 

活動指標または成果指標

1 1通信機器の日常点検を実施する。

ι 

ネットワーク障害の発生件数(復旧が30分を越え
21 

たもの)

3 

|旧目的の妥当性妥当である l市役所全体で使用する通信基盤であるo

J 妥 fトトトM山………...山山…….. 山山.. 山….“山..……… .. ‘ “山山...円….斗1

z 当 |同自治体関与の妥当性| 妥当である|行政サ一ピスを行うための通信基盤である。
J 性 |トト.日………….日…………..…………a日……….日……..…..……...吹.竺竺i台主号子←H一.. 一ふ・…・・・，.............................，

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有うz一担[二官[J匝;円?明'秀号惇翌黙存里 ‘..1 空幣黙停性.とピピL.-CVごご土三v¥三:竺汎T引引I.!円1':11目門門明盟目竺竺a門?
効 ;1類似事業の存在一一三;士云~I 存在しない
三性 f.............:.;........ ，....~.:，三 ニ|

上位施策之舎の貢献度|貢献している

J効 |実施主?の空正化 |適正である f役所全体で使用する通信耕三ある。

率 |受受i益者負担の適正化ニI適正である I市民全体に対する行政サ一ピスであり弘、特定の受益者に負担を求める事業ではない。
| 性 ‘ lト卜ト..山……….. 山……….“山…….“山….“山...……….日…………..………..……..…一.“.

コ̂ ト効率三:三竺r弓こ | 適正である 十複数のネットワークを論理的に分離し統合することにより重複投資のコスト削減を図っているo

職員による日常点検にて障害の予兆を発見することが重要であり、職員のスキルアップを図る必要がある。また、通信機器等

を設置しているサーバ室について、適切な場所への移設等を検討する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

• 

特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 a骨室町所(係)I 情報管理課 |情報政策係、情報管理係| 回ココ

個人番号利用事務における自治体情報システム強靭性の向上事業

事|平成27年の日本年金機構における個人情報流出事故を婦、自治体情
l報セキュリティ対策の徹底・強化を図るため、総務省において緊急強化対

業|策チームが組織され、情報セキュリティの抜本強化に向けた提言が示され
概|た。これに基づき、 7 イナンバーを扱う情報システム及び通信ネットワーク

lの早急なセキュリティ強化が求められている。個人番号利用事務における
:要:1主要な対策は、情報の持ち出し不可対策及び三要素認証となっでいる。 1意図|個人番号利用事務におけるセキ=!Jティ強化 一

支
出
内
訳

三歳 ι 出

委託料

d同』 計

予算現額(円) 決算額(円)

1，990，000 。

;二三1，990，QOO 。
|.A.1I数(人役)1"一人件費(円)1 
|0.11  576，8501 

三活動指標または成果指標 H25 

1 1情報セキュリティ対策の実施

2 

3 

交付税
算入 日

|目的の妥当性、 I妥当である|目的(意図)の達成が総合計画の施策に沿う事業であるo

z 妥主 F~...~'一一山……"・H・H ・ .....;1.....……....... 十
喜三時常国主の妥当性|妥当である|マイナンバー制度施行に伴肘ユ貯イ対策である。

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である Iマイナンノパ'{---制度施行に伴うセキユリテイ対策であり玖、妥当であるo

有I.~ザ宇符翌努黙守空烹烹門.里里男史長ι空聖TTt.;;L二，...二，.;'二"..ι:.ト?ト| 空黙持どr三;L，"(1.-ご士力1.-刈E旬.烹守た:烈?門翌全竺空?恥恥:<，三と:<0)三三<0)二ゴ!工う)

ユ効 |類似事業の存在:三 1 存在しない

;f:FC'|王両手二語説|説仁三三|二イデジス二両両五iぷ:員長35E語以局長以;;

ー実施主体の適正化 1 適正である|市役所で整備すべき環境である。
J 効効 J川 "… .. 川....…….町叩司..……...…….刊山…….. 山.刊山.. 一一….日...ιh河而川'...刊.. 山….. 吋.刊…'

(円)。

。

臨時

干-へ率 |受益者負担の適正化|適正である|補助対象経費として認められる額の2分の1が補助金、残り2分の1が補正予算債
; 性 fド1竺円山川….. 山….. …… .. … .. 斤(…竺り….

l出コスト効率 | 適正である

-F 平成27年度は調査、研究及び国庫補助金交付申請を行った。平成29年度のマイナンバー情報提供開始に向けてセキュリ
ティ対策を行ってして必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮町所(係)1 情報管理課 |情報政策係、情報管理係| 匹LD

個人番号関係事務における自治体情報システム強靭性の向上事業

l平成27年の日本年金機構における個人情報流出事故を受け、自治体情1.< ..t.i..L ~.1
事|報セキュリティ対策の徹底・強化を図るため、総務省において緊急強化対|対象|内部情報系システム
業|策チームが組織され、情報セキュリティの抜本強化に向けた提言が示されI~c~--I 
卸!た。これに基づき、マイナンバーを扱う情報システム及び通信ネットワークl手段|管理・運営

長|の早急なセキュリティ強化が求められている。主要な対策としては、インタ~I ，~~J
lネットからの分離及び県セキdテイクラウド~の接続となっでいる。 1意図|個人番号関係事務におけるセキュリティ強化一

) 歳出 予算現額(円) 決算額C円)

委託料 299，000 。

主y主主主-主哩;主J主

dロh 計 299，000 。
人件費概算

ーェプf活動指標または成果指標 二 r 三|三二H25 三

1 1情報セキュリティ対策の実施

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|目的(意図)の達成が総合計画の施策に沿う事業である。
妥 I....~.………H・H・..…….'1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|マイナンバー制度施行に伴うセキュリティ対策である。
性 l.:;;ぶ・H ・....・V・....…1.............................1
:三三ご|対象〈受益者)の妥当性| 妥当である|マイナンバー制度施行に伴うセキュリティ対策であり、妥当である。

:主防空界再三:三|黙忠三|???TT.号.ぞ竺<0と
効 |類似事業の存在 |存在しない

注， rζ|エエ斗半説元芸二ら云示説長J量貢.記そぞぷ.;i:弓司L訂rドミ刀二与3;.子乙;:二占点j長.詰説長昂;じ;量説肩L山.4必i弘-J弘説.込五ぷ広込示必ぶ.ZZL5.ぶ44.
三f三主き|実施主体の適正化三|適正である|市役所で整備すベき環境である。

r 効三 t:ふふhλLι..山……司H山司H山司刊.一…ト..~'λ"………..山川..

臨時

率 |受益者負担の適正化 i適正である|補助対象経費として認められる額の2分の1が補助金、残り2分の1が補正予算{債責
性 lト卜ト"山…….日..………..….. …....……..山..山…….“….“山..………..山..山..山……..山..…..山……"山..山......・H ・-… … .1.............................1 

|三三 Iヨネト勃卒.1 適正である .. 
平成27年度は調査、研究及び国庫補助金交付申請を行った。平成28年度以降は、県情報セキュリァィクフウド事業と相E
補完しながらセキュリティ対策を行っていく必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

※繰越明許費299，000円(平成27年度→平成28年度)



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室・所(係)I 情報管理課 |情報政策係、情報管理係| 匹Eヨ

イントラネットにおける自治体情報システム強靭性の向上事業

目平扇亘7手扇面示羊益事語構l乙おける個人情報流出事故を受け、自治体情I-4.i晶
高度通信基盤

r事|報セキュpテイ対策の徹底・強化を図るため、総務省において緊急強化対|対象
業|策チームが組織され、情報セキュリティの抜本強化に向けた提言が示され「言-;;;;:1
協|た。これに基づき、マイナンバーを扱う情報システム及び通信ネットワーク|手段|管理・運営
~Iの早急なセキュリティ強化が求められてしも主要な対策としては、インター;ヲ γ; 
・表|キヴ怖らの分離及び県セキュリテイクラウドへの接続となっている。 Iー意図|個人番号関係事務におけるセキュリティ強イ七 T 一

歳出 r 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 22，200，000 。 入

国産支出金

財 |県支出金
源割は工E一
肉食世主重

(円)。
支
出

lz 
zミ:て工 ?台三言十 22;200，000 

I'~ 三三一 白数は在)l
J =μ喧問主..' f. l' ，-~ .. '~~ 1 

活動指標または成果指標

1 I情報セキュリティ対策の実施

2 

3 

」 妥古 |ト-υ.一..ωぷ.而品詰 ιん.1，'，;~，， ;'..~.u， "......I.............................1

100.00% 

訳: 同切他

三三''1ー融財源。
人件鵠4Iヨ女児|有|

H25 

弓1耳1三I~-I古官~Il立I!医E担的吋E昨均の偲吟妥
当 |自治体関与の妥当性1妥当である|マイナンバー制度施行に伴うセキュリティ対策であるo

性 |卜卜ト“山……….日…………..…….“……..…..日………“……....…………..……..….... …..ぷ.

5，100，000 

対象(受益者Jの妥当性| 妥当でで、ある|マイナンパ一制度施行に伴うセキユリテイ対策であり、妥当である。

有 l.~.!:照子............:，......1 き.たでし.~~..1ザ芳子三1，， '6(明全fF.Y:
三劫主主|類似事業の存在 | 存在しない

:性ミ;五!最有量1証言..1 説日~6.l:;::;;;;.~二雨量五日;;暴走前五両ぶしぶ説記

効 l~;~さ??空空!と.i:!?再三枚 r~空ヲア主竺士三雪景??

臨時

:=率容主斗|受益者負担の適正化|適正である|補助対象経費として認められる額の2分の1が補助金、残り2分の1が補正予算債
性三斗l可ふ戸五示ぷ6一一…{…;λ山而.叫り吋.片φ1り川.. 山….... ム山山面凶巾θ山.……"向….. 山.. ………7一一.. 山.. ….  

コスト効率三、二￥;戸:、 |適正である .. 

。
。

平成27年度は調査、研究及び国庫補助金交付申請を行った。平成28年度以降は、県情報セキュリティクラウド事業と相互
補完しながらセキュリティ対策を行っていく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

匹亡日|情報政策係、情報管理係|情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課・局宮，所(係)I 

、 歳三二:λ てごー 予算現額f円) 決算額{同)

z内劃合

国庫支出金 J

県支出金本

地方債

訳 その他

ー般財源

合一三計 。 。

(円)

合計 。
経常問?|叶!人ヱ数(大役)1人件費(円) 1 

0651 3，749，5221 

活覇福覆または戚裏宿覆

........出::::::::::r:::::三百二1 1情報セキュリティ委員会の開催回数

一回目
H
F
同
U
H

H
A吐
・

+
E
E
E
E
E
'
 

…回山
日

唱

t
A
H

"
「
h
U
M

21情報セキュリティポリシーの周知・啓発回数

3 

l 目的の妥当1f~三 、j 妥当である|市民の個人情報等情報資産を様々 な脅威から防御し、安定的な行政運営のため必要不可欠であるo

t 妥 ト山…山H ・M・-・・ぷ…H ・H・.....1.............................1

当二|自治体関与の妥当性| 妥当である|市民の個人情報等情報資産を様々な脅威から防御することは、自治体の義務である。
性 f..ιH・H・.................・H ・，i...u…1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である |市民の個人情報や行政運営上重要な情報を取り扱う市職員や外部委託事業者が対象であり、妥当である。

有 I.~ 守男史....;....，..1 黙とご1t\三 L~.. ~竺株三:た
T 効 |類似事業の存在 |存在しない
桂 f:..............;...，.....'{:，..:..・ 1 ・ 1

土位施策への貢献度|貢献している|情報セキュリティポリシーを実施し、市民の個人情報等情報資産を様々 な脅威から防御することl士、市民サービスの向上につながる。

実施主体の適正化2 二| 適正である |市民の個人情報等の情報資産を様々な脅威から防御することは、情報資産を取り扱う市職員や外部委託事業者の義務である。
効 }・H ・H ・-ん.o.，ナー……H ・H・日.1.............................，

二率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当ではない事業
:性トH ・H ・....・H ・-…九日……1.............................1

|ヨスト効率 三三 |適正である

技術の進歩等に伴う情報セキュリァィを取り巻く急速な状況の変化に柔軟に対応できるよう、情報セキュリアイポリシーの見直
しを図っていく必要がある。

課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.. 

業事算予ロゼj
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課z局室E所(係)I 情報管理課 |情報政策係、情報管理係| 匹仁日

歳 ム 出 、 予算現額(円) 決算額[円)

合三計 o 。
入件費概算

I人工数(入役)1人体貰I再n
10.51 2，884，2481 

活動指標または成果指標 1 .. H25 

1 1監査実施計画に基づく監査の実施部署数

二 歳入二よ三乙三 至里璽璽(円) 決算額(円〉

訳調師向割一三音

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

;合ー計: 、O 。
経常

/ 、目目・・・・H・H・........・H・...・4い “"・・

2 

3 

l目的の妥当性 l 、| 妥当である l情報セキュリティポリトに監査の実施を定めており、市民の個人情報等情報資産を取り扱う上で優先して実施するべきである。
妥ドー......・M・..…..........o.…1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である If情青報セキユリテイポリシ一に監査の実施を定めている。
性，dト旦り.日………….. ………… .. ……… .. …… .. 山.. ……….“山….. 山….. …..日……旨同山….. ….日.....….. ….日川宇

|対象f受益者)の妥当性| 妥当である |市職員は情報セキユリテイポリシ一を遵守する義務を負つており弘、対象となるのは妥当である。

|旧目標達成度二官三 1i達童成している|目的を達成している。
| 有 トH・H・"・勺ち山川町H・H・-…・・トH・H・"・・・・...............1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト.......・H ・ h ・・・1.............................1

三三|上位施策への貢献度|貢献している|情報セキュリティポヂノーを実施し、市民の個人情報等情報資産を様々 な脅蜘ら防御するととは、市民サーピスの向上につながる。

|実施主体の適正化 |適正である|手法として外部監査も考えられるが、予算を伴う。
効 ト・・・・・叩ふ石山町岡山……1.............................1
率 |畏益著賀担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当ではない事業
可干円可半← 骨...日.. タh川.. 山戸hμ.“….目......日….....日…...….. … .. … .. 山...“山.. 川.....日…'日….. ….日…....寸1.............................1

1 .三三 lコスト効率 一工戸|適正である .. 
将来的に、外部監査法人による監査の導入を検討していく必要がある。

謀自

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 古改時善期

業

一

事

一

算

一
予
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一
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一
記
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一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局E 室置所得)I 情報管理課 |情報政策係、情報管理係| 匹OD

全職員

セキュリティ研修及び訓練の実施

人的面においての情報セキェリティ対策を講じるため。

(円) 歳入二 予算現額(円) 決算額(円)

合 計

活動指標または成果指標

1 1情報セキュリティ研修の受講人数

標的型攻撃等によるウイルス感染対策訓練の実
21施

3 

踊訳財闘語割壬ー

。

H25 

国庫支出金

県支出金三三

地方債三

その他会三 y

二般財澗

合計 。
一般 経常

H26 

|ニ三: 旧的の妥当性 l 妥当である |怖情報セ悼キユリ貯テイdポM如シ一寸lに乙市研修.白訓司訓1練の実施を定めてお削り、市民の個人情報等情報資産を取肘り担釦う上で優先して実施す拘るベ咋きで噛あるe

T 妥 卜山….日….叫山…….. 山…….. 山.. 叫.... 山…….リ山?日.. 山…….. 山….“….一...山….
当 l同自治体関与の妥当性| 妥当である|情報セキユリテイポリシ一に研修.訓練の実施を定めている。
性 f..・H ・-…........・・・H ・..，.............................，

対象(受益者1の妥当性| 妥当である |市職員は情報セキュリティポリシーを遵守する義務を負っており、対象となるのは妥当である。

有|??里 .........I.~.~~~と:.~.:~l.~.~号明;;þJiJftと万三f
プ効，類似事業の存在 |存在しない
三性トH ・H ・........叫 圃・.，....，..+............................1

上位施策への貢献度|貢献している|情報セキュリティ柑ε fを実施し、市民の個人情報等情報資産を様々な脅威から防御すること広市民サービスの向上につながる。

.実施主体面適正化 | 適正である|市職員は情報セキュりテイポリシーを遵守する義務を負っており、対象となるのは妥当である。
効 I~..で………一…・・・H・ .....1.............................1

子率 I受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当ではない事業
J 性 i…H ・H ・......・H ・H ・H ・..………1.............................1

コスト効率 適正である

..... 
情報セキュリァィ研修の受講者の選定や標的型攻撃等によるウイルス感染対策訓練の実施方法について検討する必要があ
る。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

向性J



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課掴局室一所(係)I 税務課 市民税係 匹仁口

よ|地方麗吾市条嗣等に則した適正な賦課決定を行い、歳|詞象|市内の鉱泉浴場経営者
室|入の安定的な確保に努める。入湯税は特別徴収義務者~三 l
概|である鉱泉浴場の経営者から、毎月 15日までに提出され|手性|入湯税納入申告書の精査
Iる入湯税納入申告書を精査し、申告納税額の調定を行1 E 

要|ぅ。 I意図|賦課資料による適正賦課

歳入ご 予算現璽I円) 決算額(円)

国庫支出金、 37，218 26，548 

財調訳向 割合

県支出金ム

地方債

その他

一般財源

合計 37，218 26，5丑8

経常

活動指標または成果指標

入浴者数(人)

21入湯税歳入調定額(円)

、
•• 

h
1
 

L
V
"
河
川

:・:・

1

・J
-

J
ω
u
2
u
 

し…&…

-
2
4
-
u
「

h
d
-

J
E
1
N
"
に

uu

設…

ι…

'・az--TEE
・E・-'

u
一
川
一

な
五
百
…

十
レ
一
日
町
一

定
一
叫
…

設…

1
…

3 

|目的の妥当性 | 妥当である|自主財源の確保に貢献している。
三重 '1.._'..円山H・H・.........:.・M・.....・H・...・1.............................1
;主7当;主三三l同自治体関与の妥当性| 妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されている。
主:性三三ニ三ミlドJふι-山山ら長_"，'石ぷふ-デ子...….. ふ.孟ιぶぷ-五九iぶ示.示...…….. … .. 一…"………….. …… .. …....斗.

r1対象l受益者〉め妥当性| 妥当である l法令により規定されているo

目標達成度L 三三2

有 f..・M・...・H・....・…-…..…可ー1.............................1
)効- 1類似事業の存在 1存在しない|行っていない。

iEfJ|上位問ふ-貢献長 i貢献している|総合福に合致する事業(自主財源の確保)

I 実施主体白適正化 |適正である

効‘ L・I・-ぷよムー…"..…i主i二;1;;:;;.1
率 |受益者負担の適正イ在|適正である

γ性 f..・H・-・"……..............;./.;;1.............................1
三z三二|コスト効率 ィ |適正である|

...... 

課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

立!



様式1号(事務事業評価)

匹仁口固定資産税係税務課平成27年度事務事業評価シート|課・局?室引(係)

(PlJ 

雑入

20，579 

480，230 

7，113 

614，000 

予 {円)

2，600 2，600 

528，513 408，209 

90，000 90，000 

dE』3 言十 三 て...'621，113T 三三、500;809

…
「
|

経常

621，113 

1A.工数(人役)1';人件費(円)三|

|41  23，073，9801 

|三三二三三ぞ 活動指標または成果指標

1 1納税義務者数(人)

設定しない|設定しない

21固定資産税・都市計画税(土地)歳入調定額(円)11，519，536，80011，468，714，400 

3 

妥 |目的の妥当桂三妥?であるJ.~主財源の確保に空献している。

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されている。
性ト……………...........ー1.............................1

= 一一二主主二三ベご

一三三三一云ミご正三

工有三.Fふ三山長孟ら-ぷJ竺竺?竺...凶山.一…"山……...刊.1.............................1

効.I類似事業の存在さ I存在しない|行っていない。
性，..・a・………J…i…!_~--;-;._....ー 1.............................1

|上位施策への貢献度|貢献している|総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

実施主体の適正化 |適正である

7 二者負担型適正也|適正である

当スト効率三

..... 
土地課税業務の基本である現況調査(分合筆、国土調査の成果の確認)及び実態調査(異動を伴わない地目・現況変更
等)を、限られた条件(時間、人的労力)で効率的に調査できる体制・方法を検討する必要がある。

T子3課忌題宇三圭

今の後方
内事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度以降、改善する予定|

向性
時期

-
記
項
一

一
特
事
一



平成27年度事務事業評価シート|課ー局面室・所(係)1 税務課

一人件費概算三一

(円)

2，600 

408，000 

412，6Qgl:三手10，600

1人工数(人役)1三木y件費t円) 1 

1 3.251 民間，6091

|二一三三 三「三軍 人

謀向主:主議主宰合主
国庫支出金

県支出金

地方債

訳 その1也三三Z三

一般財源:空

合三計三

ト交付税、! 血 | 
l算入 | ホ|

※上段:目標

活動指標または成果指標 l 判 25 .1 宅三百~

1 1納税義務者数(人)
設定ルl設定ル

設定しない|設定しない

21固定資産税・都市計画税(家屋)歳入調定額(円)11，993，442，90012，036，643，700 

3 

目的砲J妥当性 三|妥当である|自主財源の確保に貢献している。

様式1号(事務事業評価)

固定資産税係 INol 7 1 

予算現額(同) 決算額(円)

412，600 378，100 

雑入 。 32，500 

412，600 ご410，60Q

経常

当 |自治体聞与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されているo

Fl長一毛色妥当性|妥吋る|主主に瑚 定 さ れ て ゆ 。

三三ーと|目標達成度 t王二
相 .・...~…・・，....・・・・・・・・・・・H 吋........・・4・・・・・・・・ 4ド

ム神高温事業の存在 |存在しない|行っていない。
町平 S向“・両日I山五日…・山...，..;........1.............................1ト

|上位施葦:"さの貢献度|貢献している I総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

、 1実施主砕石直正化 I適正である

者負担の逼正主|適正である l

コス=ト議事 ....1適正である

..... 
家屋課税業務の基本である現況調査(登記の異動や申出による新築、増改築、滅失の確認)及び実態調査(異動を伴わな
い家屋の形状の変更等)を、限られた条件(時間、人的労力)で効率的に調査できる体制・方法を検討する必要がある。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度以降、改善する予定

向性

固



様式1号(事務事業評価)

匹仁己固定資産税係

中項目[施策〕

財政運営の健全化

税務課平成27年度事務事業評価シート|課・局室置所〈係)I 

事|償却資産の所有者から、毎年賦課期日 (1月I白)現在の
業|償却資産の状況について1月末日まで、lこ申告があり、提
概|出された申告書に基づ、き増加資産、減少資産のデータ入
要lカを行い、 3月末日に価格を決定し、賦課する。

歳 2 入一: 予算現額(円) 決算額(同)1 

国庫支出金

県支出金 410，000 408，0001 

地方債

ぞの他

ー般財源

2 三 合 計 410，QOO 壬 408，000 

経常

活動指標または成果指標

三合 ;言十

入件費概算

納税義務者数(人)

設定しない|設定しない

1，815，034，70011，730，973，300 21固定資産税(償却資産)歳入調定額(円)

3 

三 I自的の妥当性 三 1妥当である|自主財源の確保に貢献している。
妥 hif・ヂ竺H・H・...・……・H・...↓ ...........1 
当 |楢自自:請?治台削{拡本関与の妥当性| 妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されている。
性性ノ lトド.“一….ι山=しい.. 一.

対象(受益者〉の妥当性| 妥当である|法令により規定されているo

目標達成度 r

;主三有 lι"山…….. …川.. 
:ご効;司三三|隔類似事業の存在 三三三 I存在しない |行つていない。
J性 r 三|ド-ろ示.忌守千h吋?千-←i..~...吋山………，.山….. …….…… .. 一一一.. ……… .. ……Jム….“....……….“….山温 ....μ':';'.:"'I"'=":':'~.'''''''''''''~''I 

三l1:.i立施策への貢献度|貢献している|総合計画に合致する事業(自主財源、の確保)

効 競主民主型リ適正である
p・m・._.，.~;.“・ P 寸

三率 1畏益者負担の適正化l適正である
E午三=三三三一7プ1控主j三h~己主を~イケ!一一……….叫山……….凶山….. 山….. 川....山…….. 

三三同=ス卜効率 3ミ o Iご適正である .」
固定資産税の中でも償却資産は土地、家屋と異なり申告課税である。申告期限が1月末までであるため、毎辱面克正申告
lのお願い及び市広報での啓発を行うとともに、未申告者の把握に取り組む必要がある。また、課税客体が多岐にわたり、専

'1門的であるため、申告と実態との照合に苦慮している。
課題ュ

事業の進め方等に改善が必要方
性

づ
一
の
向

特記
事項



平成27年度事務事業評価シート|課・局室町所得)1

|二三三-，~歳戸出三三 予算現額(円7決算額(円)

旅費 17，400 17，280 

支
出
内
訳

d回b、 言十 17.400 I 迎。

2 

3 

1人工数(人投)1 

| 0 .051 

活動指標または成果指標

中国都市税務協議会幹事会出席(回)

人件費(円)1

竺f当

様式1号(事務事業評価)

税務課 収納係 匝1 9 1 

L円)

17，400 17，280 

17;400 '.17，280 

経常

ー目的の妥当性 J 三|概ね妥当であるl県内13市税務主管課長会議で決定した事項であり、県内13市の代表としてその役割を担う。

; 、|臣:}当iド:関子Jのつ呈当性| 妥当である I市税賦課徴収に係る実務運用を協議するため妥当である。 中国都市税務協議会則lEli-¥jJiji|| f三ミ性 lトf;..一.."一ベ〔竺引.寸台十F三-

|対象f受益者)の妥当性|妥当である l納税者の公平性を担保するための事業であるためおおむね妥当である。

|旧目標達成度三己三竺 |達成している
有 |………ぷぷ討而ら円1.............................1
効 i類似事業の存在三主三三司l存在しない|行つていない。

2 性 lト卜卜いい“……….“…………盆"…….. …….“山.“.“………….日山….. 山….. 山芭....山……….“…….“山.“旨円叩刊…….. …… .. … .. ………… .. …… .. …… .. …....………… .. 山….“山...……….. …….“…ぷ.“.

i云二二 1上位施策への貢献度 l概ね貢献している斗|中国地区の政策に合致する。

三三三|重量施主体の適正化 |概ね適正である
で効 'p:.::;~山吉…ぷ;i，~...::;~，:..;.".......1

率 |受益者負担の遁正f長呈d概ね適正である
J 性 lトトトトH山………...山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山...……….. 山….. 山……….. 山……….. 山川….. 川 叩.. 叩Pμ.“而山山….. 山….. 山..ふん.ぺ示吾子1手言守言ちト7一ア.

1... 、.1::1コス卜効率 J山了」 三斗|概ね適正である

課題

向今の方性後

圃

.. 

事業の終了 6

改善

時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨宮・所得)I 税務課 収納係/市民税係 匹I12 1 

収納管理事務

現額(同汁:決算額(円)~ (円}

l，614，3391 1，528，395 

2，964，0001 2，711，477 71，672，7391 52，131，802 

46，0001 46，000 

67，200，0001 48，021，870 雑入 1 210，0001 227，500 

58，4001 51，560 

計 I71，882，7ぬ|二i位，359，302

|人工数(入役1二|三 h人件費{円)>1

人i午豊概算 r三三 :1 7.41 42，686，8631 

活動指標または成栗福覆:

現年分収納率(%)

21滞納分収納率(%)

3 

目的の妥当性 | 妥当である|自主財源の確保に貢献している。
妥いい-……十......…山1. 十
当ぞト自治体関与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されている。
性ニキ山戸戸長山一M ・....・h・...ふ1............................+
三五1討象(受益者)の妥当性l妥当である l法令により規定されている。

旧標達成度 |達成している
有 1......・・・..，……山H・H・..........，..........・H・ 1 

効 1類似事業の存在 |存在しない|行っていない。
性ι1........;........:......子一一.. ，....+............................1 
ニーュ|上位施策"..干の貢轟度 I貢献している|総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

;すl実施主体の適正化づ|概ね適正である

，11 ，1........................:...;........，......1 |子医~jHgO);mIE1t概ね適正である

九|コス楠-率二三孟|概ね適正である| .. 

;'7i~882:7391τ52，35旦302

経常

継続して徴収事務の研修などから、滞納整理の手法等の徴税力の向上を図り、徴収事務に精通した職員の育成をしてして。

謀題二

今の向後方性τ 

特記
事項

また、特別徴収の推進に引き続き取り組む(市民税係)。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



平成27年度事務事業評価シート|課皿局首畳所得)1

.11平成28年度から軽自動車税の重課、軽課が行われるた
霊|め、軽自動車の初年度登録年月や燃費達成率が必要だ
歪|が、燃費達成率の情報は持っておらず、初年度登録年月
霊|の情報も不完全のため、すでに上記処理済の普通車(県

l税)と同様のシステムを構築する。

様式1号(事務事業評価)

税務課 市民税係 匝亡日

:正三三三歳一 J入 予算現額〈円) 決算額(円)

国庫支出金i

財調向 割合
県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 z 

654，000L 653，400 合一て言十

|丘 三|人工数(人酌')¥'1'晴(円)I 
竺二 人件費型算二~I 0叫 2風位51

活動指標または成果指標ャ士

1 I軽自動車検査・情報市区町村提供システム導入

2 

3 

f主茎:ι目13(lJ.j1門今子幣-ら竺一一1竺デ.. 一...石y
号当 |同自治休関与G頃ゴ墨当性性1妥当である|地方税法、山陽小野回市税条例等で規定されているo

性 }トトトト.日…………..………一..一…一..……..山...…………..…….日……..…..…………..……..……..山.，一L一…….竺?そ一.....…..o....・I ・....o.. ・M ・.1.............................1 
対象(受益者?の妥当性| 妥当である|法令により規定されている0

1目標達成度包 |達成している
有三;ιおい....・H・..………・1.............................1

主|手似事業の性 1存在しない|?っていない。

l土位施策への貢献度1貢献している|総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

パ |実施主体亘適正化 |概ね適正である

孟ヨ憂益着負担の適正化|概ね適正である
よ住宅:←ιぃーふ ".............:.，.'..::.;1 

三雪lコスト効率、→ う三三|概ね適正である

，.. 

課題

今の向方後性 事業の終了 す改時期善

里l

654，000 653，400 

654，OOQ 二- 653;400 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 企画課 企画係 匹I10 I 
大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり

号|個別の事務事業の行政評価を行うことにより、事業内容、|封象|市で実施した全事業

主|事業手法又は事業そのものを見直し、翌年度以降へ向けk~;~.1
概|た効率的かつ効果的な事業運営を行い、総合計画にお|手段|各課及び各部で評価を行い、企画課で公表する。

|ける将来都市像の実現へつなげていく。また、行政評価l E 

一一一望|を公表する乙どにより透明性の高い行政運営を行うよ I~ 意図~I効率的かつ効果的な事業の実施及び開かれた行政を推進宇る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算事額(円)|決算額(円)

支

訳出向 、τ

七て二士 二 AE会ヨh 計
c. ー 。

1 1事務事業評価事業数

評価示最上位となった事業の割合l最上位

(今後の方向性「計画どおり事業を進めることが適
21 

当J)/事業数(事務事業評価全事業一「事業の終
了j事業一繰出金事業))

3 

国庫支出金

財 県支出金

源訳向一割貴J圭ニ

地方債 t

その他

一般財源。|三合 計 。
一般 経常

H25 I H26 

670 769 

95% I 95% 

89% I 84弛

93.10% I 88.42% 

i三 |目的の妥当性 ，~..}..I 妥当である|行政評価を実施することで業務改善を図日民サービスの向上につながるo
r 妥 トu・9山......叫....;.，;;，，;;.....，;."1.............................1

h 当 |同自治イ体本関与の妥当性 I妥当である|市自治基本条例第1目9条に基づき実施している。

性 lト"………….日…….. …… .. … .. …….一…正一.…L一….ι一桓Fλ...戸"....………….. ……….日…….. …...子.. 一.

|対対:象(5受E益者)0の1妥当性| 妥当である

すI目標達成度 |概ね達成していえ

効 |類似事業の存在 1存在じない l
J 性 f・H ・H ・-……←一…ぷ←1.............................1ト

|上位施策(の貢献度1概ね貢献している事業を検証し、スクラップアンドピノレドや効率的、効果的な予算支出に活用できる。

説三l劫主体四の適正化 |適正である

三率 |受益者負担の適E化|適正である
r 性 f..・M ・..何|

コスト効率z 三ニ 三|適正である

---

。

各課から提出された事務事業評価シートを翌年度以降の効率的・効果的な事業運営に生かすため、ヒアリング等に積極的に
活用していく。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 企画課 企画係

三|本市m-(jz総合計画の期聞がH29年度満了玩瓦可二対象|第一次山陽小野田市総合計画
主|人口ビジョンを踏まえ、第二次の総合計画を策定する。 HI 1/"-

様式1号(事務事業評価)

匹LiiJ

毒1;Z年度に策定作業に着手し、 H28年度に委託業者を決|手段|公募委員を含めた会議において計画を策定
|定し、市民まちづくり会議等を開催して原案を作成じ、 HI l 

一一星129年度にパブリヲクコメントを経て-ょ議会議決を得私一 |意図↓計画伝基づき、重点事業を着実伝実施b、効率的台市政運営を行うー

目

支
出

内
ι訳

歳出

普通旅費

消耗品費

通信運搬費

通行料

研修負担金

三合計
f 

乙三入件費概算

予算現額(円)三決算額(円)

141，280 135，300 

108，141 108，141 

540，615 540，615 

12，570 12，570 

34，560 34，560 

837;，166 831，186 

. 且 da . 
E =ーー|入i王数(入i役)1人件費(円)1 

|0.451 2，595，823 

¥活動指標または成果指標---三号三 H25 

1 1第二次山陽小野田市総合計画策定

2 

3 

l目的の妥当性 |妥当である

了一三 =歳 : 入 予算現額(円7
ん国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ

地方債J

その他

一般財調 837，166 

~コh 計 837iHi6 

lf事実Fr|無|

i|労相当妥当:|:2224E!?自主;税制i三王手持52552232;::
|対象(受益軒の妥当性|妥当である

|目標達成度 -1概ね達成している

f有ト民・.~."! .....… l 
効 |類昭事業の存在、 l存在しない
性 ト一一戸通ぶ | 

上位施策~の貢献度|貢献している

三効三四主性の平!と...1適正である

率三|受益者負担の適正化|適正である
性} 主 主主 ..1 

コスト効率 f 三 | 適正である

.レ

決算額{円)

831，186 

831，186 

臨時

第一次総合計画は、第一次総合計画による市政運営の検証及び総括を行い、市民アンケートや市民まちづくり会議などで

課題

今の後方

向性

特記
事項

得られた市民の意見を検討し、市人口ビジョンを踏まえて策定する。今後の本市の財政状況として、多様化する市民ニーズl

への対応に要する経費や扶助費、施設の維持管理経費・更新経費の増加が予想される一方で、市税の増加が望めないた
め、市総合計画は、重点的に取り組むべき事業を定め、効率的な市政運営を行うことのできる実効性のある計画とする必要
がある。このため、計画期間12年間(平成41年度まで)において実施を予定する事業及び事業費をとりまとめ、財政見込と照
らし合わせながら、重点的事業を定めていくこととなるが、具体的作業について財政課ともよく協議して進めてして必要があ
る。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 企画課 企画係 匹I12 I 
大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり
同日計画 n

総合計画等策定事業

~I平成20年3月に策定した第一次山扇示耳面市総合計画
主|で、基本構想と基本計画を定めている。基本計画で示し

読|た施策の目的を達成するために必要な事業を具体的に|手段|各課で実施計画書を作成し、企画課でヒアリングを実施する。
l示すものとして、各課で計画期間を3年間とする実施計画

一一一 _.-~-~.Iを志め市年見直凶行っているι ←一 一 一 ー~~←:意図..1本市が目指す将来像を達成すでるための取組みを進める。

中項目(施策)

財政運営の健全化

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

訳主出向

合計 三エ O 。

歳，入 予算現額(円) j夫算額(円)

日調丙訣正三)ー三ご書三

国庫支出金

県支出金

地方債γ

その他三三 ζ

ー般財源--

合計 7 。 。
l人工数CA役)1入件費(円)1 

人件費概算 1 0.751 4，326，3711 経常

J 活動指標または成果指標

1 1実施計画作成に伴うヒアリング回数

21企画課査定を実施した事務事業数
1.......2忠実主'1.....努事実...

総合計画に掲げる指標(市民アンケート調査を指し"・.......………1........沼I{tj:…
31標とするものを除く)について、平成23年度現状 1 1 41件

値(改訂版)より向上した件数 f…H ・H ・.......・H ・..…T…・・153b.f・-

牛
一
宇
一
肌

i
l
u
-
-
=
h
u
 

n『
U
H
F
h
U
H

・

8

…4
n
印

忍l.~.~.~烹幣.............J 予三空三 lEETJ???.T:号明!!???E11.52竺;v~<b{)o
T 当:->1自治体関与の妥当性|妥当である
三盟三V.. _:;、ι二;;;...;.................，....:1

l対象t受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度一7一一了三三壬三一一 1概ね達成しじ-ている
有 }トト"山……….. 山……….. 山….. 山….. 山..，山…….. 山….. 山.. …ぷ品舎らふよム“‘ふ....雨主 | 

効 |類似事業の存在J

叶エZ通五;半尚i説説泌量ぶ二ぷぷ漏量誌説説持走正副:1通偏L逼肩証心:山二;-司半~I半|ド五弱元函証戸語量説瓦ぷ:沼長説Lぷ五主泌両詰泌ぷ平日ミ五長美五詞長両尚両 i巳;長説元子お芯五ζ; 

I 有瓦里害陪F主?竺F円?| 翌F里三ぞ摂三 : 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1.....・M・-…・.......、1.............................1

ー1コスト効率 |適正である.

4易
平成27年度は、評価項目ごとの評価点(5点・3点・1点)の選択を分かりゃすくするため、評価表を作成した。また、評価する
すべての事業が39点満点、となるように変更し、事業の比較を行いやすくした。今後も、より妥当な評価を反映できるよう評価の

課題
仕組みを検討し、修正を行っていく。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善i

28年度中に改善に着手

向性
時期

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

-
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

匹仁日企画係

.....，電源立地地域対策交付設及び市の一般財源を原資とす
宝lる電源立地振興基金について、基金から発生した利息を

毒|積み立てる(基金を原資とした対象施設の改修は、各課

裏|竺会施o) 0 

企画課平成27年度事務事業評価シート|課品・室=所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金:

県支出金

地方債一二一三

その他 τ主 預金利息 3，000 1，870 

ー般財;胃:

dEbヨ. 計 3，000 1，87Q 

決算額(円)

1，870 

予算現額(円)

3，000 

経常

、 ¥z3mol-7三 1，870

、， 1人工数(人役)1人件費(円)1 
人件費概主三云1 0吋 2剛 251

'+E a---一ロ
ぷ』
Eヨ

里塾璽璽埜ー里車罰百覆

11公共施設の改修

21基金の活用額(単位:円)

3 

目的の妥当性三二三一主 I妥当である|公共施設の適切な維持は、施設の延命化につながるものでで、あり妥当である。

妥 1.ト卜ト勺…一y一川.“.

三当JI自治{体本闘与の妥当性| 妥当である|公共施設は市が整備すベきであり、妥当である。
性三ト…ι............................“H ・M ・.1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|公共施設の改修を目的とする基金であり、妥当である。

目標達成度 |概ね達成し'ている
有 1.. . . . ~... .・川・H・H ・....... 三 、| 

神J類f以事業句存在 1存在しない
l'士 t.....・.....・.-.i.o.・・....向日・・!町.....・1

I=エ|主位施策六白貢献度|貢献している

効|警告主??空~.!.~.....;.I....~.~芳三|渋干空!ET--市tff.??:?主任
率 |受益者負担の適正化|適正である

三r 控 f'バん;

:三三斗|恒ヨスF効率 、三寸| 適正である |基金の活用により弘、一般財源の支出が抑えられる。

平成28年度をもって基金残両が0となる見込みで、あり、これをもって本事業は廃止することとなるが、今後も施設改修を実施

課題

する上で、より計画的に施設の維持管理及び改修を行っていく必要がある。

電源立地振興基金の活用にかかる施設台帳の整備が必要と考える。

r今の向方後性 事業の休止・廃止の検討が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

... 

J 最出二

~I電源立地振興基金積立金

三二二実 q
出二一:

内
訳

己l
※上段:目標

3事業 1 5事業

3事業 1 5事業

ご特記
|平成27年度末基金残高 3，596，840円

工事項



目

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮冒所(係)I 企画課 企画課

地方版総合戦略策定事業

事|ま'I?Dl:: .-1...-:=正副主語曜荷芹歳27語示房設
:!:131年度までの5か年の「地方版総合戦略Jを策定し、実行

事|していくことになった。 本市においても、産業や人口等の
I~ :Ü: ~~;;~~~{~L:rr;~~~~~'1V~~~~ ~:-;-==~;~ ~-7"" ~v; 1--;7隅|戦略を策定
|現状や将来の動向等を分析し、地域課題を踏まえて「人， ' 

要|口ビジョンJ及び「総合戦略Jを平成27年度時計るz|翻|雪合戦陥に

J 〆

歳 出ぺ 予算現額(円) 決算額(円) z 三歳 入

総合戦略策定支援業務委託料 10，000，000 9，763，0001 国庫支出金

支 報償金 56，000 56，000 財 県支出金
出

消耗品費 7，106 7，106 
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

合計 10，063，106 9;826，106 d回b、 計

-E三且atι_'___1.Er司、 -1-IlL ";:tS耳 F 、 l

活動指標または成裏指標--でつ三一i"プコHZ忌:---:T -H26 
1 1策定作業着手

山陽小野田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の 1'"・H ・-…H ・H ・-…...・H ・.t
1 1策定作業着手

策定 i……H ・H ・.......・H ・.t
100.00略

2 

3 

目的の妥当性. 1妥当である

予算現額(円)

100耳(委託料) 10，000，000 

63，106 

10，063，106 

一般

匹Eヨ

決算額(円)

9，763，000 

63，106 

9'，826，106 

臨時

a . t:~:~~~!~:~:~~~:~:t::記長::15jilliヲ日Jim-51jF2442十五ザ21日Jidlj::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

I目標達成度 三 I達成している
予有} 戸三 三 | 

効 |類似事業の存在乙 ι| 存在しない
性 f...;..".;........;.....，..........，..;，....1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 | 適正である Iまち・ひと・しごと創生法第10条の規定により市に地方版総合戦略の作成が義務付けられているため。

三効 b一←
~昇率主 I受益者負担の適正化| 適正である
性 1...・H ・...し....・H ・-… ...・M ・..…・・l

コスト効率 適正である .. 
地方版総合戦略の策定事業としては終了したが、今後この戦略の推進及び、効果検証を行っていく必要があるo

課題

今の後方

向性

特記 | 
1 (平成26年度予算の繰越事業)

事項 | 

事業の終了 改時善期



| 

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室田所得)I 

事|実施計画に基づき事業の選択と集中に努め、「最少の経
:!:I費で最大の効果を挙げるJ予算編成を行う。
議|また、健全財政を堅持するため、各種財政指標の推移
←裏|を注視し、長期的な視野に立った計画的な予算編成に努

』めるJ一一一一一

財政課

様式1号(事務事業評価)

財政係 匹I2 I 

予算編成事務

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額{円) 決算額(円)

モ三二重向出ァ一ー三で一て

印刷製本費 258，000 257，601 国庫支出金

訳 4

~ 言十 258，000 

人件費概算

1 1経常収支比率

21実質公債費比率(数値は3か年平均)

3 

財三 県支出金
源割

地方債、
内合
訳 その他

一般財源

257，601 AEbヨ. 

|H25  1 H26 

85% 1 85% 

93.60覧 92.90% 

---IE8京:i;:;;下r'+7-:9京:;rジ下.
15.10% I 14.30% 

14.50% I 12.80% 1..............................1..... 
ム0.6ポイント|ム1.5ポイント

言十

I巨的の妥当位ん:二|妥当である|予算は行政活動に不可欠な要素であり、妥当であるo

J 妥 lド.戸L一………"山叫"叫川.竺円"….竺山ぞν…"ι…... ふ"示示丙.叫川而"而-“五い."弘，...._.竺一ぷ?一ぷ;

:当寸 |自治体関与の妥当性|妥当である|市固有の事務であり、妥当である。
性 1..'..."………................・M ・.1.............................，

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

258，000 257，601 
. 258，000 257，601 

目標達成度 概ね達成しているl実質公債費比率は改善の方向にあるが、経常収支比率は高止まりしており、財政は硬直化の傾向にある。

有 t...・....・H ・...・……-……-…，.............................，
効:二|類似事業の存在ム |存在しない|
性二 I;，.:~.，~;員-一一……)一日一:E+.....………… l 

l土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 1....，........，..:.，..;.;....................1
率 |受益賓負担の適正化|適正である
性ード........h正巳言子 ー|

コ|コスト効率、 I 適正である

-v 
平成27年度から普通交付税の段階的な減額が始まり、今後、市の財政状況は厳しさを増すと予測されている。こうした中、

課題

奇麗
の方
向性

将来にわたり安定した財政運営を確保するためには、予算編成の中で行われてきた従前の取り組みに加え、さらに踏み込ん
|だ行財政改革による行政経費の圧縮が必要となる。

計画どおり事業を進めるととが適当 |詣|
I特記-
|二事項:



平成27年度事務事業評価シート|課・局冒室・所(係)I 

大項目(政策)

71 効率的で健全な行財政基盤づくり

;1実質公債費比率の推移を注視し問地方債の発行
に際しては、交付税算入額を考慮し、単年度の公債費が

町過大とならないよう努める。

要・一

(円)

312，723，000 309，952，699 

.g. 言十 3，333，699，00。3，328)528，463 

財人

源内二割合

訳

様式1号(事務事業評価)

財政課 財政係 匹I3 I 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債 91，400，000 91，400，000 

その他 使用料等 255，599，000 191，291，000 

一般財源ニ 2，986，700，000 3，045，837，463 

合計 3，333，699，000 3，328，528;463 

|人工数(怯|人T1241|習|無|也記 一般 経常

活動指標または成果指標

実質公債費比率(数値は3か年平均)
1 1 (目標値については、財政計画の改訂に伴いH25

以降見直している)

2 

3 

H25 1 . H26 

15.10% 1 14.30% 

14.50% I 12.80% 

ム0.6ポイン、ト|ム1.5ポイント

E凋目的の妥当性 ! 妥当である|公債費の抑制により安定的.継続的な財政運営を行うことができるため、妥当である。
云妥一三一 lトル川.ι山正...山山..山……..山..穴.で.，山.. ぷ….示示…iし川.一円円!竺.
三2当三主主|同自治一体関与の妥当性性ト| 妥当である |地方債を充当する事業や地方債区分の選択は、市が行うものであり弘、妥当である。
三ざf 性 、 f:.:...:......竺H ・H ・-元...日山"・H ・M ・.1.............................1

.対象{受益者1の妥当性|妥当である

目標達成度 1概ね達成している
有 1....................，.......................1

I 君主-一切~~O)存空 | 存在しない

きが一一七三|よ位施策Aの貢献度|貢献している

実施主体の適正化二 1適正である
効 I...........'.............................~..q

率 l受益者負担の適正化|適正である
性 f~."..;.，，;-......，..;..、|

弓、|コスト効率 1 適正である .. 
今後も、合併特例債を活用した大型建設事業が予定されており、単年度の公債費は、向い水準で、推移することが見込まれ

ることから、実施事業の「選択と集中」、そして「財政計画Jに基づく地方債の発行により、公債費の抑制に努めたい。

課題

マ今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改善期
時

I'~ ;fi，ml 



様式1号(事務事業評価)

回二日財政係財政課平成27年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 

基金積立事業

事:J調離脱詮辰五日jZ思号5521対象!基金

毒|行ってきた。将来にわたり安定した財政運営を行うため|手段|積み増しによる基金の強化
|に、引き続き財政基盤の強化を図り、適正な基金残高を1 1 

要|維持する。 一|意図|安定した財政運営を行うための財政基盤の強化

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財ム 県支出金
源割

地方債て
内合
訳 その他 利息 2，191，000 1，139，612 

一般財源 1，035，849，000 1，036，365，441 

合〆計」 1，038，040，000 1，037;505，053 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

財政調整基金積立金 963，965，000 963，965，000 

支 減債基金積立金 239，000 119，185 

;三訳出向
退職手当基金積立金 70，212，000 70，101，117 

まちづくり魅力基金積立金 3，605，000 3，308，657 

その他基金積立金 19，000 11，094 

1$ 計 1，038，040，000 1，037，505，053 

刊一凶
※上段:目標

H25. 1三三H26

2，493，000千円12，635，000千円

2，663，392千円13，476，699千円

l望見人件鵠4は工薮京在)[

|0.051 
人件費概算

J 活動指標または成果指標;

1 I財政調整基金・減債基金残高

2 

3 

|目的の妥当性 | 妥当である|今後、厳しい財政運営が予測される中、財政基盤の強化が必要であり、妥当である。
妥 p一弘主主…山山・...... ~ .. . .山1.............................1

当当吋|自治休関与@妥当性| 妥当である|基金は市の管理する財産であり弘、妥当であるo

性 Iトト日………….目….目………….. 一….“…….. 山...日一……….日……….. …….“…盆...….日….....片?山…...... … .. …… .. … .. 日….. 円叩.竺E

|k三 |対象(畏益者)ゐ妥当性| 妥当である|基金強化は、財政の安定を担保する一つの有力な手段であ制り弘、妥当である。

三 1目標達成度 三 1達成している
有三':kーが・・… .:.~，d 
刻ミ|類似事業の存在 . 1 存在しない
性トきや..二.元“・................:"'.1

上位施素人の貢献度|貢献している

I実施主体の適正化 1適正である
効三k..":， 二~ー|
率 1憂益者負担の適正化三|適正である

性 4ヰE括返ケ

地方交付税の逓減が始まろうとする中、本市にとって、財政基盤の強化は喫緊の課題である。こうした中、基金残向につい
'ては、平成26年度末で、当面の目標としてきた32億円を上回る積立額を確保したが、本市の抱える財政需要を考慮すると、
決して十分な額とはいえない状況である。平成32年度からは、地方交付税が完全な一本算定へと移行する予定であり、歳出

課きご題主

削減が進まなければ、将来的に大幅な財源不足が生じることも懸念される。また、今後、大学校舎建設事業をはじめとした大
型事業の財源として、多額の一般財源を要することも想定されることから、新たな目標額を設定し、引き続き可能な範囲で積
極的な積立に努めたい。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.. 

笠j



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課'局・室'所(係)I 財政課 財政係 匹c:o

手段|資金繰りのための一時借入金に伴う手Ij，息を支払う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〕 歳入

一時借入金利子 3，900，000 2，725，854 国庫支出金 T

出
内

財調向 割合
県支出金

地方債

訳 訳 その他

一般財源

合;計 3，900;000 2，725，854 A回d. 計

l.o-tt A1tJt，. ...，人工数(人役)I 人件費(円~I 交付税
;ミ持費概算ご I 0叫 肌叫|算入

| 活動指標または成果指標
I I 

2 

3 

一時借入金利子償還額
(目標値の設定はなし、)

目的の妥当性 I妥当である

H25 、|

1:::::~:~~;:~!i~::::L:::~:~~:，:~~:~~::::: 

予算現額(円)

3，900，000 

て 3，900，QOO

ZIH--所持:~:r::~~三五I~:I缶詰読売:今日2552552552;:
対象(受益者)の妥当性|妥当である

目目;標標達成度 主

引言希持持14停持停!存仔停停空子券苓熟:誇聖子善善手:8?併子存子校校絞5そ在正王ζ是，.....，ご.....，

|上位施荒への貢献度|貢献している

効|実性的~f.，:.~..:....1 適正である
率二|受益者負担の適正化|適正である
性 r:-:...;;;山・ ........... 二 ・・|

コスト効率 |適正である .. 
資金調達にあたっては、極力、基金からの繰替運用により対応し、コスト削減に努めているo

課題

-. 

今の方後!、

両性

特記
事項

計画どおり事業を進めるこどが適当
改善
時期

決算額(円)

2，725，854 

2;725，854 

経常



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E 室首所(係)I 財政課 財政係 匹I6 I 

公金管理土の不測の事態に備える

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 宮 歳，入 予算現額(円) 決算額(円)

保険料 150，000 148，485 国庫支出金

支ニ 財 県支出金

三宰府出主R雪主主J 

源内 割合 地方債i

訳 その他一

一般財源三

¥合計 150，000 148，485 合計

E • _，U'-， .4円_， EE ，~~ー，、 1

人件費概算

活動指標または成果指標

火災など不測の事態により、公金管理上生じうる
金銭的損害の極小化

21保険加入の継続

3 

H25 

l00.00% 1 100.00% 
加入継続 | 加入継続

加入継続 | 加入継続

100.00% I 100.00% 

150，000 

150，000 

一般

目的白妥当世 I 妥当である|公金は市の財産であり玖、その損害回復を目的としていることから妥当であるo

妥 |トトトu山山……u山山….. 山山u川…u
当 |同自治体関与の妥当性| 妥当である|市が取り扱う公金管理上必要であることから妥当である。
性 lトト"…….マ...一…..

148，485 

148;485 

経常

|l二二T三 j:M伊対象航(受蹴益者劃)の妥当E町| 妥当計であ抗る |い公金は市が適正に管理すベき抗ものであ制机り弘、対象として妥当である。

主J==(|空空空秀烹空惣号明央 ...人，::.21イ:..J‘“|戸.とピごvどr叶，¥三三刈:三三オT三オJ竹.空?仔界:1:::竺烹吹5タ交T守7.>*ou
効 |類似事業の存3在 |存在しない
性 lト.. ん.

上位施策̂ 、の仮;貢献度 l貢献してしい、泊る

主;三|実施主体の適正化ミ|適正である|公金は市が管理すべきものであり、適正である。
;効f-.♂ら….引………示1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|公金管理は市の負担で行うべきものであり、適正である。
性 i…ぷ円高"同町…....・H ・.1.............................1

|コスト効率三 f 三 ァ|適正である

:課題

今の方後

向性

l 特記
事項、

.. 

計画どおり事業を進めるととが適当 時改善期



椋式1号(事務事業評価)

匹1 7 1 調整係財政課平成27年度事務事業評価シート|課E 局室・所得)1

補助金交付の見直し事務

手段|平成20年1月策定の補助金の見直し基準に基づき検証

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

露向凪T Z : 割在ー

国庫支出金

県支出金

地方債 J

その他訳

ー般財調二

合計三三 。 。

(円)

。
経常

交付税
己算入

l人工数(人役)1人件費(円)1
0051 2風 4251

本件費概算

H25γl 活動指標または成果指標

…巾円一
一千…

n
n
U
H
 

u
n
H
V
H
 

u
n
k
u
 

U

円

L
u

-------
…円…

一千…
H
F
h
u
n
 

町
内
、
u

H

n
F
h
u
n
 

H

唱

aよ
"

補助金の削減額
1 1 

(平成19年度予算額39，155千円を基準)

60 I 60 1.........……・…・....・H ・._.......・H ・...・H ・....・…・
60 I 60 '......................................“・..・....‘・.........

100.00% I 100.00% 

21運営補助見直し対象団体数

3 

I旦的の妥当性 l 妥当である|公益上必要があるかどうかの客観的な認定(統一基準の策定)
妥 ト H…….. 山….日…...山一.. 

当 |自治休関与dの1妥当性| 妥当である|地方自治法第232条の2訂「公益上必必、要がある場合において補助することができる引J 
性 l十トトト.日………….日………….. 一…….. 山….. 山.. ヨ"……….日….目….日.ιι"山……….. 山……….. …… .. …… .. …...…ι .. 

|対象C受益者Jの妥当f位空| 妥当である|運営補助を交付してしい、唱る6印O団体

l目標達成度 1概ね達成して引Uい、活る.
有よr・h・..・.-..・M ・n… 1............;................1 

4 効三|類似事業の存在 l存在しない
性.-L:o'…ーィ 缶百 、 | 

|上位施策'^'の貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
三効 :'f;.".....-.;.........，;.，........::........，川| 
〉率子芋司~I 受覧U益者者ヤ負担の適正化| 適正である

ん 性 |トド“川“川.. “.“山d“Lι.己Lぶ".λ.. ぷ .

|hコスト効率二三三;乙三去 | 適正である

-平成20年に策定した現行の「補助金交付基準Jは、策定以後見直しが行われていないことから、補助金見直しの対象を含
め、基準の見直しが必要。

課題

今の向方性後、 事業の進め方等に改善が必要
改善 29年度以降、改善する予定
時期

，. 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

回二日

車|国の要請に基づき、平成29年度までに固定資産台帳整|対象
主|備と複式簿記の導入を前提とした統一的な基準による財
義|務書類の作成・公表を行う。平成30年度以降は作成した
l財務書類を活用し、説明責任の履行や財政の効率化・適

要l正化に取り組む。 ト意図l説明責任の履行、財政の効率化・適正化ー

調整係

新地方公会計推進事業

一般会計

財政課

中項目(施策)

財政運営の健全化

平成27年度事務事業評価シート|課a局・室置所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金~

貝源財ヨ二合4 
県支出金二三

地方債三

その他:

一般財源 100% 958，000 957，225 

dEb3 • 計 958，000 957，225 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

訳支出向

シスァム開発委託料 958，000 957，225 

合、計 ....958;000 957，225 

凶…一附

交付税
算入

l人工数(入役)I人件費(円).1 

0251 1，442，1241 
人件費概算 臨時一般

H25 }若覇指標ま正面画裏膏覆

I::::::::::::::~:::::::::::::[::::::::::~:::::::: 1 I統一的な基準による財務書類の作成、活用

統一的な基準による財務書類数 . 品

2 I (貸借対照表、行政コスト計算書、純試算変動計 1-1 -
算書、資金収支計算書) ・ 4 

3 

I ...，tl目的の妥当性 I妥当である |資産・負債(ストック情報)の把握によるストックマネジメント、説明責任の履行、財務書類活用
ι 妥 1.;;'・..-......-.-;，.…H ・H ・.!~.........・M ・ +............................1

当 I自治体関与の妥当性| 妥当である Ir統一的な基準による地方ノA会計の整備促進について(平成27年1月総務大臣通知)Jによりすべての自治体に要請された事業
三性十H ・H ・......………....・.......，.....1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|住民や議会等に対して財務情報を分かりゃすく開示する

有 l.~.~持再生じ I..~~.町三I.:.~~.~.~~.~と翌二-ー?苧.勿
効 |類似事業の存在三 1 存在しない

ごI一世 |戸手7竺o.......o.." 三l
J三:ιIJオl立施策への貢献度、|貢献している

I実施主体の適正化 |適正である
効 lトトト.. 山…….. ……….一………i一……….. 叩山…町"山…….日……….. 山"山司，..，…司H川….. 叩….. 

率 |畏受!益者負担の適正化|適正である一 ........ .. 山...........…………“山…….. 山.“.. 日…………….. 山……….. 山…….. 山….. 山....…………...叶叫....………….日一一一.“山….. …............・H ・.......，
1コスト効率 き |概ね適正である|導入当初のため、固定資産台帳整備や財務書類作成に係る支援、システム環境整備に係る経費が必要

-新地方公会計制度導入にあたり、固定資産台帳整備や財務書類作成に関する支援業務及びシスァム環境整備に係る経
費が必要であり、効率的・効果的に導入・運用ができるようコストの検討が必要。
-財務書類作成後の活用方法について、検討が必要。

今の向方性後 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度以降、改善する予定

一一一 一、

• 

国主



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局 E 室冒所(係)I 用地係管財課 回二日

事|公共事業用地の取得や市有地の売却需を両肩E盃め
業|るため、市内の土地価格等の均衡を図り、適正な土地評

概|価を行うため、市有財産評価審議会を開催し、価格を決|手段|土地の画地評価。審議会の開催。価格の決定。
l定する。
i 一一 一一|意図拍正な評価をして、市内の土地価格の均衡を図る。

(円)。

dロ~ 計

歳;入' 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

理源再苦)主 割合
地方債

その抽 :一二[

マヲ般財源 3，000 。
合計 3，000 。

H25 

一般 | 経常

r 三活動指標またI孟~裏指標三

評価審議会開催回数、評価件数
1 I 

(目標は設定しない)

H26 

....5首;58伴"T'・・7面;"訂正・n

2 

3 

l目前面妥当性二:二|妥当である|市有財産の取得及び売却のための評価であり、妥当である0

1妥トふぷ・...・h・.~.-..-....ザ山H・M ・'，0'・1 ・ l 
τ当二 l自浩体関与の妥当性 I妥当である|適正な土地評価をするため、妥当である。
: 性 ト一……...…………..……..…….日…..γ…………….“…….日一.目一………….日………..………..……..…..……………..……….日………..……..…E目E………一.“山.“.………一一.“…一一.目一λ一..一一.一一斗..

| |円対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有， .f.;...，.....;.~，，;...，'...;..i....... ， ..;...1 

勃一三|類規事業の存在ミヨ存在しない

三二三|孟長之、み説|説仁三'~'~6"1通王半面ぷ記長長長伝説日以
実施主体の適正化 I適正である|市の関係職員が委員であり弘、適正であるo

効 ト
率一二j一一l受益者負担の適正正iイ住位| 適正である |市有財産の評価であり弘、適正であるo

三性r二~ f よム…...子戸 …'一ιぷ 一L一ぷι..…;一斗7プγケfιケゲfプ...日...山………..山…….帥山…..山....ぷふ斗'瓦二斗;斗司+............................，

三|コスト効率 キ |適正である l

e 
しおAF・司，，

一
題

っ一課

一
切
龍 計画どおり事業を進めることが適当 国
I:~:I 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局・室・所得)I 

~I平成26年8月に、総務省より地方自治体が経営する下水道事業や簡易水
雪 l道等に、減価償却など民間企業の会計制度の要素を取り入れた公営企業

下水道課 管理係

言1222宮之常総ザ訪問指ZF422おζ{乙|手段|官庁会計から公営企業会計に移行する。

匹0iJ

置 l公営企業会計への移行することが求められ、当市もその対象となり、移行 I ， ~_I 
長|準備に着手する。 I意図|資産価値、減価償却費を把握することにより、経営の効率化、健全化を図る。

L円) J 歳三:入 : 予算現額(円)

計

三人件費概算

J;0 

|人エ数(人役)1三人件費(円)1
|O.伍 1 2，595，8231 

活動指標または成果指標τ H25 

固定資産調査業務進捗率

21公営企業会計システム構築業務進捗率

国庫支出金

県支出金

地方債ご

その他

般財源

合 L計

宝?|右|

..................・M ・...・M ・4晶.........・...................
31移行事務手続き支援業務進捗率

。

目的の妥当性 • I妥当である|下水道事業特別会計の経営効率化、健全化が目的であり、妥当である。

国治体関与の妥当性|妥当である|下水道事業特別会計の企業会計移行作業であり、妥当である。

・対象(受益者)の妥当性|妥当である|下水道事業特別会計の経営の効率化、健全化が図れ、妥当である。

l目標達成度二て三二|達成している

有 1.トH山………..…..山…"….一i効 l類似蔓掌ぬぬJ存在:三可|存在しない
写 性 z一一...ぷ示..…!竺一..、 一 | 
三三一1:上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|会計の運営は市で行うものであり、適正である。
効 I・M・-………~--，….;:.".，¥，..q.............................1 
率 l受益者負担の適正化化、| 適正である|会計の運営は市で行うものでで、あり弘、適正でで、あるo

性 }トドJ長ι………....………..…...一川A戸凶川..ω.日… -

一一|同ヨスト効率 |適正である|下水道事業特別会計の経営の効率化、健全化が図れ、適正である。

.い
二課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃

決算額{円3

。
臨時



様式1号(事務事業評価)

回二ヨ市民税係税務課平成27年度事務事業評価シート|謀E局E 室冒所得)I 

|τ ム: 主主二三歳三 λ 予事麗麗(円) 決算額(同)

国庫支出童三
財 d 県支出金二三言 4，710，130 4，345，304 
j原害1]

地方債
内合
訳 その他二 雑入 1，200，000 1，416，800 

一般財源 = 

合 計 二'，5，910，1:30|三 5，762，104

経常

事覇市刀一決算額(円).

2，6001 2，600 

羽3，5301 349，950 

1，555，0001 1，549，734 

2，722，0001 2，721，600 

I，147，0001 1，138，220 

5，!HO;i3:Q1二iC

.5j]62¥104

l人工数f入役)I三人件費(同主|

|7.41 33，589，4881 
入件費概算一

」|
 

-

活動指標または成果指標

納税義務者数(人)

設定しない|設定しない

2，758，050，74012，733，650，580 21個人市民税歳入調定額(円)

3 

手l~聖祭当性 ..:...1妥当である|自主財源の確保に貢献している。

当1自省体関与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されているo

'"+ t・・-・日目白"……… n ・..............................1

対象t受益重)(J)妥当性| 妥当である l法令により規定されている。

ー 目標達成度三三三三
有主主 Iρ..."・・…H ・H ・.....・H ・-・・ん.j'i.'{.;;I.............................1

三効三一|類似事業の存在 I存在しない|千行Tつていない。
ご柱三三E王:三三t:~~三-空?争，.，干~守十‘今ι♂?三-ヂiら←且日.←.…………且u山…….. 山….. 山..“山……….. 山….. 山.“...……….. 山….. 一圃一ιi

|;主主位施策への貢献度|貢献してしい、泊る|総合計画に合致する事業(伯自主財源の確保)

;守き符雪慢2空黒王生 ...1 空再主三烹?三 | 
受益者負桓め適正化|適正である

ヨスト効率 J 工| 適正である

4' l薩雇雨吾ぬ受付業務に従事する職員の確保が課題となっており，今後，課OB職員への協力依頼の拡大について検討して

三:三主|いく必要がある。
三三三 Iまた，今後も税制の見直しが続く見込みとなっており，制度改正により当初賦課に係る課税資料の精査により時聞を要するこ
課題~Iととなってきてし唱。このことから，時間外勤務も増大していることから，応援体制、業務の更なる効率化を検討していく必要が

ある。

事業の進め方等に改善が必要

LJ11 

"7~こ

の方
向性



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|謀ー局・室E 所(係)I 税務課 市民税係

車|地方税法・市柔両専Iこ則した適切な賦課決雇釘Tぃ一、歳|対象i市内に事務所又は事業所を有する法人等
霊|入の安定的な確保に努める。そのため、事業年度終了後己三

概 I~か月以内に提出される法人市民税の申告書を精査し、巴竺 申告書の精査後、課税決定、納税通知書発送
|申告納税額の調定を行う。また、県税事務所からの通知ドー一

要一Itこ基づき更正・決定を行う。 p~霊園|賦課資料による適正課税

217，991 

217，99!j:よ三二....J71.Q02 三三 217:;991

I三 二三|人エ数(人役)1人件費(町

三手;

活動指標または成果指標

申告法人数(社)

設定しない|設定しない

21法人市民税歳入調定額(円) 984，864，800 11，165，877，400 

3 

目的の妥当性五三 |妥当である|自主財源の確保に貢献しているO

....・H ・...・H ・-・山パバ二ι.山示竺j;i.. ，~I............................+ 

自治体関与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されている。

事象(受益者)の妥当性|妥当である|法令により規定されている。

目標達成度二

類似事業の存聖三〆|存在しない|行っていない。

上位施策への貢献度二|貢献している I総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

皇極主体の適正化 I適正である

受益種的適正化|適正である

コスト効率三三二子二三註| 適正である

課題

今の向方後性

特記
事項

... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善
期

匝I2 I 

177，002 

177;002 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|器局z岳所(係)1 税務課 市民税係 回二日

云:三子歳三一出
井一一一 旅費

支出 士ム 需用費

内
訳

合、計

予算現額C円) 決算額(円)

2，600 2，600 

278，991 247，838 

281，591 三三 2!.iO.i438

i人工数(人役)1人件費(円)宝|

|1 .221 7，037，5641 

7活動指標または成果指標

1 1軽自動車賦課件数(台)

21軽自動車税歳入調定額(円)

設定しない|設定しない

141，994，800 1 144，809，900 

3 

目的の妥当性三三三|妥当である|自主財源の確保に貢献している。
妥 F............:……H ・H ・……山・|・・… | 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されているo

i 性~，.・H・...ーH・H ・.......・H ・...........… 1.............................1

二一二一三シ:二三

三弓7ミ-主二三r三直標達成成下度三主どて

有:1-.……..山...子五一ふふω..ふ一u…示忌ふ.... い川....トh…L一h…..竺?一プ一..山白一.
効 J類似事業の存在三三:正ゴ壬壬| 存在しない l行つてしい、ない。
性 lト卜へ...…戸山、...戸..…………..ιムぶ.己Lμ...一….一…………J一一….. …….“…....……… .. 山….. …..一一...・M ・， ---司…1.............................1

上位施策への貢献度|貢献している|総合計画に合致する事業(自主財源の確保)

-F 

{円1三

281，591 250，438 

281，591 250，438 

経常

税制改正による税率の変更やシステムの改修等、事務処理が複雑になることが考えられることから、事務の効率化について
検討する必要がある。

事業の進め方等に改善が必要 29年度以降、改善する予定

c 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局・室町所(船| 税務課 市民税係 匹I4 I 

と 歳 三大三ー三三三 予算現額(円) 決算額(円上

国庫支出金:

三よイメよ件費概算〆

38，2181 二 ?6Jc241

|人工数(人役)1三人件費〈同)1
|0.121 692，2191 

財覇訳向 割合

県支出金

地方債
そ

その他

一般財源

交付税
算入

dロ』

、 一一一 活動指標または成果指標--

1 Iたばこ売渡数(本)

21たばこ売渡数税歳入調定額(円)

3 

設定しない|設定しない

526，957，933 I 501，195，705 

1..............・・・・・・・・・......+........... 官 " ・....日、

I I目的の妥当性三二三 1妥当である|自主財源の確保に貢献している。
妥 l“;“.γ !恒，-;可戸一，-;，.戸'

計

当 I自j清盲{再本蘭写の妥当性| 妥当である l地方税法、山陽小野田市税条例等で規定されているo

性 .• ~ι-ト，....ふぷι7主二.二ζtし山可Jぷぷ}五子L一一..ふ.
干;子二1三I対象(受益者)の妥当性| 妥当である l法令により規定されている。

子子J三三ご旧目標違成度
デ有 l・・H・，...…H・H・......・H・..…・叶 i 

ー効 |類似事業壬の亮在三三| 存在しない|行っていない。
性 lト..山守;目→.-.、，-...可..イふ
山 E主{位主蕗量'"号5ゐ貢献度|貢献してしい、泊る|総合計画に合致する事業(岨自主財源の確保)

三￥[実施主体の適正化 l適正である
二三二勃:三f主三IドF示…‘H川"川.

壬率率A戸/1受益者負担の適正化| 適正である
三性 1'......... よー =日塗|

|コスト効率;こち一三二 1適正である

..... 
平成28年度から!日3級品の手持品課税が行われるため適正な課税を行う必要がある。

課堕

工ー工

今の方後， 事業の進め方等に改善が必要 改時善期
向性

1":: 

38，218 26，241 

38，218 26，24l 

経常

28年度中に改善に着手



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 税務課 固定資産税係 匝仁田

主 I~年lこ1度の固定資産(土地)評価替えに伴う標準宅地の|=対象|標準宅地及び路線価
芸l不動産鑑定士による鑑定評価・路線価の算定及び地価Im8ifl
概|の変動に伴う毎年度の時点修正業務を行う。 1手段|不動産鑑定士により、鑑定評価を行う。

要.

三三主7 歳 ι?出 予算現額〔円) 決算額(円) 三歳 "'A 予算現額(円) 決算額(円)c

委託料 3，759，000 3，682，800 国庫支出金

奪三J訳 財覇訳向 割合

県支出金 3，759，000 3，682，800 

地方債。

その他

一一
ー般財源〉

合計三 3，759，00P 3，g8_2sQQ 4E〉ヨ. 計 ド 3，7.1)9，000 3，682，800 

、..~ . 1...、
1，'" ，、

人件費概算三 臨時

活動指標または成果指標二 I H25 I H26 

目設定しない|設定しない

1 I標準地点数(地点) 265 266 

設定しない|設定しない

21路線価数(路線) 2，923 2，938 

3 

目的の妥当性ご -1妥当である I適正な賦課を行うには、適正な時価が必要である。
妥 ~........…ーι N・Y・孟♂λ…，;1 ト
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である I地方税法の規定及び総務省の定める固定資産評価基準により市町村が評価額を決定しなければならない。
性-， p，.'，.::~;;.……........・H ・ ............:1.............................↓

五三|対象1受益者)の妥当性|妥当である|将来的には、山陽地区の路線価未実施地区に路線価を導入する必要がある。

目標達成度
:有 1.....・H・....・H・....・H・-…..・川山山，.............................，

効 i類似事業の存在在:三二三てて1 存在しない|評価額の決定権は市町村にある。
性 fト卜ト"円…….竺....….“山……盟“山.. 山.......モ百一..禄L子H子Jふ.-.ぷ
JニIよ位担震九の貢献度 1~貢貢献してしい、喝る|総合計函に合致する事業(伯自主財源の確保)

与三警帯聖号サ骨?仔翌E!?守、ハ川..j戸j.~幣門?芳明空空.王力プf三史叶.三オ.~I門.三行f号.聖幣士!芳.空脅さと.--Cげ:
三率 |受益者負担の適正化|概ね適正である

ι弓?性性， IトJム山山“山…川;.山..…………..…………..山………..山………..山….叫山…..山......……:空デFぷ~..ム...竺竺γ1一円r川..，叩.，一円...ぎ主乎百r吾1
!hヨスγトト劫率rミ三三子竺ヲ:三 λP寸ιι| 適正である |毎回入札により業者を選定している。

..... 
評価業務は大きく分けると、 3年に一度評価替年度の前年度(次回は29年度)に行う。標準宅地の鑑定評価と、それを基に
算定する路線化の評価及び時点修正の2通りに分けられる。県内の多くの市では標準宅地は山口県不動産鑑定士協会と、

!路線価は民開業者と分けて契約している。当市では従来よりまとめて業者と契約していたが、県全体のバランスと評価の公平

空主課主題

今の方後

向性

特記
事項

性の観点から分割契約も検討する必要がある。

事業の進め方等に改善が必要
改善

29年度以降、改善する予定
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課且局白室置所得)I 税務課 固定資産税係 回二日

官 l平成18年度に導入した地理情報システム(Grs)は、平成
主 124年度以降毎年土地の分合筆のデータ更新を行ってい
草|る。これにより、市内全域の土地・家屋情報の把握が迅速
主lかっ容易になり、賦課業務や窓口対応をスムーズに行う
さ|ことができる。

: 歳三え出

委託料

合計主

τJ ー

人件費概算

予算現額(円)

1，480，000 

'1，480，000 

M. AE a I人工数{入役)I 
|0.11  

jき算額C円〕

1，188，000 

1，188，000 

"LZ量邑

入件費用下1
576，850 

、歳三三五ょ一

国庫支出金

琴瓶訳肉三2事三E合

県支出金、;

地方債

その他

一般財源

合 f計三

|交付税 I~イ
J:算入 1 "" 1 

※上段:目標
て活動指標または成果指標寸 = |壬工 H25 I H26二 r 

1 Iデ}タ更新数(筆)

2 

3 

設定しない|設定しない

2，648 I 1，130 

旧的の妥当世 1妥当である|賦課業務や窓口対応をスム一ズに行うために必必、要o

二三: 妥 |トトH山.“ .叫川.叫h久

j当 |旧自泊体闘与の妥当性|妥当である|地方税法、山腸小野回市税条例等で規定されている。
性 1 .. 千?ん.. μ山山~.....………….“…….. …… .. ….日.………….日一……….目…….. 山….. …...….川山“山....吃竺ザ.日山山.九山-一斗.

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内全域の分合筆等土地の異動が対象

二三I目標達成度二
布司

主劫劫 I類似事業の;存存在 I存在しυ7なkしい、 |行つていない。
i主ニ 性 |トト“山.川ヘλ 守戸-戸山~...-..ρ山川.. … .. 一iλ一……iλふ.. 山.“.“……….“山…圃“山….. ….“.“ “山………“山….. …ア.“一斗.. 

|μ土判{位立施策への貢献匡|貢献してしい、喝る↓限総合計画に合致する事業(伯自主財源の確保)

き号L黒F主サ?今門;~聖!ιιt王ヒι;;;J;;jJi;;|h望1ll'Eþ.切翌.空E主主:-c三?ご.三史Tそで.三全T
受益者負担白適正化|概ね適正である

予算現額C同7 決算額(円)

1，480，000 1，188，000 

1，480，000 三 1;188，000

経常

-iF福豆“ ............:1泌孟:;~.~Iヲ五二二主主主二PZ員長正副ぶ議長雨漏ぷ二日;.. 
固定資産を効率的かっ適正に評価するために、最新情報への更新は不可欠である。
平成26年度において分合筆約600筆、国土調査による成果約500筆の更新作業が行われた。
国土調査による成果はH27年度が最終年度となり、その更新は翌年度のH28年度で終了し、その後は毎年度の分合筆異

課題 動分及び更新漏れの600筆程度になる。

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

向性

[¥JJ21 



様式1号(事務事業評価)

回二ヨ債権特別対策室平成27年度事務事業評価シート|課且局面室・所得)1 

二三二 J寝 ムA
一 至豊里璽l円) 決算額(円主

調財訳向 割合

国庫支出金

県支出金 i

地方債

その他

一般財源'ー 143，000 45，832 

L 合す計 三三143iOOOI. 45，832 

歳三出: 予算現額(円) 決算額f円)

手支

需用費 23，000 22，047 

役務費 50，000 12，091 

1.出 使用料及び賃借料 70，000 11，694 
内司
訳

合 言十 = 14a~QOO 45，832 

経常l:J 
、人活動指標または成果指標

滞納処分件数(件) L.........................J 
債権特別対策室の職務上、活動指標や目標を定I 222 I 260 

めることはできない。 ・…………....・H ・-・・+

一一一一
F
h
u
-

-J=i一
円
-
Z
一

「
L
Q
u
-

f
r
-
A
A

一

時
T

一AU
一

川一

l
-

4上二 H25

lλ主語京在刀

|31  人件費概算;

長手

•• •• 
.
 

ヨ

•• .• 
H

「
同

υ“

叫

a斗
4

H

•• 
"

唱

1
E
A
"

"
n《
υ
"

叫
つ
ム
H

•• •• .• •• •• •• •• •• •• 
+
目
目
目

a'

•• .• .• •• •• •• •• 
日
口
『

υ
目

…可

t
…

u
《

Hυ
日

"
「
同

υ
H

…
り
ム
…

•• •• •• •• •• •. •. 
滞納処分金額(千円)2 

3 

|目的の妥当性 I妥当である|拍自主財源の確保に寄与するものであり妥当であるo

妥三 lト.. 川山.“4

当;三主I同自治休関与の妥当性l妥当である|市税等の滞納処分は、市が実施すべきであり妥当である。
一:一性 lトト.日……….日……….日………..…山..山..山.川白ぷι;与ιμi一一.. ……….“…..… .. 山品正i山.. …川….. 川叩..~..叩←P円川.日..日……….日…….日…a日...・H ・...1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市税等の滞納者および滞納者に関係する第三債務者が対象であり妥当である。

|有個展成度 .....::....1.............................1 
効 |題似事業の存在一 | 存在しない |付市税、国保、保育、介護、下水等多数の課にわたる滞納処分が一元的に実施できるのは債権特別対策室だけである。

l 住r三三で一:1一三三l
三f 主占I土位施貴への貢献度 I貢貢献してしい、泊る|旧自主財源の確保に貢献しているo

三与三 |実施主体の適正化 μ|適正である|市税等の財産調査、滞納処分は市が実施すべきであり妥当である。
XJ.リ t，._.・"・--・是正~"'-" ....~. '...・..・・・・・・......・1 ・1
率γ三j、Jよj信 1望聖!益看負担の適正f化じ| 適正である|市税等の財産調査、滞納処分lにこ羽カかミかる費用は市が負担すペきであり妥当である。
性三正|一品'晶ぶ言手l………….. 山....……….. 山….. 山....………….. ……… .. 山….. 山.. …円.一ブ

主三三干亨亨Iコスト効率雫ごミ-三=予三主壬 1適正である |財産調査、滞納処分lにこ功カかミかる費用は最小限度の費用であり妥当である。.. 
各担当課の徴収事務手続の平準化を図るため、各担当課ごとに徴収事務手続マーュアノレを作成しており、その運用の周知

会言重
徹底が必要である。

) 

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善 2

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課品・室・所得)1 企画課 企画係 匹1 14 1 

中項目(施策)、

財政運営の健全化

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) | 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 6，000 5，298 国庫支出金

支 通信運搬費 132，723 30，067 

告震霊手数料
6，000 444 

ふるさと支援基金積立金 5，000，000 4，701，000 

掘財向 割合

県支出金

地方債 ; 

訳 その他 寄附金 5，000，000 4，701，0001 

一般財源 144，723 35，8091 

三二一三竺ご台三:計 三 1二二 5，144;7231三4，口6，8_09 d回~ 言十 5，144，723 •.. 4，736;809 

一般 |経常臨時|

活動指標または成果指標で

1 1チラシの配布枚数

21寄附件数

31寄附金額

100件 1 100件

75件 1 86件

75.00見 I 86.00% 

4，000，000円 14，000，000円 1 I 4，000，000円

3，375，000円 12，860，000円 1 I 4，701，000円
84.37% 71.50% 117.52% 

目的の妥当性 妥当である|市の自主財源確保のための事業であり、妥当である。

ci t:~:i~{i~:i::~~:~:#.::I::::~~:~:~~::J~~~=~:~~~き望者全両1151主計三H5122;二
一一:一三一|対象(畏益者)の妥当性| 妥当である

1目標達成度三 達成している
有ト・...・-…........山山.1....，.;:，，，.1
効 |類似事業の存在 1 存在しない

空 lii~通(?11語録|説C~'~'~~'l己主婦五五瓦i品説副主主長五雨量主主高に員長じモ;;L;
|三 ....，実施主体の適正化 |適正である

率 |受受i益者負担の適正化牛"1 適正である
性 lトトト"山…......汁.....で?小.日……….. ……….一………J一……….. 山……….日…….. …… .. ….日.. 日……….. …….日…....…〉い.山…..川山.....円叩山.. 川….. 

l 三三王宍:主コ，:::J~ト効事t一γ | 適正である .. 
平成28年6月から更なる自主財源の確保、地域経済の活性化等を目的として、サポ ト寄附の寄附者に対して特産品等の

返礼品を送付すると左もに、寄附金納付方法の簡素化(クレジット払い)を図る。
しかし、本市へのふるさと意識を高めるために実施しでいたふるさとだより等の送付は、希望者にのみ今後も継続して実施し

課題 ていく。

今の後
方 事業の進め方等に改善が必要 三改時善

期
28年度中に改善に着手

向性

国からは返礼品送付の対応について、寄附金控除の趣旨を踏まえた良識ある対応を求められている。



様式1号(事務事業評価)

匹IJIJ行革推進係企画課平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 

歳入 予算現額(円) 7決算額(同1

国庫支出金

調R財訴言L割告与

県支出金、 4

地方債

その他

1一般財瀬

二合 f計 。 。

二歳出 予算現額C円j 決算額(円)

主出 r 

内
訳

ぷ回』 計 。 。
団 t

|人工数c入役)1人件費(円)1 

011 5杭 8501
守入件費概算 経常

I7二Lご二三勺活動指標または成果指標

11広告収入金額

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|自主財源確保を目的とする取組であり、妥当。

自治体関与の妥当性| 妥当である|市の自主財源確保を図る取組であり、妥当。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|自主財源確保による財政健全化は、全市民が受益者となる。

.目標達成度 三 三|概ね達成している|自主財源確保のために、今後も広告収入増を図る必要がある。
二有ド・・H ・H ・-………，i...・;，.1..・H ・-…H ・H ・...・H ・....1
ニ効 T 三|類砲事業の存在 | 存在しない

韓 五i詰元蒜芸二誌古記品詰言説|長示瓦じ山ぷ三石ぷ;じ;弓2訂治|日己五王証尚語記品手ぷ沿i戸三辺L漏両両証福主函通μゐ福長込主ぶ;iぷi戸;五子石=。

」劫効 lき幣1*0):干汗界里~il$た竺史史ιil$免ιιι与1$，ヒ1$，二一\己，;.~I
三三τE率客 |受益者負担の適正化| 適正である
性 1....・..........山…竺H ・H ・9・H ・H ・.....1.............................1

lコスド効率二モう 三 I適正である|ゼロ予算事業である。(事業者選定の際には報償費が発生することがある。)

一一一一妥当性

.レ
自主財源確保のために、今後も広告収入増を図る必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当方
性

寸
の
向

特記
事項)



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 財政課 調整係 匹LTI

~--I合併0.降、見直工示証言瓦で.-1，--\7;土1，-\施設使用料につい
芸|て、小野田地区と山陽地区との使用料の均衡を図る。
概|利用者負担のの適正化が図られるよう、使用料単価の見
要|直しを行う。

I I意図|小野田地区と山陽地区の施設使用料の均衡を図る

出 (円) 歳入 予算現額(円J 決算額C円r
国庫支出金「

設浦財問:ミ三割合三

県支出金

地方債二 二三

その他T 、

一般財源

dEbZ • 言十 。 。一合 計 。
二二当時時く ~r数(tT;| 人件12511 官|無|医到 一般 | 経常

若覇干盲標または成果指標 H25 H26 

17 
小野田地区と山陽地区にある類似の施設におい I.............;.-;，............t

I 17 I -
て、使用料の均衡を図る必要のある施設数 I.............~.~............~ 

100.00% 

I 10 I 10 
使用料単価や貸出方法の見直しの検討が必要な I.............:~... ・12 1~~~;;}_ ..，.... 1 1llJ ¥ -"'1-I-I/.Jl-，-""V，/，/U j.!::;i..¥.../V./'I7'.I=f:J，，，--;..u'tC'chl 0 I 
施設数 I..............~.............~ 

0.00% I 10.00% 

3 

目的の妥当性 4 妥当である|小野田地区と山陽地区にある類似の施設に係る利用者負担額の適正化・均衡を図る

il-Pゆ予言骨子::[::2215Z::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

;有て史時空一三|切で円，
o_ 劫1類似事業のl存在主~号|存在しない
三三性三} も :，....:;....; .. ~O-I 

土位施策への貢献度|貢献している

効-実施主体の適正化 |適正である r
-t....・..._~.，叩N竺・..._......・P・M・.，~T 'I .............................l.

二率入1受益者負担の適正化|適正である I減免対象団体については、市として統一的な基準をもっ必要がある

住 .I~ぷ込山内占円|言語.~~6..t長日-i-;iz-み-員長雨局不伝説iiLL-;-jJぷ両料会局長jlGめL

易
・平成26年度から公民館、勤労青少年ホームにおいて、「時間帯区分Jから11時間あたりJの貸出を行うこととじ、利用者の利
便性と施設の稼働率向上が図れるようにした。貸出区分の変更による影響については、当初見込んでいたほどの使用料の
減収とはならなかった。なお、、稼働率向上による利用者の増加を見込んでいたが、開始l年では変更による効果は現れな
かった。いずれの施設も利用者からの苦情は寄せられていない。引き続き貸出方法の変更の効果を検証する必要がある。
・「時間区分帯貸出」の施設において、「時間当たりの貸出J方法の導入が可能かどうかの検討を行う必要がある。
-使用料の減免規定については、施設の目的に応じた適切な設定とする。

業

一
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-
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事業の進め方等に改善が必要 29年度以降、改善する予定



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 a局呈・所(係)I 管財課 財産管理係 回二日

広報やホームページを活用し、広告掲載企業を募集する。

「意図一|白ー主財源の確保及び広告掲載により地域経済の活性化を図

支
、出

内二
;訳三

歳出

需用費

計

人件費概算

予算現額(円)

1，000 

1，000 

li人工語I瓦在司

|0.051 

活動指標または成果指標一 4

1 1広告掲載件数

2 

3 

決算額(円)。

， 0 

人件費(円)1 

竺乏当

歳入

国庫支出金

財掘両訳ζ官割き事

県支出金:

地方債

その他

一般財源
dEbヨ. 

交付税
算入

言十

目的の妥当性 I妥当である|市の公用車であり、妥当である。
妥「ト山川ぃι・日-…斗…H ・H ・.. ト

予算現額(円)

広告収入 1，000 

1，000 

当=三cI自治{掠本関与の妥当桂| 妥当である|自主財源の確保及び地域経済の活性化を図ることであり、妥当であるo

r 性:ブ一hりF戸…←一)…)一J一戸.百而.....一.ぺ..，いいいぞ円一…二一〕二一一.日…………..…………..川….“山….“山....……..…..ふι……~二しL一..0*...“……………..…………..一……..山…..山斗..

i|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

l目標達成度 |検討が必要|掲載件数が0件である。
有~..・.....…・...…...・H・...・H ・....山 1....... …......・H・..… .1

効 |類似事業の存在 二三|存在しない

竺|エ雨量夫元言語|議員長平面|五副長謀長;這二五;ぶ
|実施主体の適正化 |適正である

at券子持労話::[五百五155FE553;主主主....
コえト効率f パ一二 | 適正である .. 

決算額(円)

経常

公用車の稼働範囲が主に市内であることや、市内においては歩行者の通行量が少なく広告を自にする頻度に欠けるなど、
他の広告媒体と比べて魅力に乏しい。今後については、広告の面積が最も広く、公用車の中では唯一広告効果が期待で
きるマイクロバスについて、事業者に対しPRを強化したい。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改善期 28年度中に改善に着手

向性
時

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室圃所(係)I 財産管理係管財課 匹co
中項目(施策)

財政運営の健全化

士 l市有財産管理運用指針に基づき、遊休資産として利用見

芸|込みのない普通財産の売却処分や貸付等により自主財 1.==1'1¥. 1 
概|源の確保を図る。また、そのための整備を行う。 1手段|市有財産活用検討委員会で個別管理運用方針を決定する0

.要1- .. -----... ----------1意図一|財産処分による維持管理経費の削減、自主財源の確保。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

ι 測量調査委託料 4，497，148 4，053，581 

支 工事請負費 15，747，400 14，284，080 
|出

用悪水路負担金 120，000 120，000 

三今陶Rミζ 

合i 言f 1 . 20，364，548 18，457，661 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

踊訳扉両三三割告

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 7 

一般財源 20，364，548 18，457，661 

、! dロ:.. 言十 I 20，364，548 18;457，661 

l入工数(人役)1人砕費(円)] I交付税 I.4m"- I I A.~.Uãi Ç，1I I 
人件費概算 手 1 0.91 丸山

活動指標または成果詣覆て τ一三 ， H25 

1 1市有財産の売却件数

• • • • • 
-

wm

一
牛
…
ド

j
 

nu-

、I
u

，A1

j
 

O
一n
M
山側

;
 :
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

尚
一
件
…
宇

o-
ひ
っ
昨;
 

ぽ
U

一一Hu
…R
u

j
 
J
 

-
• • • • • 

・21市有財産の貸付件数

31市有財産活用検討委員会開催回数

86.00% I 96.00% 
2回 I 2回

2回 2回 2回

100.00% 100% 100% 

目的の妥当性 妥当である|市有財産の売却であり、妥当である。

i:的房長当日L:~~:~:~~:J明記長持耕三時当性五日;三3165:::::
三一三己|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である

石|百標達成度三; 三....1達成している
ト・・・・・u・日・・・・・・・・・-...，...."."............，

効|類似事業の存在 ベ|存在しない

性ぷ面会三伝言語長 1m五五ぶ;;三|房副主ぷi自主婦ぷ

r -，一実施主体の適正化 j適正である l売却のためであり、適正である。
効 1..・H ・.....・H ・H ・H ・....・，....二........・a・..，↓

率 |受益者負担の適正化|適正である|市有財産の売却であり、適正である。

性三 1..・H ・-…H・H ・....………....，............ 十

lコスト効率 i適正である|市有財産の売却であり、適正である。

.レ
未利用地の売却については、昨今の社会情勢下、困難な状況にあるため、売却促進のための方策を検討する必要があ

課題

る。

今の向方
性

後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善

期ご

直



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|詩骨量所(係)I 企画課 匹DD企画係

査lZ;;?照誤認itzd雰路鵠翠雪|対象~宇部市、美祢市、山陽小野田市の広域圏)
毒|開催している。会長および事務局は2年度ずつ持ち回り|手段|協議会(年2回程度)

|で、平成25年度からは宇部市、平成27年度からは山陽l l 

要I'J、野田市。 ー 一 一 一十意図押|庶域連携にまる振興

歳出 予算現額(円) 理璽璽(円)

E主三三主雪曲工F 

|内
訳

Aロ. 計 。二二 三 O 

歳入 至算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金:

財源割
県支出金三

内合
地方債4

訳 その他三

一般財源

1 ご dロ』 計 01 0 

2回

一般 経常

活動指標または成果指標 7 H26 

6回

1 1幹事会の開催回数

H25 

2回

1回

100.00% I 16.67% 
l事業 I 1事業

21広域連携事業の実施
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iil目的 竺 当性 l 三妥 1... .....~.. .，..;"..，;，，;，; ....... .•........ .1. ....... ............... ......1 
ご当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広域連携は、行政の課題であり妥当である。
性[.;......ふ--・..一……...・H ・..::-1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|宇部市、美祢市は近隣市であり連携対象として妥当である。

)一一三l目標達成度三二三 |検討が必要|事業展開に至っていないため、検討が必要
: 有 }いJιふ…"別山…刊叩山…'μ刊山.. 山.. 叫.ペ円叩……….. 山山.. 川..……… .. 叩日….. ι… .. よぷi己ぷ....町.. 示山戸戸L一....ιL一.叩.

r三z効、|類似事撃の存在在 I存在しない
ξ 性• ~.い..山……一.日………….. ………… .. ……… .. …….目…一.. 一戸....百正h同山日.円山…里F凹円.. … .. ι 山 "…….“...……......…… .. … .. …… .. … .. ….“.1 .. “ . 

妥当である|今後の地方自治体のあり方を検討する上で、広域連携は有効な手段の1つであり妥当であるo

上位施策代の貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である
ご効 | ι ヘペ ;-....，.;1 
ニ三:率 |受益者負担の遇正化|適正である
性 lトトトト"………….. …… .. ………… .. …… .. …… .. 山.. …'日山………忌日川…….. 山….. 山.. んi戸ぷ山.ιムL一.….日…一一.，山……….. 山……….. …….町…….. … .. 目………….. 山….. …… .. … .. ………… .. …… .. 川…'内山...1.....… … ・

|司スト効率 I 適正である

ーι各市の課題の解決及び人口減少社会に向けた広域連携での行政機能の維持や効率化を現実的に検討するため、二市で
の協議回数を増やすことが必要。

課題

、i今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

向性

!
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